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環境活動の展開

　九州電力グループは、事業活動に伴い環境負荷を発生している企業グループとして、環境保全に真摯に取り組んでいく責務
があると認識しています。
　このため、環境保全を経営の重点課題として位置付け、事業活動全般にわたって、事業活動と環境を両立する「環境経営」を
推進しており、取組みの指針として、環境活動の心構えや方向性を示した「九州電力グループ環境憲章」を制定しています。

1．九州電力グループ環境憲章

　「九州電力グループ環境憲章」のもと、環境
経営を着実に推進していくための活動計画と
して、毎年度、「九州電力における取組み」及び
「グループ会社における取組み」から成る「九
州電力グループ環境アクションプラン」を策
定しています。
　また、PDCAサイクルに基づく環境活動の
分析・評価・見直し等により、取組内容の改善・
充実に継続的に取り組んでいます。

2．九州電力グループ環境アクションプラン

～環境にやさしい企業活動を目指して～
九州電力グループ環境憲章

九州電力グループは、持続可能な社会の実現を目指して、グローバルな視点で地球環境の保全と
地域環境との共生に向けた取組みを展開します。

１　地球環境問題への適切な対応と資源の有効活用に努め、未来につなげる事業活動を展開します。
２　社会と協調し、豊かな地域環境の実現を目指した環境活動に取り組みます。
３　環境保全意識の高揚を図り、お客さまから信頼される企業グループを目指します。
４　環境情報を積極的に公開し、社会とのコミュニケーションを推進します。 2008年4月制定
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3．推進体制

グループ環境経営推進部会に
関する詳細はP38参照  ）（

　経営層と直結した推進体制を構築するとともに、社外有識者による評価機関を設けています。

環境活動方針
　各環境活動に取り組むにあたっての中長期的な基本方針であり、5つの柱で構成しています。本方針に基づき、生物多様
性に十分配慮しつつ、各環境活動の展開を通して、持続可能な社会の実現に貢献しています。

　持続可能な社会の実現に貢献し続けていくために、事
業活動と環境を両立する「環境経営」を九州電力グループ
一体となって推進しています。

① 地球環境問題への取組み 11
② 循環型社会形成への取組み 23
③ 地域環境の保全 25
④ 社会との協調 32
⑤ 環境管理の推進 35

・ 電気の供給面・使用面の両面からの温室効果ガスの排出抑制
・ 地球温暖化対策・施策への適切な対応
・ 国際的な温暖化対策への貢献（途上国等への技術協力など）
・ 規制対象フロンの回収徹底（オゾン層の保護）

・ 廃棄物のゼロエミッション活動の展開（3Rの徹底）
・グリーン調達の推進

・ 環境に配慮した設備形成 ・ 発電所、変電所等の環境保全

・ 地域における環境活動の
積極的な展開・支援

・ PDCAサイクルに基づく環境管理の徹底
・ 社員の環境意識高揚
・環境会計の活用などによる環境管理レベルの向上
・ 環境負荷低減に資する研究・開発の推進

・九州電力グループ一体と
なった環境経営の推進

循環型社会形成への
取組み

地球環境問題への
取組み

地域環境の保全

社会との協調

環境管理の推進

2
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3

取組項目

九州電力 グループ会社

・ 環境マネジメントシステム（EMS）の自立運用
・ 環境データの確実な把握と目標管理の推進
・ 環境教育の実施及び環境情報の共有化

・ 廃棄物のゼロエミッション活動の展開
・グリーン調達の推進

・ 温室効果ガス排出抑制への着実な取組み
・オゾン層の保護

・ 環境保全の推進

・ 環境コミュニケーションの推進
・ 地域における環境活動の推進4

5

・ 環境コミュニケーションの推進
・ 次世代層へのエネルギー・環境教育の展開

環境活動計画
環境活動方針のもとで、年度ごとの具体的な環境活動計画を立て、目標達成に向けて取り組んでいます。

（注）「環境活動計画に基づく取組実績（2014年度）」:九州電力はP11～37、グループ会社はP40～46を参照。

環境目標
CO2などの温室効果ガスの排出抑制や廃棄物の発生抑制等、環境負荷低減に向けた目標を設定しています。

（注）「環境目標と実績（2014年度）」:九州電力はP9～10、グループ会社はP39を参照。

　九州電力及び九州電力グループにおける環境アクションプランは、それぞれ「環境活動方針」、「環境目標」及び具体的な
「環境活動計画」で構成しています。

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 九州電力グループ環境アクションプランWEB

・環境経営　・持続可能な社会　・地球環境問題　・循環型社会　・PDCAサイクル

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照） 生物多様性への取組みWEB
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　九州電力グループは、事業活動に伴い環境負荷を発生している企業グループとして、環境保全に真摯に取り組んでいく責務
があると認識しています。
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推進しており、取組みの指針として、環境活動の心構えや方向性を示した「九州電力グループ環境憲章」を制定しています。

1．九州電力グループ環境憲章

　「九州電力グループ環境憲章」のもと、環境
経営を着実に推進していくための活動計画と
して、毎年度、「九州電力における取組み」及び
「グループ会社における取組み」から成る「九
州電力グループ環境アクションプラン」を策
定しています。
　また、PDCAサイクルに基づく環境活動の
分析・評価・見直し等により、取組内容の改善・
充実に継続的に取り組んでいます。

2．九州電力グループ環境アクションプラン

～環境にやさしい企業活動を目指して～
九州電力グループ環境憲章

九州電力グループは、持続可能な社会の実現を目指して、グローバルな視点で地球環境の保全と
地域環境との共生に向けた取組みを展開します。

１　地球環境問題への適切な対応と資源の有効活用に努め、未来につなげる事業活動を展開します。
２　社会と協調し、豊かな地域環境の実現を目指した環境活動に取り組みます。
３　環境保全意識の高揚を図り、お客さまから信頼される企業グループを目指します。
４　環境情報を積極的に公開し、社会とのコミュニケーションを推進します。 2008年4月制定
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3．推進体制

グループ環境経営推進部会に
関する詳細はP38参照  ）（

　経営層と直結した推進体制を構築するとともに、社外有識者による評価機関を設けています。
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・ グリーン調達の推進
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取組項目

九州電力 グループ会社

・ 環境マネジメントシステム（EMS）の自立運用
・ 環境データの確実な把握と目標管理の推進
・ 環境教育の実施及び環境情報の共有化

・ 廃棄物のゼロエミッション活動の展開
・ グリーン調達の推進

・ 温室効果ガス排出抑制への着実な取組み
・ オゾン層の保護

・ 環境保全の推進

・ 環境コミュニケーションの推進
・ 地域における環境活動の推進4

5

・ 環境コミュニケーションの推進
・ 次世代層へのエネルギー・環境教育の展開

環境活動計画
　環境活動方針のもとで、年度ごとの具体的な環境活動計画を立て、目標達成に向けて取り組んでいます。
（注）「環境活動計画に基づく取組実績（2014年度）」:九州電力はP11～37、グループ会社はP40～46を参照。

環境目標
　CO2などの温室効果ガスの排出抑制や廃棄物の発生抑制等、環境負荷低減に向けた目標を設定しています。
（注）「環境目標と実績（2014年度）」:九州電力はP9～10、グループ会社はP39を参照。

　九州電力及び九州電力グループにおける環境アクションプランは、それぞれ「環境活動方針」、「環境目標」及び具体的な
「環境活動計画」で構成しています。

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 九州電力グループ環境アクションプランWEB

・環境経営　・持続可能な社会　・地球環境問題　・循環型社会　・PDCAサイクル

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 生物多様性への取組みWEB
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>> LNG（液化天然ガス）
>> バイオマス
>> 木質（バイオマス）
>> 汚泥
>> 原子燃料
>> ウラン
>> プルトニウム

>> アンモニア
>> 石灰石
>> 所内電力（量）
>> 再生可能エネルギー
>> 揚水（発電）
>> 熱効率
>> 送配電ロス（率）

>> SF6（六フッ化硫黄）
>> 低公害車
>> 電気自動車
>> プラグインハイブリッド車
>> 低燃費車
>> SOx（硫黄酸化物）
>> 脱硫処理

>> 低硫黄燃料
>> NOx（窒素酸化物）
>> 脱硝処理
>> CO2排出クレジット
>> 産業廃棄物
>> リサイクル率
>> 低レベル放射性廃棄物
>> 中水

用語集をご覧ください 用語集をご覧ください

【想定低減量の算出方法】
CO２排出抑制量
・発電・電力購入による低減量：再生可能エネルギー（水力は揚水除く）に
よる電力量を全電源で賄ったと仮定した場合をベースラインとして、2014
年度の当社販売電力量あたりのCO2排出量（実排出係数）を用いて算出。

・設備の効率向上：1990年度の熱効率や送配電ロス率をベースラインとし
て算出。
SF６回収量
点検・撤去時に機器に充填されているSF６の回収を行わなかった場合をベー
スラインとして算出。
省エネ設備対策によるCO２排出抑制量
事業所において、省エネ設備対策を行わなかった場合をベースラインとして
算出。
社用車への低公害車導入によるCO２排出抑制量
電気自動車（プラグインハイブリッド車を含む）、ハイブリッド車及び低燃費車
の導入を行わなかった場合をベースラインとして算出。
SOx低減量
発電所において、脱硫処理や低硫黄燃料の使用を行わなかった場合をベー
スラインとして算出。
NOx低減量
発電所において、脱硝処理を行わなかった場合をベースラインとして算出。

消費（従業員数 13,172人）〔13,186人〕

0kWh

原子力発電

41億kWh

水力発電

※5：

※6：

※7：

※8：

※9：

※10：

発生した低レベル放射性廃棄物を焼却や圧縮等の処理
により減らした容積を、200ℓドラム缶の本数に換算し
た値。

各フロンのオゾン層破壊係数を用いて、CFC-11重量
相当に換算した値。

火力（内燃力含む）発電所ごとに「総排ガス量×排ガス
中の濃度」を重量換算した値の合計値。

火力（地熱含む）・原子力発電所の排水処理装置で処
理した排水に含まれる水質汚濁物質ごとに、濃度と排
水量を用いて負荷量を算出し、それらに当社独自の重み
付け係数を乗じてCOD（化学的酸素要求量）重量相当
に換算したものの合計値。

火力（地熱含む）・原子力発電所において、排水処理装
置で処理した排水に含まれるCOD（化学的酸素要求量）
の合計値。

実際に発生した量から減容した量（※5）を差し引い
た正味の発生量を、200ℓドラム缶の本数に換算した
値。

発電関連

その他オフィス等での活動

※1：ウラン・プルトニウム所要量（発生熱量から換算した値）。

※2：冷却水に用いる海水は含まない。

（注）〔　〕内は2013年度の実績値。

（注）〔　〕内は2013年度の実績値。

（注）〔　〕内は2013年度の実績値。電力量については、四捨五入のため合計値が合わないことがある。

（200ℓドラム缶相当）

（有効利用分の石炭灰を除く）

石炭
重油
原油
LNG
軽油

バイオマス（木　質）
バイオマス（下水汚泥）

原子燃料

アンモニア
石灰石

ガソリン・軽油

コピー用紙購入量
水使用量

615
190
70
472
1.3
1.5
738

0

624

1.0
13.1

1.9

471
312

万トン
万kℓ
万kℓ
万トン
万kℓ
万トン
トン

トン

万トン

万トン
万トン

千kℓ

トン
千トン

火力発電用燃料

原子力発電用燃料※1

発電用水※2

　
資材

車両用燃料

消耗品等

資源投入量

発電関連想定低減量※3

実低減量

その他オフィス等での活動

CO2

SF6
N2O
HFC

4,860

3.4
5.9
0.50

〔5,210 万トン-CO２〕

〔3.3 万トン-CO２〕
〔5.6 万トン-CO２〕
〔0.28 万トン-CO２〕

万トン-CO２

万トン-CO２
万トン-CO２
万トン-CO２

環境負荷量

事業活動

発電所所内電力量 ▲25億kWh〔▲25億kWh〕

車両走行距離 22百万km〔20百万km〕

揚水動力用電力量 ▲2億kWh〔▲6億kWh〕

自家消費電力量 ▲0.96億kWh〔▲1.01億kWh〕

13億kWh

その他
（地熱、風力、太陽光）

送配電ロス
▲41億kWh
変電所所内電力量
▲1億kWhを含む

電力輸送（送配電）

購　入

他社からの
購入電力量
235億kWh

68億kWh
うち再生可能
エネルギー（ ）（ウラン、プルトニウム重量）

オゾン層破壊物質排出量※6

温室効果ガス排出量

0.08 ODPトン 〔1.30 ODPトン〕

〔932万トン-CO２〕

〔22万トン-CO２〕

〔1,572万トン-CO２〕

〔519トン-CO２〕

〔7.9万トン〕

〔2.4万トン〕

〔88.7万トン〕
〔リサイクル率約100%〕

〔リサイクル率約100%〕

〔6,548本〕

〔902トン〕

〔44千トン〕

大気汚染物質排出量※7 2.8
3.2

万トン
万トン

〔3.0 万トン〕
〔3.4 万トン〕

排水負荷量※8
COD排出量※9

※4

※4

83
7
トン
トン

〔117 トン〕
〔6 トン〕

産業廃棄物埋立処分量 0.3 万トン 〔0.4 万トン〕

低レベル放射性廃棄物発生量※10 3,126 本

万トン-CO２
トン
千トン

〔396 本〕

車両CO２排出量
古紙処分量
上水使用量

0
272

〔0.4 万トン-CO２〕
〔0 トン〕

〔267 千トン〕

SOx
NOx

（     　　　　　　　　　 　  　     ）販売電力量のうち、オフィス使用電力や
建設工事用電力などの当社使用分

（内燃力発電を含む）

環境負荷低減量

CO２排出抑制量

SF６回収量

省エネ設備対策による
CO２排出抑制量

社用車への低公害車導入による
CO２排出抑制量

SOx低減量

NOx低減量

産業廃棄物リサイクル量

低レベル放射性廃棄物減容量※5
（200ℓドラム缶相当）

古紙リサイクル量
（コピー用紙のほか、新聞、雑誌、
ダンボール、機密文書を含む）

中水・雨水活用量

万トン-CO２

万トン-CO２

トン-CO２

トン-CO２

万トン

万トン

万トン

本

トン

千トン

1,027

20

1,523

540
7.4
2.6

89.0

3,466

931

41

リサイクル率約100%

リサイクル率約100%

（再生可能エネルギー・火力発電所の熱効率向上などによる）

販売電力量
813億kWh

お客さま

（ ）

生産（発電）

※3：事業活動において、環境負荷低減対策を実施しない場合等の環
境負荷レベルをベースラインと想定し、実際の環境負荷レベルと
の差により算出した値。

※4：「2014年度の当社販売電力量あたりのCO2排出量（調整後）」
を使用し算出した値。

4．事業活動と環境負荷の状況（2014年度）

〔631 万トン〕
〔209 万kℓ〕
〔104 万kℓ〕
〔486 万トン〕
〔1.4 万kℓ〕
〔1.2万トン〕
〔633トン〕

〔0トン〕

〔623 万トン〕

〔1.0 万トン〕
〔11.6 万トン〕

 
〔1.8 千kℓ〕

〔438 トン〕
〔310千トン〕

（注）〔　〕内は2013年度の実績値。

0.5

590億kWh

火力発電
（内燃力発電を含む）

（　　　　　     ）うちバイオマス発電
0.28億kWh〔0.22億kWh〕

>> 自家消費電力
>> 温室効果ガス
>> N2O（一酸化二窒素）
>> HFC
　 （ハイドロフルオロカーボン）

>> オゾン層破壊物質
>> 大気汚染物質
>> COD（化学的酸素要求量）
>> 石炭灰
>> 上水

>> フロン
>> オゾン層破壊係数
>> CFC-11
　 （トリクロロフルオロメタン）
>>水質汚濁

〔0kWh〕 〔625億kWh〕 〔38億kWh〕 〔14億kWh〕

〔242億kWh〕

〔▲43億kWh〕

〔844億kWh〕

〔44億kWh〕

（・うち、自家消費電力量分5.7万トン※4含む）  ・他社購入電力量分を含む
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>> LNG（液化天然ガス）
>> バイオマス
>> 木質（バイオマス）
>> 汚泥
>> 原子燃料
>> ウラン
>> プルトニウム

>> アンモニア
>> 石灰石
>> 所内電力（量）
>> 再生可能エネルギー
>> 揚水（発電）
>> 熱効率
>> 送配電ロス（率）

>> SF6（六フッ化硫黄）
>> 低公害車
>> 電気自動車
>> プラグインハイブリッド車
>> 低燃費車
>> SOx（硫黄酸化物）
>> 脱硫処理

>> 低硫黄燃料
>> NOx（窒素酸化物）
>> 脱硝処理
>> CO2排出クレジット
>> 産業廃棄物
>> リサイクル率
>> 低レベル放射性廃棄物
>> 中水

用語集をご覧ください 用語集をご覧ください

【想定低減量の算出方法】
CO２排出抑制量
・発電・電力購入による低減量：再生可能エネルギー（水力は揚水除く）に
よる電力量を全電源で賄ったと仮定した場合をベースラインとして、2014
年度の当社販売電力量あたりのCO2排出量（実排出係数）を用いて算出。

・設備の効率向上：1990年度の熱効率や送配電ロス率をベースラインとし
て算出。
SF６回収量
点検・撤去時に機器に充填されているSF６の回収を行わなかった場合をベー
スラインとして算出。
省エネ設備対策によるCO２排出抑制量
事業所において、省エネ設備対策を行わなかった場合をベースラインとして
算出。
社用車への低公害車導入によるCO２排出抑制量
電気自動車（プラグインハイブリッド車を含む）、ハイブリッド車及び低燃費車
の導入を行わなかった場合をベースラインとして算出。
SOx低減量
発電所において、脱硫処理や低硫黄燃料の使用を行わなかった場合をベー
スラインとして算出。
NOx低減量
発電所において、脱硝処理を行わなかった場合をベースラインとして算出。

消費（従業員数 13,172人）〔13,186人〕

0kWh

原子力発電

41億kWh

水力発電

※5：

※6：

※7：

※8：

※9：

※10：

発生した低レベル放射性廃棄物を焼却や圧縮等の処理
により減らした容積を、200ℓドラム缶の本数に換算し
た値。

各フロンのオゾン層破壊係数を用いて、CFC-11重量
相当に換算した値。

火力（内燃力含む）発電所ごとに「総排ガス量×排ガス
中の濃度」を重量換算した値の合計値。

火力（地熱含む）・原子力発電所の排水処理装置で処
理した排水に含まれる水質汚濁物質ごとに、濃度と排
水量を用いて負荷量を算出し、それらに当社独自の重み
付け係数を乗じてCOD（化学的酸素要求量）重量相当
に換算したものの合計値。

火力（地熱含む）・原子力発電所において、排水処理装
置で処理した排水に含まれるCOD（化学的酸素要求量）
の合計値。

実際に発生した量から減容した量（※5）を差し引い
た正味の発生量を、200ℓドラム缶の本数に換算した
値。

発電関連

その他オフィス等での活動

※1：ウラン・プルトニウム所要量（発生熱量から換算した値）。

※2：冷却水に用いる海水は含まない。

（注）〔　〕内は2013年度の実績値。

（注）〔　〕内は2013年度の実績値。

（注）〔　〕内は2013年度の実績値。電力量については、四捨五入のため合計値が合わないことがある。

（200ℓドラム缶相当）

（有効利用分の石炭灰を除く）

石炭
重油
原油
LNG
軽油

バイオマス（木　質）
バイオマス（下水汚泥）

原子燃料

アンモニア
石灰石

ガソリン・軽油

コピー用紙購入量
水使用量

615
190
70
472
1.3
1.5
738

0

624

1.0
13.1

1.9

471
312

万トン
万kℓ
万kℓ
万トン
万kℓ
万トン
トン

トン

万トン

万トン
万トン

千kℓ

トン
千トン

火力発電用燃料

原子力発電用燃料※1

発電用水※2

　
資材

車両用燃料

消耗品等

資源投入量

発電関連想定低減量※3

実低減量

その他オフィス等での活動

CO2

SF6
N2O
HFC

4,860

3.4
5.9
0.50

〔5,210 万トン-CO２〕

〔3.3 万トン-CO２〕
〔5.6 万トン-CO２〕
〔0.28 万トン-CO２〕

万トン-CO２

万トン-CO２
万トン-CO２
万トン-CO２

環境負荷量

事業活動

発電所所内電力量 ▲25億kWh〔▲25億kWh〕

車両走行距離 22百万km〔20百万km〕

揚水動力用電力量 ▲2億kWh〔▲6億kWh〕

自家消費電力量 ▲0.96億kWh〔▲1.01億kWh〕

13億kWh

その他
（地熱、風力、太陽光）

送配電ロス
▲41億kWh
変電所所内電力量
▲1億kWhを含む

電力輸送（送配電）

購　入

他社からの
購入電力量
235億kWh

68億kWh
うち再生可能
エネルギー（ ）（ウラン、プルトニウム重量）

オゾン層破壊物質排出量※6

温室効果ガス排出量

0.08 ODPトン 〔1.30 ODPトン〕

〔932万トン-CO２〕

〔22万トン-CO２〕

〔1,572万トン-CO２〕

〔519トン-CO２〕

〔7.9万トン〕

〔2.4万トン〕

〔88.7万トン〕
〔リサイクル率約100%〕

〔リサイクル率約100%〕

〔6,548本〕

〔902トン〕

〔44千トン〕

大気汚染物質排出量※7 2.8
3.2

万トン
万トン

〔3.0 万トン〕
〔3.4 万トン〕

排水負荷量※8
COD排出量※9

※4

※4

83
7
トン
トン

〔117 トン〕
〔6 トン〕

産業廃棄物埋立処分量 0.3 万トン 〔0.4 万トン〕

低レベル放射性廃棄物発生量※10 3,126 本

万トン-CO２
トン
千トン

〔396 本〕

車両CO２排出量
古紙処分量
上水使用量

0
272

〔0.4 万トン-CO２〕
〔0 トン〕

〔267 千トン〕

SOx
NOx

（     　　　　　　　　　 　  　     ）販売電力量のうち、オフィス使用電力や
建設工事用電力などの当社使用分

（内燃力発電を含む）

環境負荷低減量

CO２排出抑制量

SF６回収量

省エネ設備対策による
CO２排出抑制量

社用車への低公害車導入による
CO２排出抑制量

SOx低減量

NOx低減量

産業廃棄物リサイクル量

低レベル放射性廃棄物減容量※5
（200ℓドラム缶相当）

古紙リサイクル量
（コピー用紙のほか、新聞、雑誌、
ダンボール、機密文書を含む）

中水・雨水活用量

万トン-CO２

万トン-CO２

トン-CO２

トン-CO２

万トン

万トン

万トン

本

トン

千トン

1,027

20

1,523

540
7.4
2.6

89.0

3,466

931

41

リサイクル率約100%

リサイクル率約100%

（再生可能エネルギー・火力発電所の熱効率向上などによる）

販売電力量
813億kWh

お客さま

（ ）

生産（発電）

※3：事業活動において、環境負荷低減対策を実施しない場合等の環
境負荷レベルをベースラインと想定し、実際の環境負荷レベルと
の差により算出した値。

※4：「2014年度の当社販売電力量あたりのCO2排出量（調整後）」
を使用し算出した値。

4．事業活動と環境負荷の状況（2014年度）

〔631 万トン〕
〔209 万kℓ〕
〔104 万kℓ〕
〔486 万トン〕
〔1.4 万kℓ〕
〔1.2万トン〕
〔633トン〕

〔0トン〕

〔623 万トン〕

〔1.0 万トン〕
〔11.6 万トン〕

 
〔1.8 千kℓ〕

〔438 トン〕
〔310千トン〕

（注）〔　〕内は2013年度の実績値。

0.5

590億kWh

火力発電
（内燃力発電を含む）

（　　　　　     ）うちバイオマス発電
0.28億kWh〔0.22億kWh〕

>> 自家消費電力
>> 温室効果ガス
>> N2O（一酸化二窒素）
>> HFC
　 （ハイドロフルオロカーボン）

>> オゾン層破壊物質
>> 大気汚染物質
>> COD（化学的酸素要求量）
>> 石炭灰
>> 上水

>> フロン
>> オゾン層破壊係数
>> CFC-11
　 （トリクロロフルオロメタン）
>>水質汚濁

〔0kWh〕 〔625億kWh〕 〔38億kWh〕 〔14億kWh〕

〔242億kWh〕

〔▲43億kWh〕

〔844億kWh〕

〔44億kWh〕

（・うち、自家消費電力量分5.7万トン※4含む）  ・他社購入電力量分を含む

九
州
電
力
の
環
境
経
営

Ⅰ



09 / 52 10 / 52

←目次へ

　 主要な環境活動について目標値を定め、環境負荷の継続的な低減に努めています。

※1：2014年度目標値に対する2014年度の達成状況を、｢　：達成｣、｢　：概ね達成（達成率80％以上）｣、｢　：未達成（達成率80％未満）｣の3段階で評価。なお、2014年度の目標値を持たない項目については、2013年度
実績との比較で評価（ （　）書きで記載）。

※2：下線部は目標を見直した箇所（「Ⅳ 2014年度実績を踏まえた今後の取組み（P51）」でも紹介）。
※3：CO2排出クレジット、再生可能エネルギーの固定価格買取制度（FIT）に伴う調整等。
※4：暫定値であり、正式には「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づき、国が実績値を公表。
※5：原子力発電所の運転再開に関する見通しが不透明であること等により設定を見送り。　
※6：自社開発及び電力購入による設備導入量（離島含む）。

※7：自社開発及び電力購入による設備導入量の見通しを「2020年度末までに700万kW程度」として取り
組んできましたが、固定価格買取制度（FIT）により設備導入量が急増したことから（P12を参照下さい）、
目標を九州電力グループでの設備開発量に変更しています（P52を参照下さい）。

※8：2030年までに、九電グループとして、地熱や水力を中心に、国内外で新たに250万kWの再生可能
　 　エネルギー電源の開発を目指すこととしている。
※9：総合エネルギー統計の換算係数等を用いて換算。
※10：節電・省エネの徹底を図る観点から、過年度実績を深掘り。

※11：省資源活動の徹底を図る観点から、過年度実績を深掘り。
※12：全社の上水使用量を当社在職者数（当該年度末）で除した値。
※13：プラグインハイブリッド車を含む。
※14：電気自動車（EV）は除外。
※15：修繕工事の規模・頻度等により大きく増減するため、目標は設定しない。
※16：調達範囲は、汎用品（事務用品、雑貨等）で社会的に認知された基準に適合した製品等。
※17：活動がほぼ定着していること等を踏まえ、定性目標とする。
※18：石油火力発電所の利用率により大きく増減するため、定性目標とする。

項　目

販売電力量あたりのCO2排出量（調整後）※3
　[　]は実排出係数
CO２排出量（調整後）※3
　 [　]は実排出量

SF６
回
収
率

地
球
環
境
問
題
へ
の
取
組
み

販売電力量

再生可能エネルギー（太陽光・風力）
設備導入量（累計）※6

オフィス電力使用量

電気自動車導入台数（累計）※13

一般車両燃料消費率※14

コピー用紙購入量

上水使用量※12

機器点検時

機器撤去時

送電端火力総合熱効率（高位発熱量ベース）
［　］は低位発熱量ベース換算値※9

送配電ロス率

原子力利用率

循
環
型
社
会
形
成
へ
の
取
組
み

機器点検時の規制対象フロン回収実施率　

産業廃棄物リサイクル率

石炭灰リサイクル率

石炭灰以外リサイクル率

産業廃棄物社外埋立処分量

古紙リサイクル率

グリーン調達率※16

地
域
環
境
の
保
全

火力発電電力量あたりのSOx排出量

火力発電電力量あたりのNOx排出量

原子力発電所周辺公衆の
線量評価値（1年あたり）

単　位

kg-CO２/kWh

万トン-CO２

億kWh

万kW

百万kWh

台

km/ℓ

トン

m3/人

％

％

％

％

％

％

トン

％

％

g/kWh

g/kWh

ミリシーベルト

％

％

％

2013年度

[0.612]

実　績

0.599

5,020
[5,130]

838

155

58

187

12.4

528

25

99

99

100

99

100

97

9

100

約100

0.30

0.29

0.001未満

2014年度

844

315

58

179

12.4

438

23

99

99

100

約100

100

97

1,704

100

約100

0.37

0.26

0.001未満

39.2
［41.8］

4.4 4.8

0

2012年度

0

39.4
［42.1］

0.617
［0.613］
5,210

［5,180］

※4

813

516

55

169

12.7

471

24

99

99

100

約100

100

98

27

100

98

0.36

0.26

0.001未満

4.7

0

39.5
［42.2］

※4

2014年度
目標値

2020年度末までに
1,000程度

　-※5

　-※15

　-※5

　-※7

　-※5

　-※5

58以下

12.0以上

490以下

32以下

98以上

99以上

100

99以上

100

98以上

100

0.001未満

極力調達※17

極力抑制※18

極力抑制※18

-

-

（     ）

（     ）

（     ）

（     ）

（     ）

（     ）

電気の供給面と使用面の両面から地球温暖化対策に取り組んでおりますが、東日本大震災の発生以降、原子力発電所の
運転停止が継続し、代替する火力発電量の大幅な増加により、CO2排出量が増加しています。2014年度の販売電力量あ
たりのCO2排出量は、水力を含む再生可能エネルギーの電力量割合が若干増加したこと等により、2013年度に比べ約
3％減少しました。今後とも安全を大前提とした原子力発電の活用、再生可能エネルギーの活用、火力発電の更なる高効
率化と適切な維持管理及び低炭素社会に資する省エネ・省CO2サービスの提供等により、CO2の排出抑制に最大限努力
していきます。

電子文書の活用によるペーパーレス化の推進や、ミスコピーの防止、及び古紙の裏面利用の徹底により、目標を達成し
ました。

2014年度末までに累計で、風力47万kW、太陽光469万kW、合計516万kWが導入されています。今後とも、電力の安定供給
を前提として、グループ一体となって、再生可能エネルギーの開発・導入に最大限取り組んでいきます。

空調の適正管理や照明・エレベーターの間引きなど、徹底した節電・省エネに継続的に取り組んだことにより、目標を
達成しました。

東日本大震災の影響等により、年間を通じて稼働はありませんでした。

引き続き熱効率の良いＬＮＧ・石炭火力発電所の高稼働に努めた結果、2013年度を若干上回る39.5％となりました。

販売電力量の減少に伴い、送配電設備に流れる電力量が減少しており、損失量についても昨年度より減少していることから、送
配電ロス率が2013年度より若干低減しました。

節水活動の継続的な取組みにより、目標を達成しました。

点検時・撤去時における真空型SF６ガス回収装置の使用徹底等を図り、目標を達成しました。

極力調達に努めましたが、2013年度実績を若干下回りました。

適正な設備運用や放射性廃棄物の管理により、目標を達成しました。

ＳＯｘ・ＮＯｘともに2013年度実績と同程度になりましたが、東日本大震災前の実績（2010年度：ＳＯｘ 0.27
ＮＯｘ 0.21）と比べると、いずれも高めの値となっています。これは、原子力発電所の停止に伴い、石油火力発電所の発電
電力量が増えたことなどによるものです。今後とも、地域との環境保全協定の遵守を前提に、熱効率の維持・向上に努め
ることで、排出量の低減を図っていきます。

石炭灰の特性を活かしたセメント原料や、コンクリート混和材等への石炭灰の100％有効活用に加え、全社共同回収に
よる産業廃棄物の確実な回収・リサイクルなど、3Rの着実な実践に努めた結果、目標を達成しました。今後とも、循環型
社会の形成に向け、3Rを着実に実践していくことにより、目標達成を図っていきます。

車両燃費管理やエコドライブの実施など、運用管理の徹底や低燃費車への計画的な切替えにより、目標を達成しました。

電気自動車の経年化に伴う廃車により、2014年度末までの累計導入台数は169台となりました。収支状況等を踏まえつ
つ、中長期的な温暖化対策の観点から、社用車への電気自動車の導入拡大を図っていきます。

法令基準レベル（撤去時における法定圧力）までの規制対象フロン回収の確実な実施を図り、目標を達成しました。

古紙100％リサイクル活動の継続的な取組みにより、目標を達成しました。

評　価※1 関連
ページ

12
〜
16

11
〜
12

19

21

11

27

30

17

23
〜
24

>> 地球環境問題
>> CO2排出クレジット
>> 利用率
>> 再生可能エネルギー
>> 熱効率
>> 発熱量

>> 送配電ロス（率）
>> 上水
>> 電気自動車
>> SF6（六フッ化硫黄）
>> 規制対象フロン
>> 循環型社会

>> 産業廃棄物
>> リサイクル率
>> 石炭灰
>> グリーン調達
>> SOx（硫黄酸化物）
>> NOx（窒素酸化物）

>> 線量評価値
>> シーベルト
>> 余剰買取（制度）
>> 固定価格買取制度
>> 地球温暖化対策の
　 推進に関する法律

用語集をご覧ください

>> 地球温暖化
>> 低炭素社会
>> エネルギーミックス

>> LNG
>> エコドライブ
>> 低燃費車

>> 3R
>> 環境保全協定
>> 放射性廃棄物

>> プラグインハイブリッド車
用語集をご覧ください

（     ）

（     ）

2015年度
  目標値※2

55以下※10

12.0以上

470以下※11

24以下※11

98以上

99以上

100

99以上

100

98以上

-※15

100

極力調達※17

極力抑制※18

極力抑制※18

0.001未満

　-※5

　-※8

　-※5

　-※5

2020年度末までに
1,000程度

5．環境目標と実績

0.598
［0.584］
4,860

［4,750］

今後、国が策定
するエネルギー
ミックス及び地
球温暖化対策計
画を踏まえ、改め
て検討
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←目次へ

　 主要な環境活動について目標値を定め、環境負荷の継続的な低減に努めています。

※1：2014年度目標値に対する2014年度の達成状況を、｢　：達成｣、｢　：概ね達成（達成率80％以上）｣、｢　：未達成（達成率80％未満）｣の3段階で評価。なお、2014年度の目標値を持たない項目については、2013年度
実績との比較で評価（ （　）書きで記載）。

※2：下線部は目標を見直した箇所（「Ⅳ 2014年度実績を踏まえた今後の取組み（P51）」でも紹介）。
※3：CO2排出クレジット、再生可能エネルギーの固定価格買取制度（FIT）に伴う調整等。
※4：暫定値であり、正式には「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づき、国が実績値を公表。
※5：原子力発電所の運転再開に関する見通しが不透明であること等により設定を見送り。　
※6：自社開発及び電力購入による設備導入量（離島含む）。

※7：自社開発及び電力購入による設備導入量の見通しを「2020年度末までに700万kW程度」として取り
組んできましたが、固定価格買取制度（FIT）により設備導入量が急増したことから（P12を参照下さい）、
目標を九州電力グループでの設備開発量に変更しています（P52を参照下さい）。

※8：2030年までに、九電グループとして、地熱や水力を中心に、国内外で新たに250万kWの再生可能
　 　エネルギー電源の開発を目指すこととしている。
※9：総合エネルギー統計の換算係数等を用いて換算。
※10：節電・省エネの徹底を図る観点から、過年度実績を深掘り。

※11：省資源活動の徹底を図る観点から、過年度実績を深掘り。
※12：全社の上水使用量を当社在職者数（当該年度末）で除した値。
※13：プラグインハイブリッド車を含む。
※14：電気自動車（EV）は除外。
※15：修繕工事の規模・頻度等により大きく増減するため、目標は設定しない。
※16：調達範囲は、汎用品（事務用品、雑貨等）で社会的に認知された基準に適合した製品等。
※17：活動がほぼ定着していること等を踏まえ、定性目標とする。
※18：石油火力発電所の利用率により大きく増減するため、定性目標とする。

項　目

販売電力量あたりのCO2排出量（調整後）※3
　[　]は実排出係数
CO２排出量（調整後）※3
　 [　]は実排出量

SF６
回
収
率

地
球
環
境
問
題
へ
の
取
組
み

販売電力量

再生可能エネルギー（太陽光・風力）
設備導入量（累計）※6

オフィス電力使用量

電気自動車導入台数（累計）※13

一般車両燃料消費率※14

コピー用紙購入量

上水使用量※12

機器点検時

機器撤去時

送電端火力総合熱効率（高位発熱量ベース）
［　］は低位発熱量ベース換算値※9

送配電ロス率

原子力利用率

循
環
型
社
会
形
成
へ
の
取
組
み

機器点検時の規制対象フロン回収実施率　

産業廃棄物リサイクル率

石炭灰リサイクル率

石炭灰以外リサイクル率

産業廃棄物社外埋立処分量

古紙リサイクル率

グリーン調達率※16

地
域
環
境
の
保
全

火力発電電力量あたりのSOx排出量

火力発電電力量あたりのNOx排出量

原子力発電所周辺公衆の
線量評価値（1年あたり）

単　位

kg-CO２/kWh

万トン-CO２

億kWh

万kW

百万kWh

台

km/ℓ

トン

m3/人

％

％

％

％

％

％

トン

％

％

g/kWh

g/kWh

ミリシーベルト

％

％

％

2013年度

[0.612]

実　績

0.599

5,020
[5,130]

838

155

58

187

12.4

528

25

99

99

100

99

100

97

9

100

約100

0.30

0.29

0.001未満

2014年度

844

315

58

179

12.4

438

23

99

99

100

約100

100

97

1,704

100

約100

0.37

0.26

0.001未満

39.2
［41.8］

4.4 4.8

0

2012年度

0

39.4
［42.1］

0.617
［0.613］
5,210

［5,180］

※4

813

516

55

169

12.7

471

24

99

99

100

約100

100

98

27

100

98

0.36

0.26

0.001未満

4.7

0

39.5
［42.2］

※4

2014年度
目標値

2020年度末までに
1,000程度

　-※5

　-※15

　-※5

　-※7

　-※5

　-※5

58以下

12.0以上

490以下

32以下

98以上

99以上

100

99以上

100

98以上

100

0.001未満

極力調達※17

極力抑制※18

極力抑制※18

-

-

（     ）

（     ）

（     ）

（     ）

（     ）

（     ）

電気の供給面と使用面の両面から地球温暖化対策に取り組んでおりますが、東日本大震災の発生以降、原子力発電所の
運転停止が継続し、代替する火力発電量の大幅な増加により、CO2排出量が増加しています。2014年度の販売電力量あ
たりのCO2排出量は、水力を含む再生可能エネルギーの電力量割合が若干増加したこと等により、2013年度に比べ約
3％減少しました。今後とも安全を大前提とした原子力発電の活用、再生可能エネルギーの活用、火力発電の更なる高効
率化と適切な維持管理及び低炭素社会に資する省エネ・省CO2サービスの提供等により、CO2の排出抑制に最大限努力
していきます。

電子文書の活用によるペーパーレス化の推進や、ミスコピーの防止、及び古紙の裏面利用の徹底により、目標を達成し
ました。

2014年度末までに累計で、風力47万kW、太陽光469万kW、合計516万kWが導入されています。今後とも、電力の安定供給
を前提として、グループ一体となって、再生可能エネルギーの開発・導入に最大限取り組んでいきます。

空調の適正管理や照明・エレベーターの間引きなど、徹底した節電・省エネに継続的に取り組んだことにより、目標を
達成しました。

東日本大震災の影響等により、年間を通じて稼働はありませんでした。

引き続き熱効率の良いＬＮＧ・石炭火力発電所の高稼働に努めた結果、2013年度を若干上回る39.5％となりました。

販売電力量の減少に伴い、送配電設備に流れる電力量が減少しており、損失量についても昨年度より減少していることから、送
配電ロス率が2013年度より若干低減しました。

節水活動の継続的な取組みにより、目標を達成しました。

点検時・撤去時における真空型SF６ガス回収装置の使用徹底等を図り、目標を達成しました。

極力調達に努めましたが、2013年度実績を若干下回りました。

適正な設備運用や放射性廃棄物の管理により、目標を達成しました。

ＳＯｘ・ＮＯｘともに2013年度実績と同程度になりましたが、東日本大震災前の実績（2010年度：ＳＯｘ 0.27
ＮＯｘ 0.21）と比べると、いずれも高めの値となっています。これは、原子力発電所の停止に伴い、石油火力発電所の発電
電力量が増えたことなどによるものです。今後とも、地域との環境保全協定の遵守を前提に、熱効率の維持・向上に努め
ることで、排出量の低減を図っていきます。

石炭灰の特性を活かしたセメント原料や、コンクリート混和材等への石炭灰の100％有効活用に加え、全社共同回収に
よる産業廃棄物の確実な回収・リサイクルなど、3Rの着実な実践に努めた結果、目標を達成しました。今後とも、循環型
社会の形成に向け、3Rを着実に実践していくことにより、目標達成を図っていきます。

車両燃費管理やエコドライブの実施など、運用管理の徹底や低燃費車への計画的な切替えにより、目標を達成しました。

電気自動車の経年化に伴う廃車により、2014年度末までの累計導入台数は169台となりました。収支状況等を踏まえつ
つ、中長期的な温暖化対策の観点から、社用車への電気自動車の導入拡大を図っていきます。

法令基準レベル（撤去時における法定圧力）までの規制対象フロン回収の確実な実施を図り、目標を達成しました。

古紙100％リサイクル活動の継続的な取組みにより、目標を達成しました。

評　価※1 関連
ページ
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（     ）

（     ）

2015年度
  目標値※2

55以下※10

12.0以上

470以下※11

24以下※11

98以上

99以上

100

99以上

100

98以上

-※15

100

極力調達※17

極力抑制※18

極力抑制※18

0.001未満

　-※5

　-※8

　-※5

　-※5

2020年度末までに
1,000程度

5．環境目標と実績

0.598
［0.584］
4,860

［4,750］

今後、国が策定
するエネルギー
ミックス及び地
球温暖化対策計
画を踏まえ、改め
て検討
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1

【参考】 日本の電源種別ライフサイクルCO2の比較

石炭
火力

石油
火力

LNG
火力

LNG
コンバインド

太陽光 風力 原子力 地熱 水力

0.599

0.476

0.123

0.599

0.476

0.123

0.474
0.376

0.098

0.474
0.376

0.098 0.038 0.025 0.020 0.013 0.011

0.864

0.079

0.943

0.864

0.079

0.943

0.695

0.043

0.738

0.695

0.043

0.738

（注1）発電燃料の燃焼に加え、原料の採掘から諸設備の建設・燃料輸送・精製・運用・保守等のた
めに消費されるすべてのエネルギーを対象としてCO2排出量を算出。

（注2）原子力については、現在計画中の使用済燃料国内再処理・プルサーマル利用（1回リサイク
ルを前提）・高レベル放射性廃棄物処分等を含めて算出したBWR（0.019kg-CO2/kWh）
とPWR（0.021kg-CO2/kWh）の結果を設備容量に基づき平均。

出典：電力中央研究所報告書

　CO2は、発電時の燃料燃焼以外に、発電所の建設や燃料の採掘・輸
送・精製・廃棄物の処理などエネルギーの使用に伴って発生します。
原子力や再生可能エネルギーは、これらの間接的な排出も含め、総合
的に評価しても、CO2の排出量が少ない特徴があります。

単位： kg ー CO2/kWh（送電端）

設備・運用

発電燃料燃焼

社外ステークホルダーのご意見

ＣＯ２排出量の削減は、原子力発電所の
問題と並び、最重要課題である。

P11 ＣＯ２排出実績

　低炭素社会の実現に向け、最適なエネルギーミックスの追求を基本に、安全の確保を大前提とした原子力発電の活用、再
生可能エネルギーの積極的な開発・導入、火力発電所の熱効率維持・向上などに取り組んでいます。
　なお、東日本大震災の発生以降は、原子力発電所の運転停止が継続しているため、火力・水力発電所における補修停止時
期の繰り延べ・調整、工法の見直し等による補修時期の短縮や、週末・休日等を利用した臨時作業の実施によるトラブル停
止の低減など、安定供給に向けて、九電グループ一体となった取組みを実施しています。

安全の確保を大前提とした原子力発電の活用
　東日本大震災の発生前（2010年度）と比較して、CO2排
出量は大幅に増加していますが、これは、原子力発電所の
停止に伴う火力発電電力量の大幅な増加によるものであ
り、ＣＯ2排出量の削減には、原子力発電所の早期再稼働
が必要不可欠です。また、エネルギーセキュリティの観点
からも、原子力発電は引き続き重要と考えています。
　このため、当社は、更なる信頼性の向上と安全・安心の
確保に努め、原子力発電所の早期再稼働を図ります。

2．電気の供給面での取組み

電力購入については、九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 電力の購入についてWEB

電力受給契約件数実績については、九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 電力受給契約件数実績WEB

再生可能エネルギーの開発・導入
　国産エネルギーの有効活用、並びに地球温暖化対策面
で優れた電源であることから、再生可能エネルギーの開
発にグループ一体となって取り組んでおり、2030年まで
に、九州電力グループとして、地熱や水力を中心に、国内
外で新たに250万kWの再生可能エネルギー電源の開発
を目指すこととしています。
　九州における電力使用量は全国の約10%ですが、自然
条件に恵まれていることなどから、2015年1月末時点で
地熱は全国の約44%、風力は約16%、太陽光は約20%を
占めており、他地域と比べて九州の再生可能エネルギー
の導入は進んでいます。
　2012年7月の固定価格買取制度（FIT）の開始により、
太陽光発電の導入が急速に拡大しました。2015年3月末
時点での太陽光発電と風力発電の導入量は、合わせて
516万kWとなっています。

　2014年3月に太陽光発電の接続申込みが急増したこと
から、国により太陽光発電の接続可能量が検証され（817
万kW）、接続申込量が接続可能量を上回っていたことか
ら、2014年12月に当社は指定電気事業者に指定されま
した。また、2015年1月には固定価格買取制度の運用見
直しにかかる省令の改正が公布、施行されました。このよ
うな状況を踏まえ、今後も新たなルールのもと、再生可能
エネルギーを最大限受け入れられるよう取り組んでまい
ります。
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1．2014年度の温室効果ガス排出実績
CO2排出実績
　東日本大震災の発生以降、原子力発電所の運転停止が継
続し、代替する火力発電の発電量が大幅に増加しているこ
とから、震災前（2010年度）と比較するといずれも大幅に増
加しています。
　2014年度のCO2排出量は4,860万トン、販売電力量あた
りのCO2排出量（CO2排出係数）は0.598kg-CO2/kWh※1と
なり、2013年度実績と比較すると、排出量は約7％、排出係
数は約3％減少しました。これは、水力を含む再生可能エネ
ルギーの電力量割合が若干増加（11％→14％）したことな
どによるものです。
※1：暫定値であり、正式には「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づき、国が実績値を公表。

※2：CO2排出クレジット、再生可能エネルギーの固定価格買取制度（FIT）に伴う調整等。

九州電力のCO2排出状況
販売電力量あたりのCO2排出量（調整後※2、kg-CO2/kWh）

［　］内は実排出量及び排出係数の値
CO2排出量（調整後※2、万トン-CO2）販売電力量（億kWh）

'10 '11

854
［4,480］

4,3004,300

'13'12

844838

［5,130］ 5,210

5,0205,020
875

［3,370］［3,370］

3,0503,050

［0.385］［0.385］

0.348

［0.525］

0.503

［0.612］
［0.613］

0.617

0.599

（注1）国が定めた「事業者排出係数の算定方法」により算出。
（注2）FITの調整によるCO2排出量の増加分が、CO2排出クレジット取得による削減分を

上回ったため、2013年度と同様に調整後排出係数が実排出係数を上回りました。

［5,180］［5,180］

'14

813

4,860

[4,750]

0.598

[0.584]

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　  オゾン層の保護WEB

■ 一酸化二窒素（N2O）
　主に火力発電所での燃料の燃焼に伴い発生するため、発電
所の利用率により発生量が変動しますが、火力総合熱効率の
向上等に取り組むことにより、排出抑制に努めています。

■ ハイドロフルオロカーボン（HFC）
　空調機器の冷媒等として使用していますが、機器の設
置・修理時の漏洩防止、回収・再利用を徹底しています。し
かしながら、2014年度は大型空調機器の故障に伴う漏洩
により、2013年度に比べて排出量が増加しました。
　なお、フロン類（規制対象フロン含む）を使用している
業務用冷媒機器等については、2015年４月に施行された
フロン排出抑制法に基づき、対象機器の点検を徹底し、機
器新設時や取替時には、規制対象フロン不使用機器の導
入を進めます。

■ その他の温室効果ガス
　火力発電所での燃料の未燃焼分としてメタン（CH4）が
排出されますが、排ガス中の濃度が大気中の濃度以下で
あることから、実質的な排出はありません。また、一部の
変圧器では、冷媒及び絶縁体としてパーフルオロカーボ
ン（PFC）が使用されている例がありますが、当社での使
用はありません。

CO2以外の温室効果ガス排出実績
■ 六フッ化硫黄（SF6）
　優れた絶縁性を持つことから、電力機器の一部に使用
しています。機器の点検・撤去にあたっては、大気中への
排出を極力抑制しています。

関連・詳細情報（P2参照）　 固定価格買取制度(FIT)の調整により
九州電力のCO2排出量が増加する理由

WEB
詳細は九州電力ホームページ

CO2排出量再生可能エネルギー 火力 原子力 43
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※：SF６ガス重量をSF６の温暖化係数（23,900）を用いて、CO２の重量に換算。
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※： HFCガス重量をHFCの温暖化係数（140～11,700）を用いて、CO2の重量に換算。
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※： N２Oガス重量をN２Oの温暖化係数（310）を用いて、CO２の重量に換算。
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1

【参考】 日本の電源種別ライフサイクルCO2の比較

石炭
火力

石油
火力

LNG
火力

LNG
コンバインド

太陽光 風力 原子力 地熱 水力

0.599

0.476

0.123

0.599

0.476

0.123

0.474
0.376

0.098

0.474
0.376

0.098 0.038 0.025 0.020 0.013 0.011

0.864

0.079

0.943

0.864

0.079

0.943

0.695

0.043

0.738

0.695

0.043

0.738

（注1）発電燃料の燃焼に加え、原料の採掘から諸設備の建設・燃料輸送・精製・運用・保守等のた
めに消費されるすべてのエネルギーを対象としてCO2排出量を算出。

（注2）原子力については、現在計画中の使用済燃料国内再処理・プルサーマル利用（1回リサイク
ルを前提）・高レベル放射性廃棄物処分等を含めて算出したBWR（0.019kg-CO2/kWh）
とPWR（0.021kg-CO2/kWh）の結果を設備容量に基づき平均。

出典：電力中央研究所報告書

　CO2は、発電時の燃料燃焼以外に、発電所の建設や燃料の採掘・輸
送・精製・廃棄物の処理などエネルギーの使用に伴って発生します。
原子力や再生可能エネルギーは、これらの間接的な排出も含め、総合
的に評価しても、CO2の排出量が少ない特徴があります。

単位： kg ー CO2/kWh（送電端）

設備・運用

発電燃料燃焼

社外ステークホルダーのご意見

ＣＯ２排出量の削減は、原子力発電所の
問題と並び、最重要課題である。

P11 ＣＯ２排出実績

　低炭素社会の実現に向け、最適なエネルギーミックスの追求を基本に、安全の確保を大前提とした原子力発電の活用、再
生可能エネルギーの積極的な開発・導入、火力発電所の熱効率維持・向上などに取り組んでいます。
　なお、東日本大震災の発生以降は、原子力発電所の運転停止が継続しているため、火力・水力発電所における補修停止時
期の繰り延べ・調整、工法の見直し等による補修時期の短縮や、週末・休日等を利用した臨時作業の実施によるトラブル停
止の低減など、安定供給に向けて、九電グループ一体となった取組みを実施しています。

安全の確保を大前提とした原子力発電の活用
　東日本大震災の発生前（2010年度）と比較して、CO2排
出量は大幅に増加していますが、これは、原子力発電所の
停止に伴う火力発電電力量の大幅な増加によるものであ
り、ＣＯ2排出量の削減には、原子力発電所の早期再稼働
が必要不可欠です。また、エネルギーセキュリティの観点
からも、原子力発電は引き続き重要と考えています。
　このため、当社は、更なる信頼性の向上と安全・安心の
確保に努め、原子力発電所の早期再稼働を図ります。

2．電気の供給面での取組み

電力購入については、九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 電力の購入についてWEB

電力受給契約件数実績については、九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 電力受給契約件数実績WEB

再生可能エネルギーの開発・導入
　国産エネルギーの有効活用、並びに地球温暖化対策面
で優れた電源であることから、再生可能エネルギーの開
発にグループ一体となって取り組んでおり、2030年まで
に、九州電力グループとして、地熱や水力を中心に、国内
外で新たに250万kWの再生可能エネルギー電源の開発
を目指すこととしています。
　九州における電力使用量は全国の約10%ですが、自然
条件に恵まれていることなどから、2015年1月末時点で
地熱は全国の約44%、風力は約16%、太陽光は約20%を
占めており、他地域と比べて九州の再生可能エネルギー
の導入は進んでいます。
　2012年7月の固定価格買取制度（FIT）の開始により、
太陽光発電の導入が急速に拡大しました。2015年3月末
時点での太陽光発電と風力発電の導入量は、合わせて
516万kWとなっています。

　2014年3月に太陽光発電の接続申込みが急増したこと
から、国により太陽光発電の接続可能量が検証され（817
万kW）、接続申込量が接続可能量を上回っていたことか
ら、2014年12月に当社は指定電気事業者に指定されま
した。また、2015年1月には固定価格買取制度の運用見
直しにかかる省令の改正が公布、施行されました。このよ
うな状況を踏まえ、今後も新たなルールのもと、再生可能
エネルギーを最大限受け入れられるよう取り組んでまい
ります。
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1．2014年度の温室効果ガス排出実績
CO2排出実績
　東日本大震災の発生以降、原子力発電所の運転停止が継
続し、代替する火力発電の発電量が大幅に増加しているこ
とから、震災前（2010年度）と比較するといずれも大幅に増
加しています。
　2014年度のCO2排出量は4,860万トン、販売電力量あた
りのCO2排出量（CO2排出係数）は0.598kg-CO2/kWh※1と
なり、2013年度実績と比較すると、排出量は約7％、排出係
数は約3％減少しました。これは、水力を含む再生可能エネ
ルギーの電力量割合が若干増加（11％→14％）したことな
どによるものです。
※1：暫定値であり、正式には「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づき、国が実績値を公表。

※2：CO2排出クレジット、再生可能エネルギーの固定価格買取制度（FIT）に伴う調整等。

九州電力のCO2排出状況
販売電力量あたりのCO2排出量（調整後※2、kg-CO2/kWh）

［　］内は実排出量及び排出係数の値
CO2排出量（調整後※2、万トン-CO2）販売電力量（億kWh）

'10 '11

854
［4,480］

4,3004,300

'13'12

844838

［5,130］ 5,210

5,0205,020
875

［3,370］［3,370］

3,0503,050

［0.385］［0.385］

0.348

［0.525］

0.503

［0.612］
［0.613］

0.617

0.599

（注1）国が定めた「事業者排出係数の算定方法」により算出。
（注2）FITの調整によるCO2排出量の増加分が、CO2排出クレジット取得による削減分を

上回ったため、2013年度と同様に調整後排出係数が実排出係数を上回りました。

［5,180］［5,180］

'14

813

4,860

[4,750]

0.598

[0.584]

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　  オゾン層の保護WEB

■ 一酸化二窒素（N2O）
　主に火力発電所での燃料の燃焼に伴い発生するため、発電
所の利用率により発生量が変動しますが、火力総合熱効率の
向上等に取り組むことにより、排出抑制に努めています。

■ ハイドロフルオロカーボン（HFC）
　空調機器の冷媒等として使用していますが、機器の設
置・修理時の漏洩防止、回収・再利用を徹底しています。し
かしながら、2014年度は大型空調機器の故障に伴う漏洩
により、2013年度に比べて排出量が増加しました。
　なお、フロン類（規制対象フロン含む）を使用している
業務用冷媒機器等については、2015年４月に施行された
フロン排出抑制法に基づき、対象機器の点検を徹底し、機
器新設時や取替時には、規制対象フロン不使用機器の導
入を進めます。

■ その他の温室効果ガス
　火力発電所での燃料の未燃焼分としてメタン（CH4）が
排出されますが、排ガス中の濃度が大気中の濃度以下で
あることから、実質的な排出はありません。また、一部の
変圧器では、冷媒及び絶縁体としてパーフルオロカーボ
ン（PFC）が使用されている例がありますが、当社での使
用はありません。

CO2以外の温室効果ガス排出実績
■ 六フッ化硫黄（SF6）
　優れた絶縁性を持つことから、電力機器の一部に使用
しています。機器の点検・撤去にあたっては、大気中への
排出を極力抑制しています。

関連・詳細情報（P2参照）　 固定価格買取制度(FIT)の調整により
九州電力のCO2排出量が増加する理由

WEB
詳細は九州電力ホームページ

CO2排出量再生可能エネルギー 火力 原子力 43
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太陽光
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43
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発電電力量構成比とCO２排出量

九州における太陽光・風力発電の設備導入量
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17.017.0

3.3
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3.4
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'14'95

5.9

'00

単位：万トン-CO2※SF６排出量

※：SF６ガス重量をSF６の温暖化係数（23,900）を用いて、CO２の重量に換算。
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0.28
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00 0.01

'95 '00

単位：万トン-CO2※HFC排出量

※： HFCガス重量をHFCの温暖化係数（140～11,700）を用いて、CO2の重量に換算。
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※： N２Oガス重量をN２Oの温暖化係数（310）を用いて、CO２の重量に換算。
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■ 風力発電の推進
　開発に向けた風況調査等を行い、長期安定的かつ経済的
な発電が可能な有望地点に対して、周辺環境との調和も考
慮した上で、グループ会社とともに開発を推進しています。
　宮崎県

くし

串 
ま

間市に設立した串間ウインドヒル（株）では、風
力発電事業（宮崎県串間市、出力約60,000kW級2019年運
転開始予定）に向けた環境影響評価を実施しています。これ
により、年間約60,000トン※1のCO2排出抑制につながると
試算しています。

>> 再生可能エネルギー
>> バイナリー

>> CO2排出クレジット
>> 維持流量

>> 揚水（発電）
>> 生態系用語集をご覧ください

>> ステークホルダー
>> 風況

>> 環境影響評価
>> バイオマス

>>木質（バイオマス）
>> 一般廃棄物

>> 汚泥
用語集をご覧ください

わし

鷲 
お

尾 
だけ

岳風力発電所（グループ会社の鷲尾岳風力発電（株））

（鹿児島県）

出　力

発電所

（2015年5月末現在）

※1：2014年度の販売電力量あたりのCO2排出量（調整後）を使用して試算。
※2：グループ会社による開発。
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250 3,000 10 50,400

（宮崎県）

約60,0001,990 12,000

2014年度
CO2排出抑制効果※1 70トン 2,000トン 実証試験設備 45,000トン 1,500トン 2,600トン

風力発電設備とCO2排出抑制量（2014年度） 単位：kW

串　間※2わし

鷲　
お

尾　
だけ

岳※2

既　設（約68,000） 計　画

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 リアルタイムデータ（長島風力発電所）

WEB
風力発電については、風力発電の概要とあわせて、長島風力発電所
（グループ会社の長島ウインドヒル（株））の発電状況をリアルタイムで公開。

バイオマス発電・廃棄物発電設備とCO2排出抑制量（2014年度）単位：kW

700トン/年 程度

バイオマス
（下水汚泥）

松浦※5

（70万kW）
（長崎県）

重量比で最大1％混焼

バイオマス
（木質チップ）

苓北※5

（140万kW）
（熊本県）

29,200

一般廃棄物

福岡クリーン
エナジー※4

（福岡県）

11,350出力

1,100トン21,000トン44,800トン39,400トン
2014年度
CO2排出
抑制効果※6

バイオマス
（鶏糞）燃料

発電所
みやざき
バイオマス
リサイクル※4

（宮崎県）

（2015年5月末現在）

■ バイオマス発電の推進

※１：国の補助事業「平成21年度林地残材バイオマス石炭混焼発電実証事業」。
※２：木質バイオマス混焼量に、石炭1kgあたりのＣＯ2排出量と、石炭と木質バイオマスの

カロリー比を乗じて試算。
※3：下水汚泥と石炭のカロリー比から試算した石炭削減量に、石炭1kgあたりのCO2

排出量を乗じて試算。
※4：グループ会社による開発。
※5：既設石炭火力発電所における混焼。
※6：2014年度の販売電力量あたりのCO2排出量（調整後）を使用して試算。

　バイオマス発電については、経済性や燃料の安定調達面等
を勘案し、石炭火力発電所におけるバイオマス混焼に取り組ん
でいます。また、グループ会社によるバイオマス発電の実施や、バ
イオマス発電・廃棄物発電事業者からの電力購入を通じて普
及促進に努めています。
　

れい

苓 
ほく

北発電所（熊本県苓北町）では、国内の未利用森林資源
（林地残材等）を利用した木質バイオマス混焼発電実証事業※１

を2010～2014年度にかけて実施し、2015年度以降も運用
を継続しています。この取組みにより、2014年度は約21,000
トン※2のCO2排出量を抑制しました。 
　また、電源開発（株）他と共同で、熊本市が公募した「下水
汚泥固形燃料化事業」に参画しています。2013年4月から
燃料製造を開始し、製造した燃料化物は当社

まつうら

松浦発電所と
電源開発（株）松浦火力発電所（ともに長崎県松浦市）で、石
炭と混焼しています。この事業により、2014年度は約1,100
トン※3の排出量を抑制しました。
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庭ダム※3

（佐賀県）

出  力

2,449,200トン2014年度
CO2排出抑制効果※2

発電所
計　画（約7,900（▲3,900））既  設

水力発電設備（揚水除く）とCO2排出抑制量（2014年度） 単位：kW

（2015年5月末現在）

はっ
八　

ちょう
丁　

ばる
原　発電所

計 画（7,000）既 設（約208,000）

※1:2014年度の販売電力量あたりのCO2排出量（調整後）を使用して試算。　※2:定格出力変更（2014年12月:変更前30,000kW）。
※3:+2,000kWは、大岳発電所の発電設備更新に伴う出力増分。　※4:グループ会社による開発。

（2015年5月末現在）

地熱発電設備とCO2排出抑制量（2014年度）
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山  川※2

（鹿児島県）
八丁原
（大分県）

大岳
（大分県）

＋2,000

大  岳※3

（大分県）
5,000

菅原バイナリー※4

（大分県）
出  力

2,900トン115,200トン128,400トン48,400トン363,800トン52,400トン2014年度
CO2排出抑制効果※1

発電所 八丁原バイナリー
（大分県）

単位：kW

　経済性、立地環境などを総合的に勘案し、地域との共生
を図りながら、グループ会社を含めて開発に取り組んで
います。また、河川の維持用水を放水するダムでの維持流
量※1発電やかんがい水路を利用した発電など、小規模水
力の開発にも取り組んでいます。
　2015年3月には、竜

りゅう

宮
ぐう

滝
だき

発電所（熊本県
 かみましき 

上益城郡
 やまと 

山都
町）が営業運転を開始しました。この発電所は、緑川水系

■ 水力発電の推進

※1：ダム下流の生態系の保護など河川環境の維持のために放流する必要流量。
※2：2014年度の販売電力量あたりのCO2排出量（調整後）を使用して試算。　※3：グループ会社による開発。　※4：既設甲佐発電所の廃止分。

■ 地熱発電の推進
　地熱は、風力や太陽光と違って天候に左右されない安
定的な再生可能エネルギーです。
　当社は、日本最大規模の

はっちょうばる

八丁原発電所を保有するなど、
長年にわたり積極的な開発を推進しています。資源賦存
面から有望と見込まれる地域の調査を行い、技術面、経済
性、立地環境などを総合的に勘案し、地域との共生を図り
ながら、グループ会社を含めて開発に取り組んでいます。
　現在、国内初の事業用地熱発電所である

おおたけ

大岳発電所(大
分県

ここのえ

九重町、出力12,500kW、1967年運転開始)の老朽
化を踏まえ、発電設備の更新手続きを進めています
（2019年12月営業運転開始予定）。この更新による出力
2,000kWの増
加により、年間
8,400トン※1の
CO2排出抑制に
つながると試算
しています。

　また、地熱資源が賦存する離島での地熱発電を想定し、
川崎重工業（株）と共同で、小規模バイナリ－発電設備（出
力250kW）を

やまがわ

山川発電所（鹿児島県
いぶすき

指宿市）の構内に設置
し、実証試験を実施しました（2012～2014年度）。今後、
実証試験の結果を踏まえ、離島への導入に向け取り組ん
でいきます。
　新たな地熱開発への取組みとして、

ひい じ だけ

平治岳北部地点（大
分県

たけた

竹田市、
ゆ　ふ

由布市、九重町）での地熱資源確認に向けた調
査
せい

井の掘削を予定しています。また、熊本県
みなみあそむら

南阿蘇村では、
三菱商事（株）と共同で地熱資源調査に着手するとともに、
鹿児島県

いぶすき

指宿市においては、指宿市、（株）セイカスポーツ
センターと共同で同市所有地内での地熱資源開発の検討を
進める予定です。
　なお、地熱発電の開発・運用にあたっては、定期的に周辺
温泉の湧水量や泉温のモニタリングを行い、当社事業の影響
がないことを確認しています。

社外ステークホルダーのご意見

九州の地の利を活かした再生可能エネルギーの
開発・導入に積極的に取り組んでもらいたい。

P12～16 再生可能エネルギーの開発・導入

大矢川から取水するかんがい用水路の遊休落差約20mを
利用した水力発電所です。営業運転開始による年間のCO2
排出抑制量※2は
約1,000トンに
相当します。

▼松浦発電所の下水汚泥バイオマス混焼

▼苓北発電所の木質バイオマス混焼
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■ 風力発電の推進
　開発に向けた風況調査等を行い、長期安定的かつ経済的
な発電が可能な有望地点に対して、周辺環境との調和も考
慮した上で、グループ会社とともに開発を推進しています。
　宮崎県

くし

串 
ま

間市に設立した串間ウインドヒル（株）では、風
力発電事業（宮崎県串間市、出力約60,000kW級2019年運
転開始予定）に向けた環境影響評価を実施しています。これ
により、年間約60,000トン※1のCO2排出抑制につながると
試算しています。

>> 再生可能エネルギー
>> バイナリー

>> CO2排出クレジット
>> 維持流量

>> 揚水（発電）
>> 生態系用語集をご覧ください

>> ステークホルダー
>> 風況

>> 環境影響評価
>> バイオマス

>>木質（バイオマス）
>> 一般廃棄物

>> 汚泥
用語集をご覧ください

わし

鷲 
お

尾 
だけ

岳風力発電所（グループ会社の鷲尾岳風力発電（株））

（鹿児島県）

出　力

発電所

（2015年5月末現在）

※1：2014年度の販売電力量あたりのCO2排出量（調整後）を使用して試算。
※2：グループ会社による開発。

（鹿児島県） （鹿児島県） （鹿児島県） （鹿児島県） （長崎県）

こしき

甑　
じま

島
くろ

黒　
しま

島
の

野　
ま

間　
みさき

岬
なが

長　
しま

島※2
あま

奄　
み

美　
おお

大　
しま

島※2

250 3,000 10 50,400

（宮崎県）

約60,0001,990 12,000

2014年度
CO2排出抑制効果※1 70トン 2,000トン 実証試験設備 45,000トン 1,500トン 2,600トン

風力発電設備とCO2排出抑制量（2014年度） 単位：kW

串　間※2わし

鷲　
お

尾　
だけ

岳※2

既　設（約68,000） 計　画

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 リアルタイムデータ（長島風力発電所）

WEB
風力発電については、風力発電の概要とあわせて、長島風力発電所
（グループ会社の長島ウインドヒル（株））の発電状況をリアルタイムで公開。

バイオマス発電・廃棄物発電設備とCO2排出抑制量（2014年度）単位：kW

700トン/年 程度

バイオマス
（下水汚泥）

松浦※5

（70万kW）
（長崎県）

重量比で最大1％混焼

バイオマス
（木質チップ）

苓北※5

（140万kW）
（熊本県）

29,200

一般廃棄物

福岡クリーン
エナジー※4

（福岡県）

11,350出力

1,100トン21,000トン44,800トン39,400トン
2014年度
CO2排出
抑制効果※6

バイオマス
（鶏糞）燃料

発電所
みやざき
バイオマス
リサイクル※4

（宮崎県）

（2015年5月末現在）

■ バイオマス発電の推進

※１：国の補助事業「平成21年度林地残材バイオマス石炭混焼発電実証事業」。
※２：木質バイオマス混焼量に、石炭1kgあたりのＣＯ2排出量と、石炭と木質バイオマスの

カロリー比を乗じて試算。
※3：下水汚泥と石炭のカロリー比から試算した石炭削減量に、石炭1kgあたりのCO2

排出量を乗じて試算。
※4：グループ会社による開発。
※5：既設石炭火力発電所における混焼。
※6：2014年度の販売電力量あたりのCO2排出量（調整後）を使用して試算。

　バイオマス発電については、経済性や燃料の安定調達面等
を勘案し、石炭火力発電所におけるバイオマス混焼に取り組ん
でいます。また、グループ会社によるバイオマス発電の実施や、バ
イオマス発電・廃棄物発電事業者からの電力購入を通じて普
及促進に努めています。
　

れい

苓 
ほく

北発電所（熊本県苓北町）では、国内の未利用森林資源
（林地残材等）を利用した木質バイオマス混焼発電実証事業※１

を2010～2014年度にかけて実施し、2015年度以降も運用
を継続しています。この取組みにより、2014年度は約21,000
トン※2のCO2排出量を抑制しました。 
　また、電源開発（株）他と共同で、熊本市が公募した「下水
汚泥固形燃料化事業」に参画しています。2013年4月から
燃料製造を開始し、製造した燃料化物は当社

まつうら

松浦発電所と
電源開発（株）松浦火力発電所（ともに長崎県松浦市）で、石
炭と混焼しています。この事業により、2014年度は約1,100
トン※3の排出量を抑制しました。

りゅう
竜　

ぐう
宮　

だき
滝　発電所　

370 1957,200
（▲3,900）※4約1,283,680

140か所

150

りゅう

龍　
もん

門　
だき

滝※3

（鹿児島県）

しん

新　
こう

甲　
さ

佐
（熊本県）

しん

新　
な

名　
おん

音　
がわ

川
（鹿児島県）

なか

中　
こ

木　
ば

庭ダム※3

（佐賀県）

出  力

2,449,200トン2014年度
CO2排出抑制効果※2

発電所
計　画（約7,900（▲3,900））既  設

水力発電設備（揚水除く）とCO2排出抑制量（2014年度） 単位：kW

（2015年5月末現在）

はっ
八　

ちょう
丁　

ばる
原　発電所

計 画（7,000）既 設（約208,000）

※1:2014年度の販売電力量あたりのCO2排出量（調整後）を使用して試算。　※2:定格出力変更（2014年12月:変更前30,000kW）。
※3:+2,000kWは、大岳発電所の発電設備更新に伴う出力増分。　※4:グループ会社による開発。

（2015年5月末現在）

地熱発電設備とCO2排出抑制量（2014年度）

2,00027,50030,00025,960110,00012,500

たき
滝  

がみ
上

（大分県）

    おお
大　

ぎり
霧

（鹿児島県）
山  川※2

（鹿児島県）
八丁原
（大分県）

大岳
（大分県）

＋2,000

大  岳※3

（大分県）
5,000

菅原バイナリー※4

（大分県）
出  力

2,900トン115,200トン128,400トン48,400トン363,800トン52,400トン2014年度
CO2排出抑制効果※1

発電所 八丁原バイナリー
（大分県）

単位：kW

　経済性、立地環境などを総合的に勘案し、地域との共生
を図りながら、グループ会社を含めて開発に取り組んで
います。また、河川の維持用水を放水するダムでの維持流
量※1発電やかんがい水路を利用した発電など、小規模水
力の開発にも取り組んでいます。
　2015年3月には、竜

りゅう

宮
ぐう

滝
だき

発電所（熊本県
 かみましき 

上益城郡
 やまと 

山都
町）が営業運転を開始しました。この発電所は、緑川水系

■ 水力発電の推進

※1：ダム下流の生態系の保護など河川環境の維持のために放流する必要流量。
※2：2014年度の販売電力量あたりのCO2排出量（調整後）を使用して試算。　※3：グループ会社による開発。　※4：既設甲佐発電所の廃止分。

■ 地熱発電の推進
　地熱は、風力や太陽光と違って天候に左右されない安
定的な再生可能エネルギーです。
　当社は、日本最大規模の

はっちょうばる

八丁原発電所を保有するなど、
長年にわたり積極的な開発を推進しています。資源賦存
面から有望と見込まれる地域の調査を行い、技術面、経済
性、立地環境などを総合的に勘案し、地域との共生を図り
ながら、グループ会社を含めて開発に取り組んでいます。
　現在、国内初の事業用地熱発電所である

おおたけ

大岳発電所(大
分県

ここのえ

九重町、出力12,500kW、1967年運転開始)の老朽
化を踏まえ、発電設備の更新手続きを進めています
（2019年12月営業運転開始予定）。この更新による出力
2,000kWの増
加により、年間
8,400トン※1の
CO2排出抑制に
つながると試算
しています。

　また、地熱資源が賦存する離島での地熱発電を想定し、
川崎重工業（株）と共同で、小規模バイナリ－発電設備（出
力250kW）を

やまがわ

山川発電所（鹿児島県
いぶすき

指宿市）の構内に設置
し、実証試験を実施しました（2012～2014年度）。今後、
実証試験の結果を踏まえ、離島への導入に向け取り組ん
でいきます。
　新たな地熱開発への取組みとして、

ひい じ だけ

平治岳北部地点（大
分県

たけた

竹田市、
ゆ　ふ

由布市、九重町）での地熱資源確認に向けた調
査
せい

井の掘削を予定しています。また、熊本県
みなみあそむら

南阿蘇村では、
三菱商事（株）と共同で地熱資源調査に着手するとともに、
鹿児島県

いぶすき

指宿市においては、指宿市、（株）セイカスポーツ
センターと共同で同市所有地内での地熱資源開発の検討を
進める予定です。
　なお、地熱発電の開発・運用にあたっては、定期的に周辺
温泉の湧水量や泉温のモニタリングを行い、当社事業の影響
がないことを確認しています。

社外ステークホルダーのご意見

九州の地の利を活かした再生可能エネルギーの
開発・導入に積極的に取り組んでもらいたい。

P12～16 再生可能エネルギーの開発・導入

大矢川から取水するかんがい用水路の遊休落差約20mを
利用した水力発電所です。営業運転開始による年間のCO2
排出抑制量※2は
約1,000トンに
相当します。

▼松浦発電所の下水汚泥バイオマス混焼

▼苓北発電所の木質バイオマス混焼
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太陽光発電設備とCO2排出抑制量（2014年）

約1,8003,000 15,490 約11,200出力

既　設（約42,000） 計画（約5,800）

メガソーラー
大牟田

（福岡県）

その他
メガ

ソーラー※1

10,000

佐世保
メガソーラー※1

（長崎県）

大村
メガソーラー※1

（長崎県）

事業所
等への
設置

約3,990

その他
メガ

ソーラー※1

※1：グループ会社による開発。
※2：2014年度の販売電力量あたりのCO²排出量（調整後）を使用して試算。

（2015年5月末現在）

単位：kW

約2,700

2,100トン 10,700トン 7,300トン2014年度
CO２排出抑制効果※2 7,700トン -

事業所
等への
設置

佐世保メガソーラー発電所(グループ会社の九電みらいエナジー㈱)

発電所

原子力発電

CO2排出抑制効果 約380万トン-CO2 約65万トン-CO2
→原子力発電の約1/6

約135万トン-CO2
→原子力発電の約1/3

敷地面積 0.6k㎡
→福岡ヤフオクドーム約10個分

約58k㎡
→原子力発電の約97倍   
→福岡ヤフオクドーム約840個分

約214k㎡
→原子力発電の約350倍  
→福岡ヤフオクドーム約3,100個分

太陽光発電 風力発電

■ スマートグリッドの実証試験
　当社は、再生可能エネルギーが大量に普及した場合におい
ても、高品質、高信頼度かつ効率的な電力供給の維持が可能と
なるスマートグリッドの構築を目指し、電力需給面の課題の抽
出と技術的な検証を目的とした実証試験を実施しています。

>> メガソーラー
>> CO2排出クレジット

>> 利用率 >> ステークホルダー
>> 再生可能エネルギー

>> スマートグリッド
>> 蓄電池

>> 系統
>> 地球温暖化用語集をご覧ください

■ 太陽光発電の推進
　当社発電所跡地等を活用したグループ会社によるメガ
ソーラー開発に取り組んでいます。2015年4月には、九
電みらいエナジー（株）が大村発電所跡地で建設を進めて
いた第3発電所の増設工事が完了し、発電所全体の出力は
15,490kWとなりました。

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 リアルタイムデータ（メガソーラー大牟田発電所）

WEB
太陽光発電については、太陽光発電の概要とあわせて、
メガソーラー大牟田発電所の発電状況をリアルタイムで公開。

九州全体での
需給調整

原子力

系統用
蓄電池

蓄電池

太陽光

電力計測装置
火力

水力

工場

メガソーラー 風力

電力使用量の見える化

一般家庭

一般家庭

一般家庭
玄海地区

地域内で
電力を調整

蓄電池

スマート
メーターなど

電力使用量の見える化

一般家庭

一般家庭

一般家庭薩摩川内地区

地域内で
電力を調整

送配電線
情報
電力

凡例

太陽光

薩摩川内市実証試験場（
より
寄　

た
田　中学校跡地）

＜太陽光発電設備、蓄電池、模擬配電設備＞

設 置 設 備

実 施 場 所

実 施 期 間

実証試験の概要

・佐賀県 玄
げん

海
かい

町　　・鹿児島県 薩
さつ

摩
ま

川
せん

内
だい

市

・2013年10月～ 2017年3月（予定）

・太陽光発電設備  ・蓄電池  ・模擬配電設備
・お客さま電力使用量の表示端末 など

対馬の実証設備（長崎県）

実証試験の概要
対象離島 蓄電池容量（kW） 実証予定期間

対　　馬（長 崎 県）
種 子 島（鹿児島県）
奄美大島（鹿児島県）

3,500
3,000
2,000

2013～2016年度

（注）環境省の補助事業。

つ しま

たね が しま

あま み おお しま

■ 離島における蓄電池実証事業
　離島では、系統規模が九州本土と比べて小さいため、出力
変動が大きい太陽光・風力発電が連系されると、系統周波数
など電力品質に与える影響が大きいという特徴があります。
　太陽光・風力の導入拡大を図りつつ、電力の安定供給を維
持するため、以下の離島において太陽光・風力による周波数
変動を抑制する実証事業に取り組んでいます。なお、2014
年度まで長崎県の壱岐で実施した蓄電池制御実証試験（経
済産業省補助事業）で得た知見なども活用しています。

受電設備収納建屋 蓄電池収納建屋

用語集をご覧ください

再生可能エネルギー受入れへの対応
　当社は、電力の安定供給を前提として、各種再生可能エネ
ルギーの特徴を活かしながら、再生可能エネルギーをバラ
ンスよく最大限受け入れていきます。
　このため、天候によって大きく変動する再生可能エネル
ギーの出力に対応した需給運用方策の検討、実施に取り組ん
でいきます。

　太陽光・風力発電（100万kW）あたりのCO２排出抑制効果量は、当社の全電源平均と比較した場合で試算する
と、１年あたり、太陽光発電では約65万t-CO２（設備利用率12％の場合）、風力発電では約135万t-CO２（設備利
用率25％の場合）です。
　これに対して、原子力発電（100万kW）のCO２排出抑制効果量は、１年あたり、約380万t-CO２（設備利用率
70％の場合）となります。
　また、太陽光や風力発電はエネルギー密度が低いため、大量導入には広大な敷地面積が必要となります。

＜原子力・太陽光・風力発電によるCO2排出抑制効果と敷地面積の比較（100万kW相当）＞

出典：敷地面積については、電気事業における環境行動計画2014年度版より抜粋

【参考】 100万kWあたりの太陽光・風力発電によるCO２排出抑制効果について

社外ステークホルダーのご意見

自然界から得られるエネルギーは
最大限活用してもらいたい。

Ｐ12～16 再生可能エネルギーの開発・導入
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　再生可能エネルギーは、国産エネルギーの有効利用、地
球温暖化対策として優れた電源であることから、導入が
日々拡大しています。
　太陽光や風力の出力は、天候や風速などの気象条件に
よって大きく変動します。
　九州本土と比べ系統規模が小さい離島では、出力変動の
大きな太陽光、風力が連系すると、系統の安定性に影響を
与えやすくなるという特徴があります。このため、20箇所
近くの再生可能エネルギー事業者さまにご協力をいただ
き、発電出力を直接測定することで正確な数値を把握し、
出力変動に伴う系統への影響が効果的に抑制できるよう、
蓄電池充放電方法の確立を目指し、長崎県対馬、鹿児島県
種子島及び奄美大島において実証事業を行っています。
　蓄電池を最大限に活用し、離島における再生可能エネル
ギーの導入拡大に繋がる成果が得られるよう、引き続き、
実証事業を進めていきたいと思います。

離島での再エネ導入
拡大に取り組んでいます。
総合研究所　系統高度化グループ

井 手 敏 郎

>>私の環境アクション

い　　　で　　 とし　　ろう

http://www.kyuden.co.jp/megasolar-monitor/MegaSolar_Omuta.html
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太陽光発電設備とCO2排出抑制量（2014年）

約1,8003,000 15,490 約11,200出力

既　設（約42,000） 計画（約5,800）

メガソーラー
大牟田

（福岡県）

その他
メガ

ソーラー※1

10,000

佐世保
メガソーラー※1

（長崎県）

大村
メガソーラー※1

（長崎県）

事業所
等への
設置

約3,990

その他
メガ

ソーラー※1

※1：グループ会社による開発。
※2：2014年度の販売電力量あたりのCO²排出量（調整後）を使用して試算。

（2015年5月末現在）

単位：kW

約2,700

2,100トン 10,700トン 7,300トン2014年度
CO２排出抑制効果※2 7,700トン -

事業所
等への
設置

佐世保メガソーラー発電所(グループ会社の九電みらいエナジー㈱)

発電所

原子力発電

CO2排出抑制効果 約380万トン-CO2 約65万トン-CO2
→原子力発電の約1/6

約135万トン-CO2
→原子力発電の約1/3

敷地面積 0.6k㎡
→福岡ヤフオクドーム約10個分

約58k㎡
→原子力発電の約97倍   
→福岡ヤフオクドーム約840個分

約214k㎡
→原子力発電の約350倍  
→福岡ヤフオクドーム約3,100個分

太陽光発電 風力発電

■ スマートグリッドの実証試験
　当社は、再生可能エネルギーが大量に普及した場合におい
ても、高品質、高信頼度かつ効率的な電力供給の維持が可能と
なるスマートグリッドの構築を目指し、電力需給面の課題の抽
出と技術的な検証を目的とした実証試験を実施しています。

>> メガソーラー
>> CO2排出クレジット

>> 利用率 >> ステークホルダー
>> 再生可能エネルギー

>> スマートグリッド
>> 蓄電池

>> 系統
>> 地球温暖化用語集をご覧ください

■ 太陽光発電の推進
　当社発電所跡地等を活用したグループ会社によるメガ
ソーラー開発に取り組んでいます。2015年4月には、九
電みらいエナジー（株）が大村発電所跡地で建設を進めて
いた第3発電所の増設工事が完了し、発電所全体の出力は
15,490kWとなりました。

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 リアルタイムデータ（メガソーラー大牟田発電所）

WEB
太陽光発電については、太陽光発電の概要とあわせて、
メガソーラー大牟田発電所の発電状況をリアルタイムで公開。

九州全体での
需給調整

原子力

系統用
蓄電池

蓄電池

太陽光

電力計測装置
火力

水力

工場

メガソーラー 風力

電力使用量の見える化

一般家庭

一般家庭

一般家庭
玄海地区

地域内で
電力を調整

蓄電池

スマート
メーターなど

電力使用量の見える化

一般家庭

一般家庭

一般家庭薩摩川内地区

地域内で
電力を調整

送配電線
情報
電力

凡例

太陽光

薩摩川内市実証試験場（
より
寄　

た
田　中学校跡地）

＜太陽光発電設備、蓄電池、模擬配電設備＞

設 置 設 備

実 施 場 所

実 施 期 間

実証試験の概要

・佐賀県 玄
げん

海
かい

町　　・鹿児島県 薩
さつ

摩
ま

川
せん

内
だい

市

・2013年10月～ 2017年3月（予定）

・太陽光発電設備  ・蓄電池  ・模擬配電設備
・お客さま電力使用量の表示端末 など

対馬の実証設備（長崎県）

実証試験の概要
対象離島 蓄電池容量（kW） 実証予定期間

対　　馬（長 崎 県）
種 子 島（鹿児島県）
奄美大島（鹿児島県）

3,500
3,000
2,000

2013～2016年度

（注）環境省の補助事業。

つ しま

たね が しま

あま み おお しま

■ 離島における蓄電池実証事業
　離島では、系統規模が九州本土と比べて小さいため、出力
変動が大きい太陽光・風力発電が連系されると、系統周波数
など電力品質に与える影響が大きいという特徴があります。
　太陽光・風力の導入拡大を図りつつ、電力の安定供給を維
持するため、以下の離島において太陽光・風力による周波数
変動を抑制する実証事業に取り組んでいます。なお、2014
年度まで長崎県の壱岐で実施した蓄電池制御実証試験（経
済産業省補助事業）で得た知見なども活用しています。

受電設備収納建屋 蓄電池収納建屋

用語集をご覧ください

再生可能エネルギー受入れへの対応
　当社は、電力の安定供給を前提として、各種再生可能エネ
ルギーの特徴を活かしながら、再生可能エネルギーをバラ
ンスよく最大限受け入れていきます。
　このため、天候によって大きく変動する再生可能エネル
ギーの出力に対応した需給運用方策の検討、実施に取り組ん
でいきます。

　太陽光・風力発電（100万kW）あたりのCO２排出抑制効果量は、当社の全電源平均と比較した場合で試算する
と、１年あたり、太陽光発電では約65万t-CO２（設備利用率12％の場合）、風力発電では約135万t-CO２（設備利
用率25％の場合）です。
　これに対して、原子力発電（100万kW）のCO２排出抑制効果量は、１年あたり、約380万t-CO２（設備利用率
70％の場合）となります。
　また、太陽光や風力発電はエネルギー密度が低いため、大量導入には広大な敷地面積が必要となります。

＜原子力・太陽光・風力発電によるCO2排出抑制効果と敷地面積の比較（100万kW相当）＞

出典：敷地面積については、電気事業における環境行動計画2014年度版より抜粋

【参考】 100万kWあたりの太陽光・風力発電によるCO２排出抑制効果について

社外ステークホルダーのご意見

自然界から得られるエネルギーは
最大限活用してもらいたい。

Ｐ12～16 再生可能エネルギーの開発・導入
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　再生可能エネルギーは、国産エネルギーの有効利用、地
球温暖化対策として優れた電源であることから、導入が
日々拡大しています。
　太陽光や風力の出力は、天候や風速などの気象条件に
よって大きく変動します。
　九州本土と比べ系統規模が小さい離島では、出力変動の
大きな太陽光、風力が連系すると、系統の安定性に影響を
与えやすくなるという特徴があります。このため、20箇所
近くの再生可能エネルギー事業者さまにご協力をいただ
き、発電出力を直接測定することで正確な数値を把握し、
出力変動に伴う系統への影響が効果的に抑制できるよう、
蓄電池充放電方法の確立を目指し、長崎県対馬、鹿児島県
種子島及び奄美大島において実証事業を行っています。
　蓄電池を最大限に活用し、離島における再生可能エネル
ギーの導入拡大に繋がる成果が得られるよう、引き続き、
実証事業を進めていきたいと思います。

離島での再エネ導入
拡大に取り組んでいます。
総合研究所　系統高度化グループ

井 手 敏 郎

>>私の環境アクション
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>> 熱効率
>> ＬＮＧ（液化天然ガス）

>> コンバインド（サイクル）
>> 発熱量

>> 算定・報告・公表制度
>> 送配電ロス用語集をご覧ください

>> ステークホルダー
>> ホームアドバイザー

>> ヒートポンプ
用語集をご覧ください

（注）［　］内は、総合エネルギー統計の換算係数等を用いた低位発熱量ベース換算値。

火力発電所の熱効率の維持・向上
火力発電については、長期にわたり安定的に燃料を確保す

るため、ＬＮＧ（液化天然ガス）や石炭など、燃料の多様化を
行うとともに、燃料使用量及びＣＯ２排出抑制の観点から、総
合熱効率の維持・向上に取り組んでいます。2014年度は、引
き続き熱効率の良いＬＮＧ・石炭火力発電所の高稼働に努め
た結果、39.5％（送電端）と高水準を維持しました。
今後とも、最新鋭のガスコンバインドサイクル発電設備の

開発など、火力発電の更なる高効率化に向けて取組みを進
めていきます。

■ 新大分発電所3号系列第4軸の増設への取組み
　当社は、新大分発電所において、世界最高水準の高効率
ＬＮＧコンバインドサイクル発電設備を、2016年7月の営業
運転開始に向け開発中です。この設備の導入により、既設火
力発電所の燃料使用量が抑制できるため、年間40万トン程
度※のCO2排出抑制につながると試算しています。

計　画　概　要

新大分発電所3号系列第4軸の概要
項　目

48万kW

高効率コンバインドサイクル発電

54％以上（高位発熱量ベース）
60％以上（低位発熱量ベース）

液化天然ガス（LNG）

定格出力

方　　式

熱 効 率
（発電端）

使用燃料

※：燃料種ごとのCO2排出係数には、「算定・報告・公表制度における算定方法・排出係
数一覧」（環境省）に掲載の値を用いて試算。

送配電ロスの低減
　送電線や配電線で失われる電気（送配電ロス）の低減へ
の取組みは、効率良く電気をお客さまにお届けするために
必要なことであるとともに、火力発電所の燃料使用量削減
やCO２排出量抑制にもつながります。
　これまでに送電電圧の高電圧化や低損失型変圧器の導
入などの対策を実施してきた結果、当社の2014年度の送
配電ロス率は4.7％となっており、国際的にも低い水準を維
持しています。

出典：電気事業便覧（平成26年版）より作成

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 よくわかる電気の省エネWEB

パンフレット

お客さまの節電・省エネにつながる取組み
～ 一般お客さまに対する取組み ～
　お客さまにムリなくムダなく上手に電気
を使っていただく省エネルギーの提案を中
心とした「省エネ快適ライフ」を推進して
います。
■ 省エネのPR
　省エネ・省CO2活動に取り組んでいただく際に役立つ情報
を、わかりやすく紹介したパンフレットをお客さまに配布す
るとともに、ホームページなどでも省エネのＰＲを行ってい
ます。また、各営業所のホームアドバイザーが、上手な電気
の使い方などを紹介する講座を開いています。

3. 電気の使用面での取組み

■ ご家庭における省エネ方法の例
　　（詳しくは当社ホームページをご覧下さい）

送配電ロス率の各国比較 単位：％

4.7

6.6

5.4

9.2

7.4
6.4

5.0

8.5

日本
'13

九州電力
'14

アメリカ
'12

ドイツ
'12

カナダ
'12

フランス
'12

イタリア
'12

イギリス
'12

　お客さまの節電・省エネにつながる取組みを進めるとともに、当社自らや社員の家庭においても一層の節電・省エネ活動に取
り組んでいます。

30

40

50

火力総合熱効率（高位発熱量ベース）
熱効率（発電端） 熱効率（送電端）火力機の熱効率最高値（設計値）

（年度）

単位：％

'90 '00 '12 '13 '14

コンバインドサイクル
方式の導入

（1991年6月）

40.4
［43.3］

38.7
［41.6］36.4

［38.6］

38.2
［40.5］ 39.4

［42.1］

40.8
［43.6］

39.2
［41.8］

40.5
［43.2］

40.9
［43.7］

39.5
［42.2］

省エネ関連情報・節電対策のご紹介
技術開発における取組み

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 WEB

～ 法人お客さまに対する取組み ～
　設備の運用改善や、ヒート
ポンプをはじめとする高効率
機器への更新等による節電・
省エネ提案など、エネルギー
の効率的利用に資する活動
を展開しています。

当社ホームページにおける省エネ関連情報

社外ステークホルダーのご意見

原子力発電所が停止している中では、火力発電を
いかに高効率化するかが重要な課題である。

Ｐ17 火力発電所の熱効率の維持・向上

　私は新大分発電所3号系列第4軸の増
設工事で発電設備を担当しています。
　火力発電設備の建設は13年ぶりと経験者が少ないです
が、機器の仕様、設置時期や方法などをメーカーや工事関
係者と確認、調整しながら作業を進めています。今年4～5
月にかけては、隣接する既存の発電設備に影響が無いよ
う、細心の注意を払い、発電機等の主要機器を無事に設置
することができました。
　作業が輻輳する中での現場の調整は難しくて大変です

が、この増設工事によって、
CO2排出抑制などの環境保
全に貢献できることを誇り
に思い、引き続き安全を第一
に工事を進めていきます。

世界最高水準の高効率設備で
CO2排出抑制に貢献します。

新大分発電所建設所 技術グループ

田崎　江梨香
た さ き   え り か

>>私の環境アクション

紙芝居を使った省エネお手伝い
サービスのPRの様子

　私は九電ホームアドバイザーとして、
地域のお客さまへの省エネ推進に取り
組んでいます。
　田川営業所では、お客さまのご自宅を訪問し、各家庭に最
適な省エネ方法を提案する「省エネお手伝いサービス」を実
施しており、そのPRにあたっては、地元の方言を話すキャラ
クターなどが登場する手作りの紙芝居を使っています。ご
覧になったお客さまからは「わかりやすい」、「紙芝居は懐か
しい」と好評で、「ぜひお手伝いに来てほしい」というお願い
も増えました。
　この仕事は、お客さまから「来てくれてよかった。ありが

とう。」というお声をいただ
くことが多く、私自身、その
言葉に元気をいただいてい
ます。これからもより多くの
お客さまに省エネに取り組
んでいただけるよう、向上心
を忘れず、創意工夫を凝らし
て頑張りたいと思います。

お客さまからの「ありがとう」が
私たちの原動力です。
北九州お客さまセンター田川営業所
九電ホームアドバイザー

長野　美由紀
な が の   み ゆ き

>>私の環境アクション

船から発電機を陸揚げする様子
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（注）［　］内は、総合エネルギー統計の換算係数等を用いた低位発熱量ベース換算値。

火力発電所の熱効率の維持・向上
火力発電については、長期にわたり安定的に燃料を確保す

るため、ＬＮＧ（液化天然ガス）や石炭など、燃料の多様化を
行うとともに、燃料使用量及びＣＯ２排出抑制の観点から、総
合熱効率の維持・向上に取り組んでいます。2014年度は、引
き続き熱効率の良いＬＮＧ・石炭火力発電所の高稼働に努め
た結果、39.5％（送電端）と高水準を維持しました。
今後とも、最新鋭のガスコンバインドサイクル発電設備の

開発など、火力発電の更なる高効率化に向けて取組みを進
めていきます。

■ 新大分発電所3号系列第4軸の増設への取組み
　当社は、新大分発電所において、世界最高水準の高効率
ＬＮＧコンバインドサイクル発電設備を、2016年7月の営業
運転開始に向け開発中です。この設備の導入により、既設火
力発電所の燃料使用量が抑制できるため、年間40万トン程
度※のCO2排出抑制につながると試算しています。

計　画　概　要

新大分発電所3号系列第4軸の概要
項　目

48万kW

高効率コンバインドサイクル発電

54％以上（高位発熱量ベース）
60％以上（低位発熱量ベース）

液化天然ガス（LNG）

定格出力

方　　式

熱 効 率
（発電端）

使用燃料

※：燃料種ごとのCO2排出係数には、「算定・報告・公表制度における算定方法・排出係
数一覧」（環境省）に掲載の値を用いて試算。

送配電ロスの低減
　送電線や配電線で失われる電気（送配電ロス）の低減へ
の取組みは、効率良く電気をお客さまにお届けするために
必要なことであるとともに、火力発電所の燃料使用量削減
やCO２排出量抑制にもつながります。
　これまでに送電電圧の高電圧化や低損失型変圧器の導
入などの対策を実施してきた結果、当社の2014年度の送
配電ロス率は4.7％となっており、国際的にも低い水準を維
持しています。

出典：電気事業便覧（平成26年版）より作成

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 よくわかる電気の省エネWEB

パンフレット

お客さまの節電・省エネにつながる取組み
～ 一般お客さまに対する取組み ～
　お客さまにムリなくムダなく上手に電気
を使っていただく省エネルギーの提案を中
心とした「省エネ快適ライフ」を推進して
います。
■ 省エネのPR
　省エネ・省CO2活動に取り組んでいただく際に役立つ情報
を、わかりやすく紹介したパンフレットをお客さまに配布す
るとともに、ホームページなどでも省エネのＰＲを行ってい
ます。また、各営業所のホームアドバイザーが、上手な電気
の使い方などを紹介する講座を開いています。

3. 電気の使用面での取組み

■ ご家庭における省エネ方法の例
　　（詳しくは当社ホームページをご覧下さい）

送配電ロス率の各国比較 単位：％

4.7

6.6

5.4
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日本
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アメリカ
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'12

イギリス
'12

　お客さまの節電・省エネにつながる取組みを進めるとともに、当社自らや社員の家庭においても一層の節電・省エネ活動に取
り組んでいます。

30

40

50

火力総合熱効率（高位発熱量ベース）
熱効率（発電端） 熱効率（送電端）火力機の熱効率最高値（設計値）

（年度）

単位：％

'90 '00 '12 '13 '14

コンバインドサイクル
方式の導入

（1991年6月）

40.4
［43.3］

38.7
［41.6］36.4

［38.6］

38.2
［40.5］ 39.4

［42.1］

40.8
［43.6］

39.2
［41.8］

40.5
［43.2］

40.9
［43.7］

39.5
［42.2］

省エネ関連情報・節電対策のご紹介
技術開発における取組み

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 WEB

～ 法人お客さまに対する取組み ～
　設備の運用改善や、ヒート
ポンプをはじめとする高効率
機器への更新等による節電・
省エネ提案など、エネルギー
の効率的利用に資する活動
を展開しています。

当社ホームページにおける省エネ関連情報

社外ステークホルダーのご意見

原子力発電所が停止している中では、火力発電を
いかに高効率化するかが重要な課題である。

Ｐ17 火力発電所の熱効率の維持・向上

　私は新大分発電所3号系列第4軸の増
設工事で発電設備を担当しています。
　火力発電設備の建設は13年ぶりと経験者が少ないです
が、機器の仕様、設置時期や方法などをメーカーや工事関
係者と確認、調整しながら作業を進めています。今年4～5
月にかけては、隣接する既存の発電設備に影響が無いよ
う、細心の注意を払い、発電機等の主要機器を無事に設置
することができました。
　作業が輻輳する中での現場の調整は難しくて大変です

が、この増設工事によって、
CO2排出抑制などの環境保
全に貢献できることを誇り
に思い、引き続き安全を第一
に工事を進めていきます。

世界最高水準の高効率設備で
CO2排出抑制に貢献します。

新大分発電所建設所 技術グループ

田崎　江梨香
た さ き   え り か

>>私の環境アクション

紙芝居を使った省エネお手伝い
サービスのPRの様子

　私は九電ホームアドバイザーとして、
地域のお客さまへの省エネ推進に取り
組んでいます。
　田川営業所では、お客さまのご自宅を訪問し、各家庭に最
適な省エネ方法を提案する「省エネお手伝いサービス」を実
施しており、そのPRにあたっては、地元の方言を話すキャラ
クターなどが登場する手作りの紙芝居を使っています。ご
覧になったお客さまからは「わかりやすい」、「紙芝居は懐か
しい」と好評で、「ぜひお手伝いに来てほしい」というお願い
も増えました。
　この仕事は、お客さまから「来てくれてよかった。ありが

とう。」というお声をいただ
くことが多く、私自身、その
言葉に元気をいただいてい
ます。これからもより多くの
お客さまに省エネに取り組
んでいただけるよう、向上心
を忘れず、創意工夫を凝らし
て頑張りたいと思います。

お客さまからの「ありがとう」が
私たちの原動力です。
北九州お客さまセンター田川営業所
九電ホームアドバイザー

長野　美由紀
な が の   み ゆ き

>>私の環境アクション

船から発電機を陸揚げする様子
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http://www.kyuden.co.jp/life_saving_index.html
http://www.kyuden.co.jp/service_esco.html
http://www.kyuden.co.jp/service_esco_save-electricity_economy.html
http://www.kyuden.co.jp/environment_booklet_action-report15_technology.html
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5.8

6.2
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5.8
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7.9

8.9

4.24.1
4.3

4.14.1

4.8

5.3

5.8

5.4

4.6
4.3

4.1

▲29.2％▲29.2％
▲30.2％▲30.2％

▲32.2％▲32.2％

▲31.5％▲31.5％

▲34.6％▲34.6％

▲35.7％▲35.7％

▲31.4％▲31.4％

▲30.6％▲30.6％ ▲29.6％▲29.6％
▲30.1％▲30.1％

▲32.3％▲32.3％
▲28.4％▲28.4％

（注）発電所や研究所など、オフィスのみの電力量が把握できない事業所を除く。
※四捨五入により、右グラフ内の電力使用量の差とは一致しない。

削減率は、対2010年度同月比

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

全社オフィス電力使用量削減実績 単位：百万kWh

2010 2014

［ 年度合計 ］

▲32％
81

2014年度
2010年度

当社事務所における節電・省エネへの取組み
（オフィス電力使用量の削減）

　当社では、これまでも節電・省エネに積極的に取り組ん
できましたが、厳しい電力需給等を踏まえ、2011年の夏
から継続して、更に踏み込んだ節電にグループ一体と
なって取り組んでいます。
　2014年度のオフィス電力使用量は55百万kWhとな
り、2010年度比で約32％削減（▲25百万kWh）しまし
た。さらに、今夏についても、照明・エレベーターの間引き
やクールビズの拡大などに取り組みます。

節電・省エネへの取組状況

・ 室内温度28℃の徹底
・ クールビズの拡大（襟付きポロシャツ、チノパン等）  
・ 原則就業時間内の運転（昼休みの運転停止（食堂除く）、終業後の原則運転停止）

・ 事務室、共用スペース（廊下等）の間引き（50%以上）
・ 残業時の使用箇所のみの点灯　　     　
・ パソコンの省エネモードの活用及びディスプレイ照度調整の徹底　　   　　
・ 日中（晴天時）の可能な限りの消灯
・ テレビ、充電器等の不使用時のプラグ抜きの徹底

今夏（2015年度）の主な実施内容

空　　調 ・ 室内温度の目安：28℃
・ クールビズの励行　など

照明・
コンセント

・ 事務室の昼休みの消灯
  及び会議室、トイレ等の
  使用時のみの点灯
・ OA機器の効率的利用
  （退社時の電源切）　など

・ エレベーターの間引き運転（始業前、昼休みを除く）［（例）本店：8台中3台を間引き］
・ 原則上下５階は階段利用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・ 給湯器、冷水機、温水洗浄便座（ヒーター）、エアタオルの停止
・ 原則ノー残業（残業時はエリア限定の点灯）

そ　の　他
・ 近隣階（1～3階程度）への
  エレベーター利用の自粛
・ 給湯器の省エネモードの
  活用　など

従来の夏季省エネにおける
主な取組み項　　目

■ ビル・エネルギー管理システム（ＢＥＭＳ）の活用
　事業所におけるエネルギー使用実態（時間帯別・用途別の電力使用量等）を見える化し、エネルギー使用の最適化を図る
ため、ビル・エネルギー管理システム（ＢＥＭＳ）を14事業所（3支社・11営業所、2015年3月末現在）に導入しており、着実
かつ効率的な省エネへの取組みを進めています。

当社ホームページ
｢みらいくんの環境家計簿｣

「みらいくんの環境家計簿」は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 みらいくんの環境家計簿WEB

社員の家庭における取組み
　お客さまに節電・省エネへのご協力をお願いするにあ
たっては、当社自らがより一層の節電・省エネに取り組む
必要があると強く認識しています。
　このため、社員は職場だけではなく、各家庭において
も、エアコン温度設定の調節やこまめな消灯などの節電
や省エネに取り組んでいます。

■ 環境家計簿の活用
　消費したエネルギーから排出さ
れるCO2の量を「見える化」する当
社の「みらいくんの環境家計簿」を
活用し、電気のみならず、ガス、水
道、ガソリン等についても使用量
削減に努めています。

■ 夏の節電アクションの展開
　夏季の厳しい需給状況を踏まえ、2012年度から社員と
その家族が自宅における節電の必要性を再認識し、家族
一体となって節電に取り組む「きゅうでん家族で取り組
む『夏の節電アクション』」を展開しています。
　2014年度は、約1,800名の社員が参加登録を行い、各
家庭での節電に取り組みました。また、参加した社員から
取組結果を募集し、優れた取組みや参加した感想・メッ
セージ等を社内のイントラネットで紹介することで、社
員の意識高揚及びノウハウの共有化を図っています。

「よしず」による遮光対策（上）
自作のオーニング（日よけシート）による
遮光対策（右）

55

用語集をご覧ください 用語集をご覧ください

※

社外ステークホルダーのご意見

無駄な電力の使用は環境破壊にもつながるので、
節電・省エネの取組みは大切である。

Ｐ18 お客さまの節電・省エネにつながる取組み

ベランダで育てた
緑のカーテン（ゴーヤ）の様子と
使用したボディローション（右）

ボディローションで
厳しい夏を
乗り切ります。

新大分発電所 保修第三グループ

澤 田 典 彦

>>私の環境アクション

　私は、毎年、「夏の節電アクション」に参加しており、これ
までも、エアコンの使用を控える、冷蔵庫は詰めすぎない、
緑のカーテン（ゴーヤ）を育てる、などに取り組んできまし
た。昨年は、古くなったエアコンの買い替えも検討しまし
たが、財布の紐が緩みません。このため、このエアコンを出
来るだけ使わないように節電できればと思い、入浴時に
クール感のあるボディローションを使用してみました。こ
れを、お風呂から上がる前に体にかけ、シャワーで流すだ
けで、エアコンどころか、扇風機も必要ないくらいの涼し
い爽快感が得られ、蒸し暑い夜でもエアコンなしで気持ち
よく睡眠できました。この甲斐あってか、電気の使用量を、
一昨年度から10％近く削減しました。
　今年も、ゴーヤの苗が順調に育ちつつあります。収穫し
たゴーヤで作ったちゃんぷるーを、緑のカーテンの下で涼
みながら食べて、家族で九州の厳しい夏を乗り切ろうと思
います。

さわ　　  だ　　 のり　   ひこ
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　日頃より節電にご協力いただきありがとうございます。
　今夏の電力需給は、他電力会社からの応援融通を受電することで、電力の安定供給に最低限必要な予備力（予備率3
％）を何とか確保できる見通しです。
　しかし、電力需要の急増や火力発電所等の電力供給設備のトラブルなどが発生した場合には、より厳しい需給状況と
なることが予想されることから、当社は、需給両面の対策に最大限取り組み、電力の安定供給に努めてまいります。
　お客さまにおかれましては、ご不便とご迷惑をお掛けし、誠に申し訳ございませんが、昨夏お取り組みいただいた節電を目
安に、生活・健康や生産・経済活動に支障のない範囲で可能な限り、節電にご協力いただきますようお願いいたします。

節電へのご協力をお願いします

【節電にご協力いただきたい期間・時間帯】
・期　間：平成27年7月1日（水）～9月30日（水）の平日（お盆期間8月13日（木）～8月14日（金）を除く）
・時間帯：9時～20時
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（注）発電所や研究所など、オフィスのみの電力量が把握できない事業所を除く。
※四捨五入により、右グラフ内の電力使用量の差とは一致しない。

削減率は、対2010年度同月比
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全社オフィス電力使用量削減実績 単位：百万kWh

2010 2014

［ 年度合計 ］

▲32％
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2010年度

当社事務所における節電・省エネへの取組み
（オフィス電力使用量の削減）

　当社では、これまでも節電・省エネに積極的に取り組ん
できましたが、厳しい電力需給等を踏まえ、2011年の夏
から継続して、更に踏み込んだ節電にグループ一体と
なって取り組んでいます。
　2014年度のオフィス電力使用量は55百万kWhとな
り、2010年度比で約32％削減（▲25百万kWh）しまし
た。さらに、今夏についても、照明・エレベーターの間引き
やクールビズの拡大などに取り組みます。

節電・省エネへの取組状況

・ 室内温度28℃の徹底
・ クールビズの拡大（襟付きポロシャツ、チノパン等）  
・ 原則就業時間内の運転（昼休みの運転停止（食堂除く）、終業後の原則運転停止）

・ 事務室、共用スペース（廊下等）の間引き（50%以上）
・ 残業時の使用箇所のみの点灯　　     　
・ パソコンの省エネモードの活用及びディスプレイ照度調整の徹底　　   　　
・ 日中（晴天時）の可能な限りの消灯
・ テレビ、充電器等の不使用時のプラグ抜きの徹底

今夏（2015年度）の主な実施内容

空　　調 ・ 室内温度の目安：28℃
・ クールビズの励行　など

照明・
コンセント

・ 事務室の昼休みの消灯
  及び会議室、トイレ等の
  使用時のみの点灯
・ OA機器の効率的利用
  （退社時の電源切）　など

・ エレベーターの間引き運転（始業前、昼休みを除く）［（例）本店：8台中3台を間引き］
・ 原則上下５階は階段利用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・ 給湯器、冷水機、温水洗浄便座（ヒーター）、エアタオルの停止
・ 原則ノー残業（残業時はエリア限定の点灯）

そ　の　他
・ 近隣階（1～3階程度）への
  エレベーター利用の自粛
・ 給湯器の省エネモードの
  活用　など

従来の夏季省エネにおける
主な取組み項　　目

■ ビル・エネルギー管理システム（ＢＥＭＳ）の活用
　事業所におけるエネルギー使用実態（時間帯別・用途別の電力使用量等）を見える化し、エネルギー使用の最適化を図る
ため、ビル・エネルギー管理システム（ＢＥＭＳ）を14事業所（3支社・11営業所、2015年3月末現在）に導入しており、着実
かつ効率的な省エネへの取組みを進めています。

当社ホームページ
｢みらいくんの環境家計簿｣

「みらいくんの環境家計簿」は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 みらいくんの環境家計簿WEB

社員の家庭における取組み
　お客さまに節電・省エネへのご協力をお願いするにあ
たっては、当社自らがより一層の節電・省エネに取り組む
必要があると強く認識しています。
　このため、社員は職場だけではなく、各家庭において
も、エアコン温度設定の調節やこまめな消灯などの節電
や省エネに取り組んでいます。

■ 環境家計簿の活用
　消費したエネルギーから排出さ
れるCO2の量を「見える化」する当
社の「みらいくんの環境家計簿」を
活用し、電気のみならず、ガス、水
道、ガソリン等についても使用量
削減に努めています。

■ 夏の節電アクションの展開
　夏季の厳しい需給状況を踏まえ、2012年度から社員と
その家族が自宅における節電の必要性を再認識し、家族
一体となって節電に取り組む「きゅうでん家族で取り組
む『夏の節電アクション』」を展開しています。
　2014年度は、約1,800名の社員が参加登録を行い、各
家庭での節電に取り組みました。また、参加した社員から
取組結果を募集し、優れた取組みや参加した感想・メッ
セージ等を社内のイントラネットで紹介することで、社
員の意識高揚及びノウハウの共有化を図っています。

「よしず」による遮光対策（上）
自作のオーニング（日よけシート）による
遮光対策（右）

55

用語集をご覧ください 用語集をご覧ください

※

社外ステークホルダーのご意見

無駄な電力の使用は環境破壊にもつながるので、
節電・省エネの取組みは大切である。

Ｐ18 お客さまの節電・省エネにつながる取組み

ベランダで育てた
緑のカーテン（ゴーヤ）の様子と
使用したボディローション（右）

ボディローションで
厳しい夏を
乗り切ります。

新大分発電所 保修第三グループ

澤 田 典 彦

>>私の環境アクション

　私は、毎年、「夏の節電アクション」に参加しており、これ
までも、エアコンの使用を控える、冷蔵庫は詰めすぎない、
緑のカーテン（ゴーヤ）を育てる、などに取り組んできまし
た。昨年は、古くなったエアコンの買い替えも検討しまし
たが、財布の紐が緩みません。このため、このエアコンを出
来るだけ使わないように節電できればと思い、入浴時に
クール感のあるボディローションを使用してみました。こ
れを、お風呂から上がる前に体にかけ、シャワーで流すだ
けで、エアコンどころか、扇風機も必要ないくらいの涼し
い爽快感が得られ、蒸し暑い夜でもエアコンなしで気持ち
よく睡眠できました。この甲斐あってか、電気の使用量を、
一昨年度から10％近く削減しました。
　今年も、ゴーヤの苗が順調に育ちつつあります。収穫し
たゴーヤで作ったちゃんぷるーを、緑のカーテンの下で涼
みながら食べて、家族で九州の厳しい夏を乗り切ろうと思
います。

さわ　　  だ　　 のり　   ひこ
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　日頃より節電にご協力いただきありがとうございます。
　今夏の電力需給は、他電力会社からの応援融通を受電することで、電力の安定供給に最低限必要な予備力（予備率3
％）を何とか確保できる見通しです。
　しかし、電力需要の急増や火力発電所等の電力供給設備のトラブルなどが発生した場合には、より厳しい需給状況と
なることが予想されることから、当社は、需給両面の対策に最大限取り組み、電力の安定供給に努めてまいります。
　お客さまにおかれましては、ご不便とご迷惑をお掛けし、誠に申し訳ございませんが、昨夏お取り組みいただいた節電を目
安に、生活・健康や生産・経済活動に支障のない範囲で可能な限り、節電にご協力いただきますようお願いいたします。

節電へのご協力をお願いします

【節電にご協力いただきたい期間・時間帯】
・期　間：平成27年7月1日（水）～9月30日（水）の平日（お盆期間8月13日（木）～8月14日（金）を除く）
・時間帯：9時～20時

http://www.kyuden.co.jp/life_value_kakeibo_index.html
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コンサルティングの展開
　国内外での電気事業で培った九電グループの技術・ノウ
ハウを活かし、電力基本計画の策定や、発電・送変電・省エネ・
環境などの海外コンサルティングに積極的に取り組み、各国
の電力の安定供給や環境改善、人材育成に貢献しています。
　2014年度の主な案件は、インドでの高効率な超臨界圧
石炭火力発電所の建設準備調査や、ルワンダの地熱開発及
びこれに資する電力開発計画の策定支援調査、日本の紡織
技術の移転による中国紡織業界の省エネ・環境ビジネス推
進モデルの構築検討などを実施しています。

>> 地球温暖化
>> 電気自動車
>> プラグインハイブリッド車

>> 低燃費車
>> エコドライブ
>> 上水

>> IPP（独立系発電事業者）
>> 国際協力機構（JICA）用語集をご覧ください

>> ステークホルダー
>> コンバインド（サイクル）用語集をご覧ください

5.国際的な温暖化対策への貢献

一般車両燃料消費率 単位：km/ℓ

'90 '13'12 （年度）'14

12.412.4 12.412.4

11.411.4

12.712.7

IPP事業の展開
　ベトナム、フィリピンなどにおける天然ガスを利用した
高効率の火力発電や、中国における風力発電など、アジア地
域を中心にIPP事業を展開しており、国内のみならず、海外
においてもCO２排出抑制に寄与しています。
　インドネシアのスマトラ島サルーラ地区では、当社が国内
の地熱開発を通じて培った地熱発電技術を活かしつつ、伊藤
忠商事㈱などと共に総出力32.08
万kWの地熱発電所の建設を進め
ています（2016年から2018年に
かけて順次運転開始予定）。

［IPPを通じたCO２排出抑制への寄与］
　海外での高効率火力発電所や、風力発電所の運転（6か
国、7プロジェクト※1：持分出力150万kW）による2012
年のCO２排出抑制への寄与は、約324,000トン※2と試算
されます。これは、当社の国内におけるCO２排出量の約
0.6％に相当します。
※1：IPP 事業：6プロジェクト・一般電気事業：1プロジェクト。
※2：当該国のCO２排出係数は、「CO２EMISSIONS FROM FUEL COMBUSTION
2014 EDITION（IEA）」に記載の値を用いて試算（掲載の最新データが 2012 年の
ため、2012 年実績で算出）。

　当社及びグループ会社がこれまで国内外で蓄積してきた技術・ノウハウを活かし、アジアを中心にIPP事業※や海外コンサ
ルティングを展開しています。また、国際協力機構（JICA）等の機関を通じた専門家の派遣・研修生の受け入れや、海外の電気
事業者との情報交換も行っています。

海外での事業展開（2014年度）
一般電気事業IPP事業 コンサルティング事業

【メキシコ】 
プロジェクト：トゥクスパン2号
発 電 方 式：ガス・コンバインド

サイクル方式
燃　　　料：天然ガス
出　　　力：49.5万kW
（2001年12月営業運転開始）　
プロジェクト：トゥクスパン5号
発 電 方 式：ガス・コンバインド

サイクル方式
燃　　　料：天然ガス
出　　　力：49.5万kW
（2006年9月営業運転開始）

【フィリピン】
プロジェクト：イリハン
発電方 式：ガス・コンバインド

サイクル方式
燃　　　料：天然ガス
出　　　力：120万kW
（2002年6月営業運転開始）

【台湾】 
プロジェクト：新

シン

桃
タオ

電力
発 電 方 式：ガス・コンバインド

サイクル方式
燃　　　料：天然ガス
出　　　力：60万kW
　2002年3月営業運転開始
　（2010年11月株式取得）

【中国】 
プロジェクト：内蒙古風力
出　　　力：5万kW
（2009年9月営業運転開始）

【シンガポール】 
プロジェクト：セノコ・エナジー社
出　　　力：330万kW
（2008年9月株式取得）

【インドネシア】（建設中） 
プロジェクト：サルーラ地熱
出　　　力：約32万kW
（2007年10月参加権益取得）

 ］［

【ベトナム】
プロジェクト：フーミー3号
発 電 方 式：ガス・コンバインド

サイクル方式
燃　　　料：天然ガス
出　　　力：74.4万kW
（2004年3月営業運転開始）

【インド】 
バラウニ超臨界圧石炭火力
発電所建設事業準備調査

【ベトナム】 
ラオカイ省における40MW
級水力発電調査

【ベトナム】 
バクリュウ超々臨界圧石炭火力
発電所開発可能性調査

【ウクライナ】 
石炭火力発電所効率改善
支援調査

【ガーナ】 
首都圏電力流通強化
計画準備調査

【ジブチ】 
電力供給改善
計画準備調査

【タンザニア】 
電力システム
マスタープラン
策定支援

【ルワンダ】
持続的な地熱エネルギー開発推進
のための電力開発計画策定支援

【中国】
中国紡織業界省エネ普及
スキーム検討

※：Independent Power Producer（独立系発電事業者）の略

噴気試験の様子（サルーラ地区）

4.省エネ・省資源活動の展開
　社用車におけるCO2排出抑制やコピー用紙などの省エネ・省資源活動についても取組みを推進しています。

社用車におけるCO2排出抑制への取組み
　中長期的な地球温暖化対策の観点から、2020年度まで
に1,000台程度の電気自動車（プラグインハイブリッド
車を含む）の導入を目指しています。
　2014年度は、厳しい経営状況を踏まえ、新規導入を見
送りましたが、一般車両約2,300台のうち、これまでに累
計で169台※を導入しています。
　また、低燃費車の導入やエコドライブの確実な実施な
どにより、一般車両の燃料消費率向上にも取り組んでい
ます。2014年度は、目標（12.0km/ℓ以上）を上回る
12.7km/ℓとなりました。
※電気自動車の廃車により、2013年度（累計導入台数179台）からは10台減少

　ルワンダの地熱開発に関する案件については、「ルワンダ
国持続的な地熱エネルギー開発推進のための電力開発計画
策定支援プロジェクト」として、2013年度からの2年間で当
社とグループの西日本技術開発㈱、及び三菱マテリアルテク
ノ㈱で国際協力機構（JICA）より共同受託しているものです。

電力需要想定ワークショップの様子 現地調査の様子

（提供 ＪＩＣＡ）

コピー用紙購入量、上水使用量の推移

438438
528528

コピー用紙購入量（トン） 上水使用量（㎥/人）

'13 （年度）

2323

'12

2525

471471

'14

2424

委託輸送に係る省エネへの取組みについては九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 委託輸送に係る省エネへの取組みWEB

コピー用紙購入量・上水使用量の抑制
　ペーパーレス化の推進や裏面利用、節水活動の徹底等
により、「コピー用紙購入量」と「1人あたりの上水使用量」
の抑制に取り組んでいます。
　2014年度の「コピー用紙購入量」と「1人あたりの上水
使用量」は、いずれも目標を達成したものの、2013年度を
若干上回りました。

電気自動車導入台数（累計） 単位：台

187 179

（年度）'13 '20'12

169

'14

目標値1,000程度

社外ステークホルダーのご意見

九州電力の技術力を有効に活用し、今後も
積極的に海外への支援をしてもらいたい。

Ｐ21　国際的な温暖化対策への貢献
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http://www.kyuden.co.jp/environment_booklet_action-report15_entrust_transport.html
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コンサルティングの展開
　国内外での電気事業で培った九電グループの技術・ノウ
ハウを活かし、電力基本計画の策定や、発電・送変電・省エネ・
環境などの海外コンサルティングに積極的に取り組み、各国
の電力の安定供給や環境改善、人材育成に貢献しています。
　2014年度の主な案件は、インドでの高効率な超臨界圧
石炭火力発電所の建設準備調査や、ルワンダの地熱開発及
びこれに資する電力開発計画の策定支援調査、日本の紡織
技術の移転による中国紡織業界の省エネ・環境ビジネス推
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5.国際的な温暖化対策への貢献

一般車両燃料消費率 単位：km/ℓ

'90 '13'12 （年度）'14

12.412.4 12.412.4

11.411.4

12.712.7

IPP事業の展開
　ベトナム、フィリピンなどにおける天然ガスを利用した
高効率の火力発電や、中国における風力発電など、アジア地
域を中心にIPP事業を展開しており、国内のみならず、海外
においてもCO２排出抑制に寄与しています。
　インドネシアのスマトラ島サルーラ地区では、当社が国内
の地熱開発を通じて培った地熱発電技術を活かしつつ、伊藤
忠商事㈱などと共に総出力32.08
万kWの地熱発電所の建設を進め
ています（2016年から2018年に
かけて順次運転開始予定）。

［IPPを通じたCO２排出抑制への寄与］
　海外での高効率火力発電所や、風力発電所の運転（6か
国、7プロジェクト※1：持分出力150万kW）による2012
年のCO２排出抑制への寄与は、約324,000トン※2と試算
されます。これは、当社の国内におけるCO２排出量の約
0.6％に相当します。
※1：IPP 事業：6プロジェクト・一般電気事業：1プロジェクト。
※2：当該国のCO２排出係数は、「CO２EMISSIONS FROM FUEL COMBUSTION
2014 EDITION（IEA）」に記載の値を用いて試算（掲載の最新データが 2012 年の
ため、2012 年実績で算出）。

　当社及びグループ会社がこれまで国内外で蓄積してきた技術・ノウハウを活かし、アジアを中心にIPP事業※や海外コンサ
ルティングを展開しています。また、国際協力機構（JICA）等の機関を通じた専門家の派遣・研修生の受け入れや、海外の電気
事業者との情報交換も行っています。

海外での事業展開（2014年度）
一般電気事業IPP事業 コンサルティング事業

【メキシコ】 
プロジェクト：トゥクスパン2号
発 電 方 式：ガス・コンバインド

サイクル方式
燃　　　料：天然ガス
出　　　力：49.5万kW
（2001年12月営業運転開始）　
プロジェクト：トゥクスパン5号
発 電 方 式：ガス・コンバインド

サイクル方式
燃　　　料：天然ガス
出　　　力：49.5万kW
（2006年9月営業運転開始）

【フィリピン】
プロジェクト：イリハン
発電方式：ガス・コンバインド

サイクル方式
燃　　　料：天然ガス
出　　　力：120万kW
（2002年6月営業運転開始）

【台湾】 
プロジェクト：新

シン
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タオ

電力
発 電 方 式：ガス・コンバインド

サイクル方式
燃　　　料：天然ガス
出　　　力：60万kW
　2002年3月営業運転開始
　（2010年11月株式取得）

【中国】 
プロジェクト：内蒙古風力
出　　　力：5万kW
（2009年9月営業運転開始）

【シンガポール】 
プロジェクト：セノコ・エナジー社
出　　　力：330万kW
（2008年9月株式取得）

【インドネシア】（建設中） 
プロジェクト：サルーラ地熱
出　　　力：約32万kW
（2007年10月参加権益取得）

 ］［

【ベトナム】
プロジェクト：フーミー3号
発 電 方 式：ガス・コンバインド

サイクル方式
燃　　　料：天然ガス
出　　　力：74.4万kW
（2004年3月営業運転開始）

【インド】 
バラウニ超臨界圧石炭火力
発電所建設事業準備調査

【ベトナム】 
ラオカイ省における40MW
級水力発電調査

【ベトナム】 
バクリュウ超々臨界圧石炭火力
発電所開発可能性調査

【ウクライナ】 
石炭火力発電所効率改善
支援調査

【ガーナ】 
首都圏電力流通強化
計画準備調査

【ジブチ】 
電力供給改善
計画準備調査

【タンザニア】 
電力システム
マスタープラン
策定支援

【ルワンダ】
持続的な地熱エネルギー開発推進
のための電力開発計画策定支援

【中国】
中国紡織業界省エネ普及
スキーム検討

※：Independent Power Producer（独立系発電事業者）の略

噴気試験の様子（サルーラ地区）

4.省エネ・省資源活動の展開
　社用車におけるCO2排出抑制やコピー用紙などの省エネ・省資源活動についても取組みを推進しています。

社用車におけるCO2排出抑制への取組み
　中長期的な地球温暖化対策の観点から、2020年度まで
に1,000台程度の電気自動車（プラグインハイブリッド
車を含む）の導入を目指しています。
　2014年度は、厳しい経営状況を踏まえ、新規導入を見
送りましたが、一般車両約2,300台のうち、これまでに累
計で169台※を導入しています。
　また、低燃費車の導入やエコドライブの確実な実施な
どにより、一般車両の燃料消費率向上にも取り組んでい
ます。2014年度は、目標（12.0km/ℓ以上）を上回る
12.7km/ℓとなりました。
※電気自動車の廃車により、2013年度（累計導入台数179台）からは10台減少

　ルワンダの地熱開発に関する案件については、「ルワンダ
国持続的な地熱エネルギー開発推進のための電力開発計画
策定支援プロジェクト」として、2013年度からの2年間で当
社とグループの西日本技術開発㈱、及び三菱マテリアルテク
ノ㈱で国際協力機構（JICA）より共同受託しているものです。

電力需要想定ワークショップの様子 現地調査の様子

（提供 ＪＩＣＡ）

コピー用紙購入量、上水使用量の推移

438438
528528

コピー用紙購入量（トン） 上水使用量（㎥/人）

'13 （年度）

2323

'12

2525

471471

'14

2424

委託輸送に係る省エネへの取組みについては九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 委託輸送に係る省エネへの取組みWEB

コピー用紙購入量・上水使用量の抑制
　ペーパーレス化の推進や裏面利用、節水活動の徹底等
により、「コピー用紙購入量」と「1人あたりの上水使用量」
の抑制に取り組んでいます。
　2014年度の「コピー用紙購入量」と「1人あたりの上水
使用量」は、いずれも目標を達成したものの、2013年度を
若干上回りました。

電気自動車導入台数（累計） 単位：台

187 179

（年度）'13 '20'12

169

'14

目標値1,000程度

社外ステークホルダーのご意見

九州電力の技術力を有効に活用し、今後も
積極的に海外への支援をしてもらいたい。

Ｐ21　国際的な温暖化対策への貢献
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1. 廃棄物のゼロエミッション活動の展開
　循環型社会の形成に向け、廃棄物の適正な管理・処理を行うとともに、2001年から3R（リデュース・リユース・リサイク
ル）を推進する廃棄物ゼロエミッション活動に取り組んでいます。

産業廃棄物
　当社が排出する産業廃棄物には、火力発電所の運転に伴
う副産物（石炭灰、石こう）や工事に伴う撤去資材などがあ
ります。これらの産業廃棄物については、適切な管理・処理を
行うとともに、発生量の抑制（Reduce：リデュース）、再使用
（Reuse：リユース）、再生利用（Recycle：リサイクル）の3R
を実践しています。

2. グリーン調達の推進
　製品等の調達の際は、“まずその必要性を十分に精査の上、環境にやさしい製品等の調達を図る”ことを定めた「グリーン
調達制度」を2002年度から導入し、お取引先とも協働して、製品等のグリーン調達に努めています。

汎用品（事務用品等の市販品）
　汎用品については、当社購入基準（個別ガイドライン）に
適合した環境配慮製品を原則購入することとしており、
2014年度のグリーン調達率※は98%となりました。
※：購入した汎用品に占める環境配慮製品の割合（環境配慮製品のある品目が調達
率算定の対象）。

電力用資機材
　お取引先から応募いただいた製品等の情報・提案をもと
に、特に良好と認められる製品を当社の「グリーン製品」と
して指定し、社内外に公表するとともに、積極的な調達を
行っています。

一般廃棄物
　当社で発生する一般廃棄物には、古紙等のオフィス活動
に伴うものや発電所の貝類、ダムの流木などがあります。これ
らの一般廃棄物についても、適切な管理・処理を行うととも
に、3Rを実践しています。

>> 循環型社会
>> ゼロエミッション
>> 3R
>> 産業廃棄物

>> 石炭灰
>> 石こう
>> リサイクル率
>> 重原油灰

>> バナジウム
>> 汚泥
>> 石綿（アスベスト）
>> リスクマネジメント

>> 柱上変圧器
>> 柱上ガス開閉器

用語集をご覧ください
>>ステークホルダー
>>一般廃棄物

>>グリーン調達
>>環境配慮(型)製品

>>グリーン製品
用語集をご覧ください

社外ステークホルダーのご意見

地球環境を守るためには廃棄物のゼロ化に
向けた活動が重要であり、継続してもらいたい。

Ｐ23　廃棄物ゼロエミッション活動の展開

■ 発生量の抑制（リデュース）への取組み
　発電所では、発電設備の保全リスク管理※を徹底しており、こ
れに基づく適切な工事計画の策定・実施により、廃棄物の発生
量抑制に取り組んでいます。

■ 産業廃棄物の共同回収
　全社的かつ恒常的に発生している産業廃棄物については、対
象品目を定め、複数事業所を一括回収後、全量リサイクルする
「共同回収」を行っており、リサイクル率向上に加え、効率的回収
による輸送面での環境負荷低減にも努めています。

■ 産業廃棄物の社外埋立処分量の抑制
　2014年度の産業廃棄物の社外埋立処分量は、共同回収の
的確な運用などにより、27トンとなりました。

■ 再使用（リユース）への取組み
　配電工事等で撤去した電力用資機材については、再使用に
必要な性能、品質を有しているかなどを適正に判断し、再使用し
ています。

■ 再生利用（リサイクル）への取組み
　2014年度は、発生した産業廃棄物約89万トンをほぼ
100%リサイクルしました。産業廃棄物の大部分を占める石炭
灰については、石炭灰の特性を活かしたセメント原料などへの
有効利用を行っており、100％リサイクルしています。

循環型社会形成への取組み2

※：リスクマネジメントの考え方を設備保全に適用した手法のうちの一つであり、設
備の劣化・破損・故障に起因する種々の影響をリスクとして捉え、そのリスクの大きさ
に応じて設備保全方針を決定していく手法。

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 グリーン調達制度のご紹介WEB

回収した古紙で作った製品

　古紙のリサイクルについては、取組みを開始した2002年
度以降、100％リサイクルを継続しており、回収した古紙の
一部は、グループ会社の九州環境マ
ネジメント（株）で、コピー用紙、紙ひ
も、トイレットペーパーに再生されて
います。

産業廃棄物の発生量とリサイクル率の推移については九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 産業廃棄物の発生量とリサイクル率WEB

その他の取組みについては九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 配電用資機材の再生利用状況WEB

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 石炭灰の新たな有効利用への取組みWEB

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 当社で発生する一般廃棄物のリサイクル状況WEB

その他の取組みについては九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 不当投棄パトロールへの協力WEB

発生量
（トン）

リサイクル量
（トン）

リサイクル率
（％）

主なリサイクル
用途

産業廃棄物の発生状況とリサイクル率（2014年度）

セメント原料
コンクリート混和材

バナジウム回収

セメント原料

セメント原料

燃料油に再生

助燃材

金属材料

路盤材、建設骨材

ガラス製品材料

セメント原料

助燃材

 石炭灰

重原油灰

石こう

汚　泥

廃　油

廃プラ

金属くず

廃コンクリート柱

ガラス・陶磁器くず

特別管理
産業廃棄物※

その他

小　計

産業廃棄物総合

743,000

1,650

113,000

6,020

1,750

145

9,670

11,540

57

617

1,250

146,000

890,000

743,000

1,650

113,000

2,690

1,740

123

9,660

11,540

55

606

1,220

143,000

886,000

100

100

100

45

約100

85

約100

100

96

98

98

98

約100

そ
の
他
産
業
廃
棄
物

グリーン取引先
　積極的に環境活動に取り組まれているお取引先を「グ
リーン取引先」として指定し、当社ホームページに企業名
を掲載させていただくとともに、見積参加機会の拡大等に
配慮しており、合計で238社を指定しています。
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古　 紙

貝　 類

ダム流木

再生紙

路盤材

敷きわらの代用品

100

27

79

931

11

1,117

931

42

1,418

発生量（トン）リサイクル量（トン）リサイクル率（％）主なリサイクル用途

柱上変圧器（台）

柱上ガス開閉器（台）

低圧電力量計（個）

コンクリート柱（本）

高圧線（km）

低圧線（km）

18,612

820

714,658

6,755

628

1,387

18,612

820

714,658

6,755

628

1,387

100

100

100

100

100

100

   撤去数※［A］ 再使用数［B］ 再使用率［B/A］（％）

※：旧仕様・型式等により、再使用できないものや修理対象外のものは除く。

配電用資機材の再使用状況（2014年度）

古紙などの一般廃棄物の発生量とリサイクル率（2014年度）

共同回収の流れ

リサイクル会社

全量、路盤材・鉄板原料
などへリサイクル

支社

営業所発電所・変電所

●対象品目
　廃プラスチック類、 金属くず、ガラス・陶磁器くず、木製パレット、廃蛍光管、廃乾電池

（注）有効数字3桁にて記載。四捨五入のため合計値が合わないことがある。
※：「廃棄物の処理及び清掃に関する法律（廃棄物処理法）」において、人の健康または生
活環境に係る被害を生ずる恐れがある性状を有するため特別管理産業廃棄物として規定
されている汚泥、廃石綿等、廃油、廃アルカリ及び廃酸。

743743740740

'14

発生量（千トン） リサイクル量（千トン）リサイクル率（％）
100100

100

404
286

481

5959

641641

100100

'13'12'95 '00

2525

（年度）

100100

石炭灰の発生量とリサイクル率

http://www.kyuden.co.jp/environment_booklet_action-report15_industrial_waste.html
http://www.kyuden.co.jp/environment_booklet_action-report15_coalash.html
http://www.kyuden.co.jp/environment_booklet_action-report15_action-plan_cycle_zeroemission_industrial_index.html
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　当社が排出する産業廃棄物には、火力発電所の運転に伴
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2. グリーン調達の推進
　製品等の調達の際は、“まずその必要性を十分に精査の上、環境にやさしい製品等の調達を図る”ことを定めた「グリーン
調達制度」を2002年度から導入し、お取引先とも協働して、製品等のグリーン調達に努めています。

汎用品（事務用品等の市販品）
　汎用品については、当社購入基準（個別ガイドライン）に
適合した環境配慮製品を原則購入することとしており、
2014年度のグリーン調達率※は98%となりました。
※：購入した汎用品に占める環境配慮製品の割合（環境配慮製品のある品目が調達
率算定の対象）。

電力用資機材
　お取引先から応募いただいた製品等の情報・提案をもと
に、特に良好と認められる製品を当社の「グリーン製品」と
して指定し、社内外に公表するとともに、積極的な調達を
行っています。

一般廃棄物
　当社で発生する一般廃棄物には、古紙等のオフィス活動
に伴うものや発電所の貝類、ダムの流木などがあります。これ
らの一般廃棄物についても、適切な管理・処理を行うととも
に、3Rを実践しています。
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■ 発生量の抑制（リデュース）への取組み
　発電所では、発電設備の保全リスク管理※を徹底しており、こ
れに基づく適切な工事計画の策定・実施により、廃棄物の発生
量抑制に取り組んでいます。

■ 産業廃棄物の共同回収
　全社的かつ恒常的に発生している産業廃棄物については、対
象品目を定め、複数事業所を一括回収後、全量リサイクルする
「共同回収」を行っており、リサイクル率向上に加え、効率的回収
による輸送面での環境負荷低減にも努めています。

■ 産業廃棄物の社外埋立処分量の抑制
　2014年度の産業廃棄物の社外埋立処分量は、共同回収の
的確な運用などにより、27トンとなりました。

■ 再使用（リユース）への取組み
　配電工事等で撤去した電力用資機材については、再使用に
必要な性能、品質を有しているかなどを適正に判断し、再使用し
ています。

■ 再生利用（リサイクル）への取組み
　2014年度は、発生した産業廃棄物約89万トンをほぼ
100%リサイクルしました。産業廃棄物の大部分を占める石炭
灰については、石炭灰の特性を活かしたセメント原料などへの
有効利用を行っており、100％リサイクルしています。

循環型社会形成への取組み2

※：リスクマネジメントの考え方を設備保全に適用した手法のうちの一つであり、設
備の劣化・破損・故障に起因する種々の影響をリスクとして捉え、そのリスクの大きさ
に応じて設備保全方針を決定していく手法。

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 グリーン調達制度のご紹介WEB

回収した古紙で作った製品

　古紙のリサイクルについては、取組みを開始した2002年
度以降、100％リサイクルを継続しており、回収した古紙の
一部は、グループ会社の九州環境マ
ネジメント（株）で、コピー用紙、紙ひ
も、トイレットペーパーに再生されて
います。
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関連・詳細情報（P2参照）　 産業廃棄物の発生量とリサイクル率WEB
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関連・詳細情報（P2参照）　 石炭灰の新たな有効利用への取組みWEB

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 当社で発生する一般廃棄物のリサイクル状況WEB

その他の取組みについては九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 不当投棄パトロールへの協力WEB
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リサイクル率
（％）

主なリサイクル
用途

産業廃棄物の発生状況とリサイクル率（2014年度）

セメント原料
コンクリート混和材

バナジウム回収

セメント原料

セメント原料

燃料油に再生

助燃材

金属材料

路盤材、建設骨材

ガラス製品材料

セメント原料

助燃材

 石炭灰

重原油灰

石こう

汚　泥

廃　油

廃プラ

金属くず

廃コンクリート柱

ガラス・陶磁器くず

特別管理
産業廃棄物※

その他

小　計

産業廃棄物総合
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グリーン取引先
　積極的に環境活動に取り組まれているお取引先を「グ
リーン取引先」として指定し、当社ホームページに企業名
を掲載させていただくとともに、見積参加機会の拡大等に
配慮しており、合計で238社を指定しています。
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古　 紙

貝　 類

ダム流木

再生紙

路盤材

敷きわらの代用品

100

27

79

931

11

1,117

931

42

1,418

発生量（トン）リサイクル量（トン）リサイクル率（％）主なリサイクル用途

柱上変圧器（台）

柱上ガス開閉器（台）

低圧電力量計（個）

コンクリート柱（本）

高圧線（km）

低圧線（km）

18,612

820

714,658

6,755

628

1,387

18,612

820

714,658

6,755

628

1,387

100

100

100

100

100

100

   撤去数※［A］ 再使用数［B］ 再使用率［B/A］（％）

※：旧仕様・型式等により、再使用できないものや修理対象外のものは除く。

配電用資機材の再使用状況（2014年度）

古紙などの一般廃棄物の発生量とリサイクル率（2014年度）

共同回収の流れ

リサイクル会社

全量、路盤材・鉄板原料
などへリサイクル

支社

営業所発電所・変電所

●対象品目
　廃プラスチック類、 金属くず、ガラス・陶磁器くず、木製パレット、廃蛍光管、廃乾電池

（注）有効数字3桁にて記載。四捨五入のため合計値が合わないことがある。
※：「廃棄物の処理及び清掃に関する法律（廃棄物処理法）」において、人の健康または生
活環境に係る被害を生ずる恐れがある性状を有するため特別管理産業廃棄物として規定
されている汚泥、廃石綿等、廃油、廃アルカリ及び廃酸。

743743740740

'14

発生量（千トン） リサイクル量（千トン）リサイクル率（％）
100100

100

404
286

481

5959

641641

100100

'13'12'95 '00

2525

（年度）

100100

石炭灰の発生量とリサイクル率

http://www.kyuden.co.jp/environment_booklet_action-report15_action-plan_cycle_zeroemission_common_index.html
http://www.kyuden.co.jp/environment_booklet_action-report15_action-plan_cycle_zeroemission_common_patrol.html
http://www.kyuden.co.jp/company_procurement_provide_green_index.html
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鳥類調査の様子

昆虫類調査の様子

1. 設備形成における環境への配慮
　電力設備形成時においては、設備や地域の特性に応じた適切な環境アセスメントの実施等により、環境配慮を図ると
ともに、周辺環境との調和に努めています。

ダム改造工事等による環境改善
　2005年の台風14号による記録的な降雨の影響で、
みみかわ

耳川（宮崎県）では、山の斜面の崩壊や過去最大の浸水な
ど土砂に起因する甚大な災害が発生したため、当社では、
流域関係者と一体となって、土砂流下に必要なダムの改
造工事や環境変化を把握するための環境モニタリング調
査などを実施しています。
　ダムの改造工事後は、洪水時に上流からダム貯水池に
流れ込む土砂を下流に流す「ダム通砂運用」を計画してお
り、これにより、ダム上流域における川底上昇に伴う浸水
リスクの軽減が図られます。また、下流河川や沿岸域にお
ける川底低下や海岸侵食の抑制、河原の洗浄効果の促進
等による生態系を含む流域環境の改善が期待されます。

>> 環境アセスメント
　 （環境影響評価）

>> （計画段階環境）配慮書
>> 環境影響評価法

>> （環境影響）評価書>> （環境影響評価）方法書
>> （環境影響評価）準備書用語集をご覧ください

>> ステークホルダー
>> 環境モニタリング

>> 生態系
用語集をご覧ください

社外ステークホルダーのご意見

今後も九州の環境保全のために
尽力してほしい。

Ｐ25　設備形成における環境への配慮

【参考】 環境アセスメントの手続きについて

　　　　：環境アセスメントに関する法手続き

環
境
保
全
措
置
等
の
結
果
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報
告
・
公
表

配
慮
書
手
続

方
法
書
手
続

準
備
書
手
続

評
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書
手
続

許
認
可
等

建
設

調
査
・
予
測
・
評
価

第１種事業
必ず環境アセスメント

を行う

第２種事業
環境アセスメントが必要か
どうかを個別に判断

出力３万kW以上

出力15万kW以上

出力１万kW以上

すべて

出力１万kW以上

出力2.25万kW以上３万kW未満

出力11.25万kW以上15万kW未満

出力0.75万kW以上１万kW未満

-

出力0.75万kW以上１万kW未満

（　　　　　　　）（　　　　　  ）
水 力

火 力

地 熱

原子力

風 力

　環境影響評価法（一般ルール）及び電気事業法（発電所固有の手続き）に基づき、以下の規模要件に該当する発電所を建設する場合は、環境アセスメン
トを行うことになります。

地点名種別

法
ア
セ
ス
※１

自
主
ア
セ
ス
※2

発電方式

地熱

実施状況

現地での現況調査を実施。
予測・評価及び準備書の作成を実施中。

環境アセスメントを実施。
（2015年3月終了）

内燃力

諏訪之瀬島発電所
2号更新計画

（鹿児島県
としま
十島村）

すわのせじま

おおたけ
大岳発電所
更新計画

（大分県
ここのえ
九重町）

※1：環境影響評価法に基づいて行う環境アセスメントの手続き。
※2：環境影響評価法及び自治体の環境評価条例の対象規模に該当しないが、環境保

全を目的として自主的に実施。

■ 耳川における流域関係者との連携体制
　宮崎県は、「いい耳川」の実現を目的とする「耳川水系総
合土砂管理計画」に基づき、流域関係者との連携体制を新
たに構築し、総合的な土砂管理に関する議論を行ってい
ます。
　この体制を通じて、流域関係者は協働で、山地からダ
ム、河川、海にわたる様々な流域の事業を実施しており、
ダム設置者である当社は、河川の安全、水の利用及び環境
の保全の観点から、中核であるダム通砂運用の継続的な
改善などを積極的に推進していきます。

●耳川流域の総合的な土砂管理に関わる各種事業を地域、
行政及び当社の連携のもと、継続的に評価・改善しなが
ら進める。

目　　的

●関係市町村長、漁協、森林組合、住民代表、学識者、
宮崎県、国、及び当社。メンバー

●流域共通の管理目標や基本理念及び行動計画の設定
●流域の各事業に関する実施計画の評価・改善取組内容

耳川水系総合土砂管理に関する委員会

（注） 2009年7月より検討開始（約5年経過）。
　　 2014年度は評価・改善委員会(1回)とワーキング(2回)を実施

土砂流下を行うためのダムの改造（山
やま

須
す

原
ばる

ダム）

改造前

改造後（イメージ）
耳川水系総合土砂管理に関する評価・改善委員会（第3回 2015.7）の様子

耳川水系総合土砂管理現場見学会の様子

環境アセスメント（環境影響評価）の実施
　発電所などの建設にあたっては、環境影響評価法等に
基づき、その周辺環境の保全を図るため、自然環境（大気、
水質、生物）等の調査を行い、建設や運用が周辺環境に及
ぼす影響を事前に予測・評価し、その結果に基づいて環境
保全のための適切な措置を講じています。

大
おお

岳
たけ

地点の現況調査

地域環境の保全3

手続きフロー（第１種事業）

環境アセスメントの実施状況

対象事業規模要件

なかのしま
中之島発電所
2号更新計画
（鹿児島県

としま
十島村）

九
州
電
力
の
環
境
経
営

Ⅰ
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鳥類調査の様子

昆虫類調査の様子

1. 設備形成における環境への配慮
　電力設備形成時においては、設備や地域の特性に応じた適切な環境アセスメントの実施等により、環境配慮を図ると
ともに、周辺環境との調和に努めています。

ダム改造工事等による環境改善
　2005年の台風14号による記録的な降雨の影響で、
みみかわ

耳川（宮崎県）では、山の斜面の崩壊や過去最大の浸水な
ど土砂に起因する甚大な災害が発生したため、当社では、
流域関係者と一体となって、土砂流下に必要なダムの改
造工事や環境変化を把握するための環境モニタリング調
査などを実施しています。
　ダムの改造工事後は、洪水時に上流からダム貯水池に
流れ込む土砂を下流に流す「ダム通砂運用」を計画してお
り、これにより、ダム上流域における川底上昇に伴う浸水
リスクの軽減が図られます。また、下流河川や沿岸域にお
ける川底低下や海岸侵食の抑制、河原の洗浄効果の促進
等による生態系を含む流域環境の改善が期待されます。

>> 環境アセスメント
　 （環境影響評価）

>> （計画段階環境）配慮書
>> 環境影響評価法

>> （環境影響）評価書>> （環境影響評価）方法書
>> （環境影響評価）準備書用語集をご覧ください

>> ステークホルダー
>> 環境モニタリング

>> 生態系
用語集をご覧ください

社外ステークホルダーのご意見

今後も九州の環境保全のために
尽力してほしい。

Ｐ25　設備形成における環境への配慮

【参考】 環境アセスメントの手続きについて

　　　　：環境アセスメントに関する法手続き
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第１種事業
必ず環境アセスメント

を行う

第２種事業
環境アセスメントが必要か
どうかを個別に判断

出力３万kW以上

出力15万kW以上

出力１万kW以上

すべて

出力１万kW以上

出力2.25万kW以上３万kW未満

出力11.25万kW以上15万kW未満

出力0.75万kW以上１万kW未満

-

出力0.75万kW以上１万kW未満

（　　　　　　　）（　　　　　  ）
水 力

火 力

地 熱

原子力

風 力

　環境影響評価法（一般ルール）及び電気事業法（発電所固有の手続き）に基づき、以下の規模要件に該当する発電所を建設する場合は、環境アセスメン
トを行うことになります。

地点名種別

法
ア
セ
ス
※１

自
主
ア
セ
ス
※2

発電方式

地熱

実施状況

現地での現況調査を実施。
予測・評価及び準備書の作成を実施中。

環境アセスメントを実施。
（2015年3月終了）

内燃力

諏訪之瀬島発電所
2号更新計画

（鹿児島県
としま
十島村）

すわのせじま

おおたけ
大岳発電所
更新計画

（大分県
ここのえ
九重町）

※1：環境影響評価法に基づいて行う環境アセスメントの手続き。
※2：環境影響評価法及び自治体の環境評価条例の対象規模に該当しないが、環境保

全を目的として自主的に実施。

■ 耳川における流域関係者との連携体制
　宮崎県は、「いい耳川」の実現を目的とする「耳川水系総
合土砂管理計画」に基づき、流域関係者との連携体制を新
たに構築し、総合的な土砂管理に関する議論を行ってい
ます。
　この体制を通じて、流域関係者は協働で、山地からダ
ム、河川、海にわたる様々な流域の事業を実施しており、
ダム設置者である当社は、河川の安全、水の利用及び環境
の保全の観点から、中核であるダム通砂運用の継続的な
改善などを積極的に推進していきます。

●耳川流域の総合的な土砂管理に関わる各種事業を地域、
行政及び当社の連携のもと、継続的に評価・改善しなが
ら進める。

目　　的

●関係市町村長、漁協、森林組合、住民代表、学識者、
宮崎県、国、及び当社。メンバー

●流域共通の管理目標や基本理念及び行動計画の設定
●流域の各事業に関する実施計画の評価・改善取組内容

耳川水系総合土砂管理に関する委員会

（注） 2009年7月より検討開始（約5年経過）。
　　 2014年度は評価・改善委員会(1回)とワーキング(2回)を実施

土砂流下を行うためのダムの改造（山
やま

須
す

原
ばる

ダム）

改造前

改造後（イメージ）
耳川水系総合土砂管理に関する評価・改善委員会（第3回 2015.7）の様子

耳川水系総合土砂管理現場見学会の様子

環境アセスメント（環境影響評価）の実施
　発電所などの建設にあたっては、環境影響評価法等に
基づき、その周辺環境の保全を図るため、自然環境（大気、
水質、生物）等の調査を行い、建設や運用が周辺環境に及
ぼす影響を事前に予測・評価し、その結果に基づいて環境
保全のための適切な措置を講じています。

大
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たけ

地点の現況調査

地域環境の保全3

手続きフロー（第１種事業）

環境アセスメントの実施状況

対象事業規模要件

なかのしま
中之島発電所
2号更新計画
（鹿児島県

としま
十島村）
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■ 土壌汚染対策
　有害物質の土壌への排出、漏洩がないように努めるとと
もに、社有地の売却、用地の購入などにあたっては、自主的
に土壌汚染調査を実施しています。
　既存の社有地についても、予防的措置として、自治体の公
表資料を基に、汚染の可能性がある社有地周辺の地下水汚
染状況を調査し、当社に起因した汚染がないことを確認し
ました。

■ 騒音・振動防止対策
　低騒音・低振動型設備の採用や消音器・防音壁の設置、機
器の屋内への設置などの対策を行っています。また、建設工
事にあたっても、低騒音・低振動型の建設機械を選定するな
どの対策を行っています。

■ 水質保全対策
　火力・原子力発電所では、機器排水を排水処理装置で適
正に処理するとともに、冷却水として使用する海水は、海域
への影響を低減するため、周辺海域の特性に応じた取放水
方式を採用しています。
　水力発電所のダム貯水池では、定期的な水質調査、富栄
養化対策や赤潮処理、濁水発生時の選択取水、周辺の荒廃
山林の整備事業への協力など、水質保全に努めています。

■ PCB（ポリ塩化ビフェニル）
　ＰＣＢ廃棄物には、絶縁材料としてＰＣＢを使用した「高
濃度ＰＣＢ使用電気機器等」と絶縁材料に何らかの原因で
微量のＰＣＢが混入し汚染された「微量ＰＣＢ汚染廃電気
機器等」があります。当社が保有する高濃度ＰＣＢ使用電気
機器等は、2006年度から、JESCO（中間貯蔵・環境安全事
業（株））のＰＣＢ廃棄物処理施設において、計画的に無害化
処理を進めており、2015年3月末現在の処理率は99％と
なっています。
　また、微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等については、無害化処
理認定制度等により処理が可能となった一部の電気機器
等の無害化処理を、2010年度から開始しており、法定期限
までの処理完了に向けて、計画的に処理を進めています。
　なお、ＰＣＢ廃棄物は、廃棄物処理法などに基づき厳重に
保管・管理を行っています。

>> 無電柱化
>> 大気汚染
>> 水質汚濁

>> 環境保全協定
>> SOx（硫黄酸化物）
>> NOx（窒素酸化物）　

>> 富栄養化
>> 赤潮
>> 選択取水

用語集をご覧ください

>> ステークホルダー
>> 土壌汚染
>> PRTR（制度）
>> 指定化学物質
>> 石綿（アスベスト）

>> エチルベンゼン
>> 塩化第二鉄
>> キシレン
>> 2,2-ジクロロ-1,1,
　 1-トリフルオロエタン（HCFC-123）

>> スチレン
>> トルエン
>> ブロモトリフルオロメタン
　 （ハロン-1301）
>> ノルマン-ヘキサン

>> ベンゼン
>> メチルナフタレン
>> 第1種指定化学物質
>> PCB（ポリ塩化ビフェニル）

用語集をご覧ください

無電柱化の推進
　無電柱化については、都市景観への配慮や安全で快適な
通行空間の確保等を踏まえ、全国大での合意（国土交通省、
関係省庁、電線管理者等）に基づき、1986年度から計画的
に進めています。
　これまでの取組みにより、当社管内では、市街地の幹線道
路等を中心に、約791km（2015年３月末現在）を無電柱化
しました。

福岡県内の地中化路線（2014年度整備）

■ 大気汚染対策
　火力発電所における発電に伴い、硫黄酸化物（ＳＯｘ）、窒
素酸化物（ＮＯｘ）等が排出されますが、排煙脱硫装置、排煙
脱硝装置等により可能な限り除去するなど、大気汚染防止
に努めています。
　2014年度の火力発電電力量あたりのSOxとNOxの排出
量は、SOxが0.36g/kWh、NOxは0.26g/kWhとなりました。
2013年度実績と同程度ではありますが、東日本大震災前の
実績（2010年度  SOx：0.27g/kWh、NOx：0.21g/kWh）と
比べるといずれも高めの値となっています。これは、原子力発
電所の停止に伴い、石油火力発電所の発電電力量が増えたこ
となどによるものです。

2. 発電所等の環境保全
大気汚染・水質汚濁・騒音などの防止
　発電所等の設備運用にあたっては、法令はもとより、関係自治体と環境保全協定を締結し、これを遵守しています。また、排出
ガスや排水等については、モニタリングの結果を関係自治体に報告するなど、周辺環境についても厳重に管理しています。

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 火力発電所における環境保全対策のイメージ図WEB

単位：g/kWh火力発電電力量あたりのSOx・NOx排出量

（年度）'90 '10

0.44

0.21

0.84

0.27

NOxSOx

'12

0.29

0.30

'13

0.26

0.37

'14

0.26

0.36

出典：［海外］（排 出 量）OECD,OECD.StatExtracts（Environment,Air and Climate）
　　　　　   （発電電力量）IEA,ENERGY BALANCES OF OECD COUNTRIES 2014 EDITION
　　  ［日本］電気事業連合会調べ（10電力+電源開発（株））

SOx

アメリカ
（'12）

イギリス
（'12）

カナダ
（'12）

日本
（'12）

イタリア
（'12）

ドイツ
（'12）

フランス
（'12）

0.20.2

2.02.0

1.3
1.0

1.4

2.4

0.6

1.1 1.0
0.7

0.5
0.3

NOx 単位：g/kWh
世界各国の火力発電電力量あたりのSOx・NOx排出量

九州電力
（'14）

0.260.36

社外ステークホルダーのご意見

環境は汚染されてからでは遅いので、
モニタリングを徹底してもらいたい。

Ｐ27　大気汚染・水質汚濁・騒音などの防止

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 土壌調査要領WEB

（注）事業所における年間取扱量1トン以上の第1種指定化学物質（特定第1種指定化
学物質は0.5トン以上）について集計（法に基づく届出値を集計）。

単位：kgPRTR調査実績（2014年度）
物質
番号

 石綿

 エチルベンゼン

 塩化第二鉄

 キシレン

 

 スチレン

 トルエン

 

 ノルマル-ヘキサン

 ベンゼン

 メチルナフタレン

排出量取扱量主な用途・発生設備 移動量物質名

発電設備塗装

※：PRTR制度（Pollutant Release and Transfer Register：化学物質排出移動量届
出制度）とは、有害性のある多種多様な化学物質が、どのような発生源から、どれくら
い環境中に排出されたか、あるいは廃棄物に含まれて事業所の外に運び出されたかと
いうデータを把握・集計し、公表する仕組み。

化学物質の管理
　発電所等で取り扱う化学物質については、関係法令に基
づいた適正な管理を行っています。

■ PRTR制度※

　指定化学物質の排出量、移動量を調査集計するとともに、
自主的に結果を公表しています。

ＰＣＢ廃棄物の保管・管理状況

■ 石綿（アスベスト）
　当社の建物及び設備の一部には、飛散性があるとされる
「吹付け石綿」と、通常状態において飛散性がない「石綿含有
製品」を使用しています。
　吹付け石綿は、関係法令に基づき適切に対策工事を実施
し、すべての使用箇所で飛散防止対策を完了しています。
　石綿含有製品については、定期検査や修繕工事等の機会
に合わせて順次、非石綿製品への取替えを進めています。
　また、建物・設備を解体する際には、法令などに基づいて
飛散防止措置を徹底の上、適切に解体・搬出・処理を行って
います。

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 石綿の使用状況WEB

ブロモトリフルオロメタン
（ハロン-1301）

2,2-ジクロロ-1,1,
1-トリフルオロエタン
（HCFC-123）

33

53

71

80

164

240

300

382

392

400

438

960

0

0

0

0

0

0

0

0

0

218

0 

1,400 

0 

9,900 

 240 

7,300 

4,900 

0 

2,700 

95 

2,750 

保温材

発電設備塗装

排水処理剤

空調機器冷媒

発電設備塗装

発電設備塗装

消火設備

発電用ボイラー

発電用燃料

ディーゼル発電機

960 

1,400 

28,000 

9,900  

 2,800 

7,300 

4,900 

22,000 

2,700 

35,000 

549,200 

無電柱化前

無電柱化後
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■ 土壌汚染対策
　有害物質の土壌への排出、漏洩がないように努めるとと
もに、社有地の売却、用地の購入などにあたっては、自主的
に土壌汚染調査を実施しています。
　既存の社有地についても、予防的措置として、自治体の公
表資料を基に、汚染の可能性がある社有地周辺の地下水汚
染状況を調査し、当社に起因した汚染がないことを確認し
ました。

■ 騒音・振動防止対策
　低騒音・低振動型設備の採用や消音器・防音壁の設置、機
器の屋内への設置などの対策を行っています。また、建設工
事にあたっても、低騒音・低振動型の建設機械を選定するな
どの対策を行っています。

■ 水質保全対策
　火力・原子力発電所では、機器排水を排水処理装置で適
正に処理するとともに、冷却水として使用する海水は、海域
への影響を低減するため、周辺海域の特性に応じた取放水
方式を採用しています。
　水力発電所のダム貯水池では、定期的な水質調査、富栄
養化対策や赤潮処理、濁水発生時の選択取水、周辺の荒廃
山林の整備事業への協力など、水質保全に努めています。

■ PCB（ポリ塩化ビフェニル）
　ＰＣＢ廃棄物には、絶縁材料としてＰＣＢを使用した「高
濃度ＰＣＢ使用電気機器等」と絶縁材料に何らかの原因で
微量のＰＣＢが混入し汚染された「微量ＰＣＢ汚染廃電気
機器等」があります。当社が保有する高濃度ＰＣＢ使用電気
機器等は、2006年度から、JESCO（中間貯蔵・環境安全事
業（株））のＰＣＢ廃棄物処理施設において、計画的に無害化
処理を進めており、2015年3月末現在の処理率は99％と
なっています。
　また、微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等については、無害化処
理認定制度等により処理が可能となった一部の電気機器
等の無害化処理を、2010年度から開始しており、法定期限
までの処理完了に向けて、計画的に処理を進めています。
　なお、ＰＣＢ廃棄物は、廃棄物処理法などに基づき厳重に
保管・管理を行っています。

>> 無電柱化
>> 大気汚染
>> 水質汚濁

>> 環境保全協定
>> SOx（硫黄酸化物）
>> NOx（窒素酸化物）　

>> 富栄養化
>> 赤潮
>> 選択取水

用語集をご覧ください

>> ステークホルダー
>> 土壌汚染
>> PRTR（制度）
>> 指定化学物質
>> 石綿（アスベスト）

>> エチルベンゼン
>> 塩化第二鉄
>> キシレン
>> 2,2-ジクロロ-1,1,
　 1-トリフルオロエタン（HCFC-123）

>> スチレン
>> トルエン
>> ブロモトリフルオロメタン
　 （ハロン-1301）
>> ノルマン-ヘキサン

>> ベンゼン
>> メチルナフタレン
>> 第1種指定化学物質
>> PCB（ポリ塩化ビフェニル）

用語集をご覧ください

無電柱化の推進
　無電柱化については、都市景観への配慮や安全で快適な
通行空間の確保等を踏まえ、全国大での合意（国土交通省、
関係省庁、電線管理者等）に基づき、1986年度から計画的
に進めています。
　これまでの取組みにより、当社管内では、市街地の幹線道
路等を中心に、約791km（2015年３月末現在）を無電柱化
しました。

福岡県内の地中化路線（2014年度整備）

■ 大気汚染対策
　火力発電所における発電に伴い、硫黄酸化物（ＳＯｘ）、窒
素酸化物（ＮＯｘ）等が排出されますが、排煙脱硫装置、排煙
脱硝装置等により可能な限り除去するなど、大気汚染防止
に努めています。
　2014年度の火力発電電力量あたりのSOxとNOxの排出
量は、SOxが0.36g/kWh、NOxは0.26g/kWhとなりました。
2013年度実績と同程度ではありますが、東日本大震災前の
実績（2010年度  SOx：0.27g/kWh、NOx：0.21g/kWh）と
比べるといずれも高めの値となっています。これは、原子力発
電所の停止に伴い、石油火力発電所の発電電力量が増えたこ
となどによるものです。

2. 発電所等の環境保全
大気汚染・水質汚濁・騒音などの防止
　発電所等の設備運用にあたっては、法令はもとより、関係自治体と環境保全協定を締結し、これを遵守しています。また、排出
ガスや排水等については、モニタリングの結果を関係自治体に報告するなど、周辺環境についても厳重に管理しています。

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 火力発電所における環境保全対策のイメージ図WEB

単位：g/kWh火力発電電力量あたりのSOx・NOx排出量

（年度）'90 '10

0.44

0.21

0.84

0.27

NOxSOx

'12

0.29

0.30

'13

0.26

0.37

'14

0.26

0.36

出典：［海外］（排 出 量）OECD,OECD.StatExtracts（Environment,Air and Climate）
　　　　　   （発電電力量）IEA,ENERGY BALANCES OF OECD COUNTRIES 2014 EDITION
　　  ［日本］電気事業連合会調べ（10電力+電源開発（株））
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NOx 単位：g/kWh
世界各国の火力発電電力量あたりのSOx・NOx排出量

九州電力
（'14）

0.260.36

社外ステークホルダーのご意見

環境は汚染されてからでは遅いので、
モニタリングを徹底してもらいたい。

Ｐ27　大気汚染・水質汚濁・騒音などの防止

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 土壌調査要領WEB

（注）事業所における年間取扱量1トン以上の第1種指定化学物質（特定第1種指定化
学物質は0.5トン以上）について集計（法に基づく届出値を集計）。

単位：kgPRTR調査実績（2014年度）
物質
番号

 石綿

 エチルベンゼン

 塩化第二鉄

 キシレン

 

 スチレン

 トルエン

 

 ノルマル-ヘキサン

 ベンゼン

 メチルナフタレン

排出量取扱量主な用途・発生設備 移動量物質名

発電設備塗装

※：PRTR制度（Pollutant Release and Transfer Register：化学物質排出移動量届
出制度）とは、有害性のある多種多様な化学物質が、どのような発生源から、どれくら
い環境中に排出されたか、あるいは廃棄物に含まれて事業所の外に運び出されたかと
いうデータを把握・集計し、公表する仕組み。

化学物質の管理
　発電所等で取り扱う化学物質については、関係法令に基
づいた適正な管理を行っています。

■ PRTR制度※

　指定化学物質の排出量、移動量を調査集計するとともに、
自主的に結果を公表しています。

ＰＣＢ廃棄物の保管・管理状況

■ 石綿（アスベスト）
　当社の建物及び設備の一部には、飛散性があるとされる
「吹付け石綿」と、通常状態において飛散性がない「石綿含有
製品」を使用しています。
　吹付け石綿は、関係法令に基づき適切に対策工事を実施
し、すべての使用箇所で飛散防止対策を完了しています。
　石綿含有製品については、定期検査や修繕工事等の機会
に合わせて順次、非石綿製品への取替えを進めています。
　また、建物・設備を解体する際には、法令などに基づいて
飛散防止措置を徹底の上、適切に解体・搬出・処理を行って
います。

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 石綿の使用状況WEB

ブロモトリフルオロメタン
（ハロン-1301）

2,2-ジクロロ-1,1,
1-トリフルオロエタン
（HCFC-123）
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0
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0
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保温材
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排水処理剤

空調機器冷媒

発電設備塗装

発電設備塗装

消火設備

発電用ボイラー

発電用燃料

ディーゼル発電機

960 

1,400 

28,000 

9,900  

 2,800 
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4,900 

22,000 
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35,000 

549,200 
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社有林（ 山
やま
下
した
池周辺（大分県由

ゆ
布
ふ
市））

当社管内におけるヘリコプターによる設備巡視の様子

■ 絶滅が危惧される希少動植物の保護に関する取組み
　地球上の生物は、判っているだけで約175万種、未知の生
物も含めると3,000万種とも推測されています。そのうち
毎年４万種が絶滅しているとも言われており、絶滅の脅威
にさらされた野生生物の種の保存は、地球レベルで緊急に
取り組むべき重要な課題となっています。このため、当社で
は九州で絶滅が危惧される身近な動植物の保護に取り組
んでいます。

［希少動物に配慮した設備の巡視等の実施］
　当社の500kV東九州幹線は、大分県

う す き
臼杵市の東九州変電

所から、臼杵市・九重町・中津市等を経由し、福岡県豊前市の
豊前変電所に至る全長約107kmの送電線です。
　この送電線が通過する大分県のくじゅう山系の黒岳周辺
には、国の天然記念物であり、かつ希少野生動植物種に指定
された大型猛禽類のイヌワシの生息が確認されています。
　当社では、鉄塔などの送電設備をトラブルから守るため、
ヘリコプターによる設備巡視を実施していますが、イヌワ
シが生息する地域では、繁殖時期（10月頃から翌年5月頃ま
で）はヘリコプターの使用を避け、徒歩による巡視を行って
います。また、飛翔がよく見られる地域の尾根付近の送電線
には蛍光リングを取り付け、衝突防止を図るなど、イヌワシ
保護に向けた取組みを実施しています。［社有林によるＣＯ２吸収固定］

　社有林により吸収固定されるＣＯ２は、木材として利用す
るために伐採された木々が固定しているＣＯ２量1.6万トン
を差し引いても、社有林全体で117.8万トンと算定してい
ます。

>> ステークホルダー
>> 生物多様性

>> 社有林
>> 水源涵養

>> FSC（森林管理協議会）
>> 森林管理認証

>> 吸収固定
>> 希少野生動植物種用語集をご覧ください

緑地や希少生物の保全
　生物多様性に配慮しつつ九州の豊かな自然を守り続けていく
ため、社有林や発電所緑地の適切な管理や、九州で絶滅が危惧
される身近な動植物を保護するための取組みを推進しています。

単位：万トン-CO２社有林によるCO２吸収固定量

71.971.9
78.078.0

木材として利
用した木々の
CO２固定量
1.6万トン

119.4

117.8117.8117.2117.2 117.3117.3

（注1）森林調査に基づく実測値から日本国温室効果ガスインベントリ算定方法に基づき算定。
（注2）'01年度までのCO２吸収固定量には樹齢15年以下の若木分は含まない。

'13'12'01'91 （年度）'14

■ 社有林等の適正管理
　当社は、水力発電の安定した水源確保を目的として、阿
蘇・くじゅう国立公園区域内を中心に4,447ha（ヘクター
ル）の社有林を適切に維持管理し、水源

かんよう
涵養やＣＯ２の吸収

など、森林の持つ公益的機能の維持・向上に努めています。
2005年3月には、適正な森林管理が行われていることを認
証するFSC（森林管理協議会）の「森林管理認証」を、国内の
電力会社で初めて取得しました。

社外ステークホルダーのご意見

緑地を保全し増やしていくことは、地球
環境の改善にもつながるので応援したい。

Ｐ29　社有林等の適正管理
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>> フィルター・スラッジ
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■ 放射性廃棄物の管理・処理
［低レベル放射性廃棄物］

　原子力発電所から発生する廃棄物のうち、微量の放射性物
質を含むものが「低レベル放射性廃棄物」に分類・管理されます。 
・ 気体状のものは、放射能を減衰させた後、測定を行い、安
全を確認した上で、大気に放出します。 

・ 液体状のものは、処理装置で濃縮水と蒸留水に分け、蒸留水
は、放射能を測定し、安全を確認した上で海へ放出します。 

・ 処理された濃縮廃液は、アスファルトなどで固め、固体状
のものは、焼却や圧縮により容積を減らし、ドラム缶に密
閉します。これらのドラム缶は発電所内の固体廃棄物貯
蔵庫で厳重に保管します。
　その後、日本原燃（株）の低レベル放射性廃棄物埋設セン
ター（青森県

ろっかしょ
六ヶ所村）に搬出・埋設処分され、人間の生活

環境に影響を与えなくなるまで管理されます。

［高レベル放射性廃棄物］

　使用済燃料の再処理過程で発生する高レベル放射性廃
液に、ガラス素材を混ぜてガラス固化体にしたものが「高レ
ベル放射性廃棄物」です。
　この廃棄物は、日本原燃（株）の高レベル放射性廃棄物貯
蔵管理センター（青森県六ヶ所村）で30～50年間冷却のた
め貯蔵した後、最終的に地下300メートルより深い安定し
た地層に処分する方針です。当社分のガラス固化体は、
2015年3月末現在で累計167本が同センターに受け入れ
られています。
　最終処分については、処分制度創設以降10年以上を経
た現在においても、処分地選定の調査に着手できていない
状況であるため、国によって最終処分に関する取組みの見
直しに向けた検討が進められています。

社外ステークホルダーのご意見

放射線管理には
徹底的に取り組んでほしい。

Ｐ30　原子力発電所の放射線管理

出典：当社パンフレット「わたしたちの環境とくらしのために知っておきたい放射線・放射能」 出典：原子力・エネルギー図面集2013（電気事業連合会）

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 廃棄物の処理（原子力発電所）WEB

単位：本（200ℓドラム缶相当）

累計貯蔵量発生量
発電所内 埋設センター

放射性固体廃棄物の発生量、搬出量及び累計貯蔵量
（2015年3月末現在）

玄海原子力発電所

川
せん

内
だい

原子力発電所

合　 計

搬出量

38,862（37,304）

23,053（21,485）

61,915（58,789）

9,144（9,144）

320（320）

9,464（9,464）

1,558

1,568

3,126

0

0

0

（注）（　　）内は、2014年3月末時点。

原子力発電所の放射線管理
　原子力発電では、運転に伴い様々な放射線が発生します。
原子力発電所の安全確保のためには、放射線や放射線を出
す放射性物質の管理（放射線管理）が必要です。当社では発
電所で働く人と発電所の環境を守るため厳重な放射線管理
を行っています。

■ 放射線業務従事者の放射線管理
　当社は、放射線業務従事者の被ばく線量を可能な範囲で
極力低減するため、水質管理等による作業場所の線量率の
低減や作業時の遮へいの設置、作業の遠隔化・自動化を
行っています。放射線業務従事者が実際に受けている被ば
く線量は、2014年度実績で平均0.2ミリシーベルトであ
り、法定線量限度の年間50ミリシーベルトを大きく下回っ
ています。

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 原子力発電所の放射線管理WEB

■ 原子力発電所周辺の環境放射線管理
　当社の原子力発電所の運転中にはごく微量の放射性物質
が放出されていますが、これに伴う放射線量は、法令で定め
る限度（年間1ミリシーベルト）や国が定める目標値（年間
0.05ミリシーベルト）を大きく下回る年間0.001ミリシー
ベルト未満となっています。

■ 放射線や放射能の監視
　通常の環境モニタリングに加え、発電所周辺の放射線量を
連続して監視・測定し、当社ホームページでリアルタイムに
データを公開しています。また、当社及び佐賀県、鹿児島県で
は定期的に海水、農作物、海産物などに含まれる放射能を測
定しており、現在まで、原子力発電所の運転による環境への影
響は認められていません。
　なお、全国の空間線量測定結果については、原子力規制
委員会のホームページに掲載されています。

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 リアルタイムデータ（原子力発電所）WEB
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http://www.kyuden.co.jp/nuclear_radiation_index.html
http://www.kyuden.co.jp/nuclear_real.html
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関連・詳細情報（P2参照）　 原子力発電所の放射線管理WEB
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■ 放射線や放射能の監視
　通常の環境モニタリングに加え、発電所周辺の放射線量を
連続して監視・測定し、当社ホームページでリアルタイムに
データを公開しています。また、当社及び佐賀県、鹿児島県で
は定期的に海水、農作物、海産物などに含まれる放射能を測
定しており、現在まで、原子力発電所の運転による環境への影
響は認められていません。
　なお、全国の空間線量測定結果については、原子力規制
委員会のホームページに掲載されています。

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 リアルタイムデータ（原子力発電所）WEB

日常生活で受ける放射線

PWR（加圧水型）

ろ過・脱塩

脱塩

蒸発濃縮

放射性廃棄物として扱う必要のないもの

低レベル放射性廃棄物

紙、布等
焼却、圧縮等で、
容積を減らす

ドラム缶

貯蔵
タンク

（放射性物質の濃度を減衰させる）

低レベル放射性廃棄物
放射性物質の濃度の比較的低い廃棄物

放射性物質の濃度の比較的高い廃棄物
高レベル放射性廃棄物

（施設内に保管）
切断等

ドラム缶
（敷地内に安全に保管）

容器に固化
（敷地内に安全に保管）

フィルター・スラッジ、
使用済イオン交換樹脂

放射化金属
（制御棒や炉内構造物等）

放射性物質の濃度の極めて低い廃棄物（コンクリートや金属等）

蒸留水

濃縮廃液

フィルター 放射性物質の濃度を
測定し、安全を確認

放射性物質の濃度を
測定し、安全を確認

再利用

排気筒から放出

原子力発電所

海へ放出

産業廃棄物と
同様の埋設処分

再利用

素堀り処分

コンクリートピットに埋設処分

地下に埋設処分

地下50～
100m

発電所
建物換気

フィルター

減衰
タンク

BWR（沸騰水型）

活性炭式希ガスホールドアップ装置
（放射性物質の濃度を減衰させる）

原子力発電所

原子力発電所

原子力発電所

気
体

液
体

外
気

固体

原子力発電所の廃棄物処理方法

九
州
電
力
の
環
境
経
営

Ⅰ

http://www.kyuden.co.jp/nuclear_radiation_waste.html


32 / 52 33 / 52

←目次へ

エコ・マザー活動の様子

山下池周辺の社有林での自然観察会の様子

　鹿児島支社エリアでは、2014年度、県内58か所の小・中学校の児童・生徒
を対象に「エネルギー出前授業」を実施しました。
　学習指導要領を踏まえて、「電気をつくるしくみ」、「地球環境問題とエネ
ルギー」、「省エネ」をテーマに、さまざまな教材や実験道具を使った体験型
の授業を行い、電気の大切さや省エネの必要性を伝えています。
　授業では、積極的に発表し、目を輝か
せながら話を聞き、たくさんの笑顔で実
験する子ども達から、毎回、元気と力を
もらっています。
　今後も、分かりやすい授業になるよう
創意工夫し、エネルギーに興味や関心を
もってもらえるよう努めていきたいと
思っています。

1. 次世代層へのエネルギー・環境教育の展開
　「九電みらいの学校」※の一環として、エネルギー・環境への関心を育む活動を、九州各地で展開しています。
※：エネルギー・環境教育をはじめ、文化・芸術・スポーツの分野において、様々な活動を行う次世代層支援プロジェクト。

エコ・マザー活動
　子どもたちへの環境教育支援とご家庭における環境教
育の担い手である保護者の皆さまへの環境情報提供を目
的として、「エコ・マザー活動」を展開しています。
　この活動は、九州各地で、地域のお母さま方が「エコ・マ
ザー」として保育園などを訪問し、環境問題への「気づき」
となる環境紙芝居の読み聞かせなどを行うことを通じ、
小さなお子さまに環境に配慮することの大切さを伝える
活動です。
　2003年度から開始したこの活動は、2014年度までに
2,800回以上実施し、およそ20万名のお子さまや保護者
の皆さまにご参加いただきました。

環境教育支援活動
　学校教育や市民活動における環境教育支援の一環とし
て、「山

やま

下
した

池周辺の社有林」(大分県由
ゆ

布
ふ

市)などにおいて、
当社が持つ豊かな自然環境を活用した環境教育支援活動
を市民団体の皆さまと協力しながら展開しており、2002
年度からこれまで、およそ100団体、3,600名以上を受け
入れました。

出前授業
　エネルギー・環境問題などについて、楽しみながら学ん
でもらう事を目的に、九州各地で出前授業を実施してい
ます。2014年度は、小・中学校等で366回の出前授業を実
施し、約15,000名の子どもたちとエネルギーや環境につ
いて考えました。

>> エネルギー・環境教育
>> 社有林

>> 地球環境問題
用語集をご覧ください

>>ステークホルダー
>>低炭素社会

>>生物多様性
>>水源涵養用語集をご覧ください

社外ステークホルダーのご意見

子供たちへの環境教育は大切であり、
今後の社会にとって意義があると思う。

Ｐ32　次世代層へのエネルギー・環境教育の展開

自転車発電機を使った授業の様子

「電気の大切さ」と「省エネの
必要性」を一生懸命伝えています

鹿児島支社企画・総務部 広報グループ

>>私の環境アクション

福 島 貞 巳
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詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 九電みらいの学校WEB

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 エコ・マザー活動WEB

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 環境教育支援活動WEB

2. 九州ふるさとの森づくり
　「九州ふるさとの森づくり」は、当社創立50周年を記念して2001年度から取り組んでいる植樹・育林（下草刈）活動であ
り、低炭素社会実現への寄与や生物多様性の保全を目的として九州各地で展開しています。2014年度は、約3,600名の皆
さまのご協力により、9か所でボランティアによる植樹・育林活動などを実施しました。
　なお、これまでの14年間でおよそ117万本を植樹し、延べ約15万人の方々にご参加いただきました。

　その土地本来の森は、豊かな生物多様性を維持し、水源
涵
かん
養、土砂災害の防止、保健休養の場の提供など、様々な

公益的機能を果たしています。「九州ふるさとの森づくり」
では、将来的に人の手があまりかからない、九州の自然植
生であるシイ・タブ・カシ類を中心とした、その土地本来の
樹種による森づくりを行っています。
　また、より早く、その土地本来の森が形成されるように、密
植（1㎡あたり2～3本程度植樹）・混植（複数の樹種の組み合
わせ）を基本とする植樹に取り組んでいます。この方法を採用
した植樹地の多くが、密植・混植を行わなかった箇所以上の生

これまでの主な植樹箇所

■ その土地本来の樹種による密植・混植を基本とした森づくり
育を見せており、年を経るにつれ、その効果が現れています。

植樹時

13年後（古賀市ふるさとの森づくり（福岡県古賀市））
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※当社からは苗木提供せず、社員によるボランティア参加のみ

活動実績（2014年度）

佐 賀 「ふるさとの森づくりin大町町」育樹作業
おおまち

190

その他 「古賀市ふるさとの森づくり(福岡)」
など、九州各地6か所で下草刈を実施 1,670

計画名地 区 参加者数(人)

北九州 響灘・鳥がさえずる緑の回廊
第10回植樹会

1,540

福 岡 森と海の再生交流事業
植樹祭 220

植
樹
活
動
※

育
林
活
動

9か所
（植樹2か所、育林活動7か所） 3,620合　計

森と海の再生交流事業植樹祭の様子
は 10万本以上 は 5万本以上
は　1万本以上 （累計）

は 3万本以上
は5千本以上

油
あぶら

木
ぎ

ダム周辺の
森づくり
（福岡県田

た

川
がわ

郡）
［'01～'04年度］

女
おな

子
ご

畑
はた

いこいの
森づくり
（大分県日

ひ

田
た

市）
［'01～'03年度］ 

雲
うん

仙
ぜん

・普
ふ

賢
げん

の森
植林ボランティア
（長崎県島

しま

原
ばら

市）
［'01～'10年度］

田
た

野
の

町水源かん養の
森林づくり
（宮崎県宮崎市）
［'04～'05年度］

響灘・鳥がさえずる緑の回廊
（福岡県北九州市）
［'05～'12年度］

ひびきなだ
古賀市
ふるさとの森づくり
（福岡県古賀市）
［'01～'11年度］

九州ふるさとの森づくり
～喜

き

入
いれ

植林ボランティア～
（鹿児島県鹿児島市）［'07～'10年度］

九州ふるさとの森づくり
「九電の森ひとよし」
（熊本県人

ひと

吉
よし

市）［'11～'12年度］

綾
あや

町ふるさと
照葉樹の森づくり
（宮崎県東諸県郡）
［'06年度］

ひがしもろかた

こ　が

九州ふるさとの森づくり
in大町町（佐賀県杵

き

島
しま

郡）
［'07～'08、'11年度］

おお まち

九州ふるさとの森づくり
「吹上浜植林ボランティア」
（鹿児島県南さつま市）
［'01～'06、'11年度］

ふきあげはま

ひびきなだ

こ　 が

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照） 九州ふるさとの森づくりWEB
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あぶら

木
ぎ

ダム周辺の
森づくり
（福岡県田

た

川
がわ

郡）
［'01～'04年度］

女
おな

子
ご

畑
はた

いこいの
森づくり
（大分県日

ひ

田
た

市）
［'01～'03年度］ 

雲
うん

仙
ぜん

・普
ふ

賢
げん

の森
植林ボランティア
（長崎県島

しま

原
ばら

市）
［'01～'10年度］

田
た

野
の

町水源かん養の
森林づくり
（宮崎県宮崎市）
［'04～'05年度］

響灘・鳥がさえずる緑の回廊
（福岡県北九州市）
［'05～'12年度］

ひびきなだ
古賀市
ふるさとの森づくり
（福岡県古賀市）
［'01～'11年度］

九州ふるさとの森づくり
～喜

き

入
いれ

植林ボランティア～
（鹿児島県鹿児島市）［'07～'10年度］

九州ふるさとの森づくり
「九電の森ひとよし」
（熊本県人

ひと

吉
よし

市）［'11～'12年度］

綾
あや

町ふるさと
照葉樹の森づくり
（宮崎県東諸県郡）
［'06年度］

ひがしもろかた

こ　が

九州ふるさとの森づくり
in大町町（佐賀県杵

き

島
しま

郡）
［'07～'08、'11年度］

おお まち

九州ふるさとの森づくり
「吹上浜植林ボランティア」
（鹿児島県南さつま市）
［'01～'06、'11年度］

ふきあげはま

ひびきなだ

こ　 が

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照） 九州ふるさとの森づくりWEB

http://www.kyuden.co.jp/environment_activity_forest_index.html
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>> 環境月間
>> 環境コミュニケーション用語集をご覧ください

>> ステークホルダー
>> 環境経営
>> コンプライアンス

>> エネルギー管理士
>> エネルギー管理員
>> 公害防止管理者（公害防止主任管理者）

>> 廃棄物処理施設技術管理者
>> 特別管理産業廃棄物管理責任者用語集をご覧ください

3. 環境月間における取組み
　毎年6月の1か月間は、「環境月間」として全国で様々な行事が実施されています。当社においても、環境コミュニケー
ションを推進するための諸行事を展開しており、2014年度は、「きゅうでん環境月間エコチャレンジ2014～始めよう！
私たちが今、できること。～」をテーマに、省エネ・節電へのご協力のお願いや、次世代層向けの環境教育などを九州各地で
実施しました。

■ 節電・省エネへのご協力のお願いと当社における取組み
　街頭やお客さま対象の節電教室などにおいて、節電へ
のご協力のお願いを85事業所で実施しました。また、当
社の省エネへの取組みとして、23事業所でグリーンカー
テンを設置しました。

■ 次世代層向けの環境教育
　地域の小・中学校において、環境やエネルギーに関する
出前授業や稚魚放流体験など、次世代層向けの環境教育
を16事業所で実施しました。

■ 清掃活動
　事業所周辺の道路や公園、海岸などの清掃活動を84事
業所で実施し、自治体等が主催した清掃活動にも41事業
所が参加しました。

グリーンカーテン（八代営業所）

節電ご協力へのお願いの様子

稚魚放流体験の様子（耳川水力整備事務所他）

熊本市水前寺江津湖公園での水草清掃活動の様子（熊本支社他）

九
州
電
力
の
環
境
経
営

Ⅰ

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照） 環境月間WEB

1. 環境に関する法規制遵守の状況
　2014年度に主要な環境関連の法令等に基づく罰則の適用を受けた事例はありませんでしたが、環境と関わりのある事
例として、自然公園法に係る届出漏れ※がありました。これについては、社員への再教育や業務の進め方の見直しなど、再発
防止に向けた対策を実施しています。
※：国立公園内において、自然公園法に基づく環境省への事前の許可申請を行わないまま、当社設備の移設工事を実施していたものです。
　 当社は環境省に対して速やかに事後申請を実施するとともに、再発防止に向けた対応内容について報告しています。

2. 社員の環境意識高揚
　環境に関する研修や社内外講師による環境講演会などを積極的に実施し、社員一人ひとりの環境意識高揚を図っています。

研修・講演会
　事業所の環境業務の担当者を対象に、環境経営の推進
やコンプライアンスに必要な知識の習得など、環境業務
全般に係る社内研修を行っています。2014年度は環境業
務を担当する初任者を対象とした研修を2回実施し、193
人が受講しました。また、環境に関する社外の研修・講演
会にも積極的に参加しており、2014年度は、18事業所で
89人の社員が参加しました。さらに環境月間においても
社内外講師による社員向け講習会を9事業所で実施し、
236人の社員が聴講しました。

環境関連の専門家育成
　エネルギー管理士や公害防止管理者など、社員の環境
関連の資格取得を支援しています。

社外の研修等の参加者が多いことに驚いた。
その成果が出ることを期待している。

社外ステークホルダーのご意見

Ｐ35　研修・講演会
環境管理の推進5

情報提供
　社内テレビ・新聞や社内イントラネットを活用し、社員
への積極的な環境情報提供を行っています。

■ 環境イントラネット
　社内のパソコンネットワークを活用して、環境専門の情報デー
タベースを構築し、社員の環境意識の高揚や環境活動の実践、
管理者の支援等に役立てています。

社員による社内講習会（東京支社）

環境イントラネット

資格名 保有者数

エネルギー管理士

エネルギー管理員

公害防止管理者（公害防止主任管理者を含む）

廃棄物処理施設技術管理者

特別管理産業廃棄物管理責任者

単位：人資格保有者数（2015年3月末現在）

725

54

715

202

561

http://www.kyuden.co.jp/environment_monthly.html
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>> 環境月間
>> 環境コミュニケーション用語集をご覧ください

>> ステークホルダー
>> 環境経営
>> コンプライアンス

>> エネルギー管理士
>> エネルギー管理員
>> 公害防止管理者（公害防止主任管理者）

>> 廃棄物処理施設技術管理者
>> 特別管理産業廃棄物管理責任者用語集をご覧ください

3. 環境月間における取組み
　毎年6月の1か月間は、「環境月間」として全国で様々な行事が実施されています。当社においても、環境コミュニケー
ションを推進するための諸行事を展開しており、2014年度は、「きゅうでん環境月間エコチャレンジ2014～始めよう！
私たちが今、できること。～」をテーマに、省エネ・節電へのご協力のお願いや、次世代層向けの環境教育などを九州各地で
実施しました。

■ 節電・省エネへのご協力のお願いと当社における取組み
　街頭やお客さま対象の節電教室などにおいて、節電へ
のご協力のお願いを85事業所で実施しました。また、当
社の省エネへの取組みとして、23事業所でグリーンカー
テンを設置しました。

■ 次世代層向けの環境教育
　地域の小・中学校において、環境やエネルギーに関する
出前授業や稚魚放流体験など、次世代層向けの環境教育
を16事業所で実施しました。

■ 清掃活動
　事業所周辺の道路や公園、海岸などの清掃活動を84事
業所で実施し、自治体等が主催した清掃活動にも41事業
所が参加しました。

グリーンカーテン（八代営業所）

節電ご協力へのお願いの様子

稚魚放流体験の様子（耳川水力整備事務所他）

熊本市水前寺江津湖公園での水草清掃活動の様子（熊本支社他）

九
州
電
力
の
環
境
経
営

Ⅰ

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照） 環境月間WEB

1. 環境に関する法規制遵守の状況
　2014年度に主要な環境関連の法令等に基づく罰則の適用を受けた事例はありませんでしたが、環境と関わりのある事
例として、自然公園法に係る届出漏れ※がありました。これについては、社員への再教育や業務の進め方の見直しなど、再発
防止に向けた対策を実施しています。
※：国立公園内において、自然公園法に基づく環境省への事前の許可申請を行わないまま、当社設備の移設工事を実施していたものです。
　 当社は環境省に対して速やかに事後申請を実施するとともに、再発防止に向けた対応内容について報告しています。

2. 社員の環境意識高揚
　環境に関する研修や社内外講師による環境講演会などを積極的に実施し、社員一人ひとりの環境意識高揚を図っています。

研修・講演会
　事業所の環境業務の担当者を対象に、環境経営の推進
やコンプライアンスに必要な知識の習得など、環境業務
全般に係る社内研修を行っています。2014年度は環境業
務を担当する初任者を対象とした研修を2回実施し、193
人が受講しました。また、環境に関する社外の研修・講演
会にも積極的に参加しており、2014年度は、18事業所で
89人の社員が参加しました。さらに環境月間においても
社内外講師による社員向け講習会を9事業所で実施し、
236人の社員が聴講しました。

環境関連の専門家育成
　エネルギー管理士や公害防止管理者など、社員の環境
関連の資格取得を支援しています。

社外の研修等の参加者が多いことに驚いた。
その成果が出ることを期待している。

社外ステークホルダーのご意見

Ｐ35　研修・講演会
環境管理の推進5

情報提供
　社内テレビ・新聞や社内イントラネットを活用し、社員
への積極的な環境情報提供を行っています。

■ 環境イントラネット
　社内のパソコンネットワークを活用して、環境専門の情報デー
タベースを構築し、社員の環境意識の高揚や環境活動の実践、
管理者の支援等に役立てています。

社員による社内講習会（東京支社）

環境イントラネット

資格名 保有者数

エネルギー管理士

エネルギー管理員

公害防止管理者（公害防止主任管理者を含む）

廃棄物処理施設技術管理者

特別管理産業廃棄物管理責任者

単位：人資格保有者数（2015年3月末現在）

725

54

715

202

561
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集計範囲：九州電力株式会社　対象期間：2014年4月1日～2015年3月31日　単位：億円

環境活動の分類 主な活動 効果金額

地球環境保全

資源循環

法定負担金の節減

合　　　　計

不用品有価物の売却

リサイクルの実施による最終処分等処理費の節減

SOx排出量の低減による汚染負荷量賦課金の節減※4

廃棄物対策

廃棄物減量

地球温暖化防止 火力発電所の熱効率向上による燃料費節減※1
送配電ロス低減※1、2・省エネルギー※2・低公害車導入※3による燃料費等の節減

（注）四捨五入のため合計値が合わないことがある。
※1：1990年度値をベースラインとして算出。　　※2：送配電ロス低減効果や省エネ設備対策効果（kWh）に全電源平均原価（可変費）を乗じて算出。
※3：電気自動車（プラグインハイブリッド車を含む）、ハイブリッド車及び低燃費車の導入を行わなかった場合をベースラインとして算出。
※4：SOx低減量に汚染負荷量賦課金単価を乗じて算出。

※：産業廃棄物については、2008年度より都道府県知事の免許を受けて行っている公有水面埋立工事に用いる石炭灰が “土地造成材（リサイクル材）”に該当するという国の新解釈を得
たことから、産業廃棄物の環境効率性の基準年度を2008年度とした。

20142013

764.6

665.2

3.0

67.2

29.3

CO２、SOx、NOxの環境効率性の推移（販売電力量ベース）

CO２ SOx NOx

産業廃棄物の環境効率性の推移（販売電力量ベース）

50

100

150

200

250
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100
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200

（年度）'11 '12 '13 '14'11 '14'12 '13'10'00'95 （年度） '09 '10

集計範囲：九州電力株式会社　対象期間：2014年4月1日～2015年3月31日　単位：億円

単位：億円

地球温暖化防止、オゾン層保護
大気汚染・水質汚濁・騒音・振動防止
産業廃棄物※1・一般廃棄物・放射性廃棄物対策、使用済燃料対策※2
グリーン調達で発生した差額コスト
環境情報公開、事業活動に伴う環境改善対策※3
環境保全関連研究
九州ふるさとの森づくり、地域環境活動支援
汚染負荷量賦課金　　

合　　　計
当社総投資額、総費用額に占める割合

当社総投資額、総費用額

地球環境保全
地域環境保全
資源循環
グリーン調達
環境活動の管理
環境関連研究
社会活動
環境損傷対応

投資額

3％
2,285

71.4

2014
3.9
7.4
2.2
0.4
31.7
18.6
-　
-　

3％
2,197

64.2

2013
費用額

費用額活動内容
使用済燃料再処理関連費用（引当金等）

2014
26.3
94.8
121.2
0.1
86.9
7.3
0.2
10.0

22.5
7.5
2.4
0.7
34.8
3.4
-　
-　

21.0
97.8
130.5
0.1
85.8
10.8
0.2
11.9

346.6
2％

18,416

2013

2014

環境活動の分類 主な活動

【参考：使用済燃料対策関連費用】

171.1
2013
165.0

358.0
2％

18,650

（注1）四捨五入のため合計値が合わないことがある。　   （注2）表中の「－」は実績なし。
（注3）投資額は環境保全を目的とした設備投資など資産計上されるものや出資への支出。
（注4）原子力・水力等の各発電所の安定運転によるCO２排出抑制に係るコストについては、コスト全体に占

める環境保全目的の割合を特定することが困難であるため、算定の対象外。
※1：PCB保管・処理対策を含む。
※2：使用済燃料再処理関連費用（引当金等）を含まない（右表【参考】参照）。
※3：構内緑化、景観・都市空間確保に関する対策コストを計上。

SOx低減量※6 
NOx低減量※6
ばいじん低減量※6 
産業廃棄物リサイクル量 
産業廃棄物適正処分量 
一般廃棄物リサイクル量※7  
一般廃棄物適正処分量※7 
低レベル放射性廃棄物の減容量
（200ℓドラム缶相当）
使用済燃料貯蔵量※8 

原子力発電※1
新エネ発電・購入※2
水力・地熱発電※2
熱効率向上※3、
送配電ロス低減※3
京都メカニズム活用等※4
SF６排出削減※5

地球環境
保全

（万トン-CO２）
（万トン-CO２）
（万トン-CO２）
（万トン-CO２）

（万トン-CO２）
（万トン-CO２）

（千トン）
（千トン）
（千トン）
（トン）
（トン）
（トン）
（トン）
（本）

（体）
（点）
（km）
（トン）

項 目（単位）分 類 環境活動効果
2014 項 目（単位）分 類 環境活動効果

2014
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
抑
制
量

連続監視・測定項目数 
その他監視・測定点数 
研修・講習会参加者数 
環境関連資格有資格者数 
全緑地面積 
景観配慮建屋数 
環境調和型鉄塔基数 
配電線地中化延長 
レポート発行部数 
HPアクセス件数（環境関連） 
研究実施件数 
講演会等参加者数 
植樹、苗木配布数 
支援環境団体数

環境活動
の管理

（点）
（点）
（人）
（人）
（万㎡）
（建屋）
（基）
（km）
（冊）
（件）
（件）
（人）
（本）
（団体）

290
28,831

延べ9,493
2,257
4,626
227
93

3,490
4,000

699,461
18

延べ24,063
0
42

351
29,313

延べ8,643
2,262
4,708
223
93

3,473
5,000

727,704
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集計範囲：九州電力株式会社　対象期間：2014年4月1日～2015年3月31日

（注）環境負荷の低減を支援、促進する活動（グリーン調達、環境活動の管理、環境関連研究、
社会活動）に伴う効果については、その状況を示す実績値を計上。

電力用資機材「グリーン製品」
（7品目）調達数

グリーン
調達

※1：

※2：

※3：
※4：

※5：
※6：
※7：
※8：
※9：

導入の効果は代替する電源が特定できないため、厳密には算定できないが、原子力による電力
量を、火力発電（石炭・LNG・石油）で賄ったと仮定して試算。
導入の効果は代替する電源が特定できないため、厳密には算定できないが、再生可能エネルギー（水
力は揚水除く）による電力量を、全電源で賄ったと仮定して試算。
1990年度値をベースラインとして算定。
翌年度6月までに償却し、該当年度の販売電力量あたりのCO２排出量（CO２排出クレジット等
反映後）の算定のために反映した量を含む。
点検・撤去時の回収量をSF６の温暖化係数（23,900）を用いて、CO２重量に換算。
対策未実施時の排出量（推定値）をベースラインとして、実際の排出量との差により算出。
当社で発生する一般廃棄物のうち、古紙・ダム流木・貝類の量。
貯蔵量には、再度利用する燃料を含む。
算定に使用するCO2実排出係数は、2014年度実績値を適用。

0
188
379
337

27
22
79
24
636

887,119
4,014
1,589
21

6,548

3,914
1,865
2,970
2,682

722.9

625.4

1.6

66.7

29.1

>>環境会計
>>環境活動コスト
>>放射性廃棄物
>>地球温暖化
>>オゾン層
>>大気汚染
>>水質汚濁
>>資源循環

>>産業廃棄物
>>一般廃棄物
>>使用済燃料　
>>グリーン調達
>>汚染負荷量賦課金
>>PCB（ポリ塩化ビフェニル）
>>再処理
>>温室効果ガス

>>新エネ　
>>熱効率　
>>送配電ロス（率）
>>京都メカニズム
>>SF6（六フッ化硫黄）>>SOx（硫黄酸化物）
>>NOx（窒素酸化物）
>>ばいじん

>>低レベル放射性廃棄物
>>グリーン製品
>>LNG（液化天然ガス）
>>再生可能エネルギー
>>揚水（発電）
>>CO2排出クレジット

用語集をご覧ください

>>ステークホルダー
>>低公害車
>>電気自動車

>>プラグインハイブリッド車
>>低燃費車
>>環境効率性

>>環境経営
>>汚泥
>>石炭灰

用語集をご覧ください

環境活動コスト
　2014年度の環境活動コストは、投資額が71.4億円、費用額が358.0億円となりました。2013年度に比べ、投資額は約7.2
億円の増加、費用額は約11.4億円の増加となりました。投資額の増加は、火力発電設備の効率向上を目的とした工事等の増
加によるものです。また、費用額の増加は、繰り延べしていた設備修繕工事や放射性廃棄物処理の増加によるものです。

環境活動に伴う経済効果
　環境活動により節約や収入につながった2014年度の実質的な経済効果は、722.9億円となりました。
　2013年度の効果金額を約42億円下回った主な理由は、火力発電所の発電電力量の減少（2013年度：625億kWh→
2014年度：590億kWh）に伴い、燃料使用量が減少（P.7参照）したため、燃料費削減による経済効果の減少額が計算上、他
の取組みによる効果金額を上回ったことによるものです。

環境効率性
　環境経営の達成度を測り、これを評価する一つのものさしとして、「環境効率性」を算出しています。
　「環境効率性」の指標として、年間の販売電力量を環境負荷量で除した値（環境負荷１単位あたりの販売電力量）を採用しています。
　グラフは、各環境負荷物質について、CO２、SOx、NOxは1995年度、産業廃棄物は2008年度※を基準（100）とした場合に
おける環境効率性の推移を示しています。
　2014年度のCO2、SOx、NOxの環境効率性については、発電電力量に占める火力発電の割合が減少したことや火力総合
熱効率の維持・向上などに最大限努めたことにより、いずれも2013年度実績を上回りました。
　また、産業廃棄物の環境効率性についても、汚泥等の産業廃棄物発生量の減少により、2013年度実績を上回る結果となりました。

環境活動効果
　2014年度の温室効果ガス排出抑制量は、新エネ発電・購入や水力・地熱発電による効果の増加に伴い、全体として2013年
度を上回りました。これは固定価格買取制度（FIT）による新エネの購入量の大幅な増加や出水率の上昇による水力発電電力量
の増加等によるものです。

3. 環境会計
　当社では、より効率的かつ効果的な環境活動の展開を図るため、環境活動に関するコスト（投資額、費用額）及びそれに伴
う効果を定量的に把握・分析するツールである環境会計を活用しています。 詳細は九州電力ホームページ

関連・詳細情報（P2参照）　 当社環境会計の概要WEB

環境効率性 ＝
製品・サービス価値【販売電力量】（kWh）

環境負荷量（トン）

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 環境に配慮した投融資の状況WEB

社外ステークホルダーのご意見

環境活動に必要な費用が
かなり大きいことに驚きを感じた。

Ｐ36　環境活動コスト

九
州
電
力
の
環
境
経
営

Ⅰ

http://www.kyuden.co.jp/environment_booklet_action-report15_action-plan_management_account_cost.html
http://www.kyuden.co.jp/environment_booklet_action-report15_action-plan_management_account_effect.html
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集計範囲：九州電力株式会社　対象期間：2014年4月1日～2015年3月31日　単位：億円

環境活動の分類 主な活動 効果金額

地球環境保全

資源循環

法定負担金の節減

合　　　　計

不用品有価物の売却

リサイクルの実施による最終処分等処理費の節減

SOx排出量の低減による汚染負荷量賦課金の節減※4

廃棄物対策

廃棄物減量

地球温暖化防止 火力発電所の熱効率向上による燃料費節減※1
送配電ロス低減※1、2・省エネルギー※2・低公害車導入※3による燃料費等の節減

（注）四捨五入のため合計値が合わないことがある。
※1：1990年度値をベースラインとして算出。　　※2：送配電ロス低減効果や省エネ設備対策効果（kWh）に全電源平均原価（可変費）を乗じて算出。
※3：電気自動車（プラグインハイブリッド車を含む）、ハイブリッド車及び低燃費車の導入を行わなかった場合をベースラインとして算出。
※4：SOx低減量に汚染負荷量賦課金単価を乗じて算出。

※：産業廃棄物については、2008年度より都道府県知事の免許を受けて行っている公有水面埋立工事に用いる石炭灰が “土地造成材（リサイクル材）”に該当するという国の新解釈を得
たことから、産業廃棄物の環境効率性の基準年度を2008年度とした。
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集計範囲：九州電力株式会社　対象期間：2014年4月1日～2015年3月31日　単位：億円

単位：億円

地球温暖化防止、オゾン層保護
大気汚染・水質汚濁・騒音・振動防止
産業廃棄物※1・一般廃棄物・放射性廃棄物対策、使用済燃料対策※2
グリーン調達で発生した差額コスト
環境情報公開、事業活動に伴う環境改善対策※3
環境保全関連研究
九州ふるさとの森づくり、地域環境活動支援
汚染負荷量賦課金　　

合　　　計
当社総投資額、総費用額に占める割合

当社総投資額、総費用額

地球環境保全
地域環境保全
資源循環
グリーン調達
環境活動の管理
環境関連研究
社会活動
環境損傷対応

投資額

3％
2,285

71.4

2014
3.9
7.4
2.2
0.4
31.7
18.6
-　
-　

3％
2,197

64.2

2013
費用額

費用額活動内容
使用済燃料再処理関連費用（引当金等）

2014
26.3
94.8
121.2
0.1
86.9
7.3
0.2
10.0

22.5
7.5
2.4
0.7
34.8
3.4
-　
-　

21.0
97.8
130.5
0.1
85.8
10.8
0.2
11.9

346.6
2％

18,416

2013

2014

環境活動の分類 主な活動

【参考：使用済燃料対策関連費用】

171.1
2013
165.0

358.0
2％

18,650

（注1）四捨五入のため合計値が合わないことがある。　   （注2）表中の「－」は実績なし。
（注3）投資額は環境保全を目的とした設備投資など資産計上されるものや出資への支出。
（注4）原子力・水力等の各発電所の安定運転によるCO２排出抑制に係るコストについては、コスト全体に占

める環境保全目的の割合を特定することが困難であるため、算定の対象外。
※1：PCB保管・処理対策を含む。
※2：使用済燃料再処理関連費用（引当金等）を含まない（右表【参考】参照）。
※3：構内緑化、景観・都市空間確保に関する対策コストを計上。

SOx低減量※6 
NOx低減量※6
ばいじん低減量※6 
産業廃棄物リサイクル量 
産業廃棄物適正処分量 
一般廃棄物リサイクル量※7  
一般廃棄物適正処分量※7 
低レベル放射性廃棄物の減容量
（200ℓドラム缶相当）
使用済燃料貯蔵量※8 

原子力発電※1
新エネ発電・購入※2
水力・地熱発電※2
熱効率向上※3、
送配電ロス低減※3
京都メカニズム活用等※4
SF６排出削減※5
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（万トン-CO２）
（万トン-CO２）
（万トン-CO２）
（万トン-CO２）

（万トン-CO２）
（万トン-CO２）

（千トン）
（千トン）
（千トン）
（トン）
（トン）
（トン）
（トン）
（本）

（体）
（点）
（km）
（トン）
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景観配慮建屋数 
環境調和型鉄塔基数 
配電線地中化延長 
レポート発行部数 
HPアクセス件数（環境関連） 
研究実施件数 
講演会等参加者数 
植樹、苗木配布数 
支援環境団体数

環境活動
の管理

（点）
（点）
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集計範囲：九州電力株式会社　対象期間：2014年4月1日～2015年3月31日

（注）環境負荷の低減を支援、促進する活動（グリーン調達、環境活動の管理、環境関連研究、
社会活動）に伴う効果については、その状況を示す実績値を計上。

電力用資機材「グリーン製品」
（7品目）調達数

グリーン
調達

※1：

※2：

※3：
※4：

※5：
※6：
※7：
※8：
※9：

導入の効果は代替する電源が特定できないため、厳密には算定できないが、原子力による電力
量を、火力発電（石炭・LNG・石油）で賄ったと仮定して試算。
導入の効果は代替する電源が特定できないため、厳密には算定できないが、再生可能エネルギー（水
力は揚水除く）による電力量を、全電源で賄ったと仮定して試算。
1990年度値をベースラインとして算定。
翌年度6月までに償却し、該当年度の販売電力量あたりのCO２排出量（CO２排出クレジット等
反映後）の算定のために反映した量を含む。
点検・撤去時の回収量をSF６の温暖化係数（23,900）を用いて、CO２重量に換算。
対策未実施時の排出量（推定値）をベースラインとして、実際の排出量との差により算出。
当社で発生する一般廃棄物のうち、古紙・ダム流木・貝類の量。
貯蔵量には、再度利用する燃料を含む。
算定に使用するCO2実排出係数は、2014年度実績値を適用。
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環境活動コスト
　2014年度の環境活動コストは、投資額が71.4億円、費用額が358.0億円となりました。2013年度に比べ、投資額は約7.2
億円の増加、費用額は約11.4億円の増加となりました。投資額の増加は、火力発電設備の効率向上を目的とした工事等の増
加によるものです。また、費用額の増加は、繰り延べしていた設備修繕工事や放射性廃棄物処理の増加によるものです。

環境活動に伴う経済効果
　環境活動により節約や収入につながった2014年度の実質的な経済効果は、722.9億円となりました。
　2013年度の効果金額を約42億円下回った主な理由は、火力発電所の発電電力量の減少（2013年度：625億kWh→
2014年度：590億kWh）に伴い、燃料使用量が減少（P.7参照）したため、燃料費削減による経済効果の減少額が計算上、他
の取組みによる効果金額を上回ったことによるものです。

環境効率性
　環境経営の達成度を測り、これを評価する一つのものさしとして、「環境効率性」を算出しています。
　「環境効率性」の指標として、年間の販売電力量を環境負荷量で除した値（環境負荷１単位あたりの販売電力量）を採用しています。
　グラフは、各環境負荷物質について、CO２、SOx、NOxは1995年度、産業廃棄物は2008年度※を基準（100）とした場合に
おける環境効率性の推移を示しています。
　2014年度のCO2、SOx、NOxの環境効率性については、発電電力量に占める火力発電の割合が減少したことや火力総合
熱効率の維持・向上などに最大限努めたことにより、いずれも2013年度実績を上回りました。
　また、産業廃棄物の環境効率性についても、汚泥等の産業廃棄物発生量の減少により、2013年度実績を上回る結果となりました。

環境活動効果
　2014年度の温室効果ガス排出抑制量は、新エネ発電・購入や水力・地熱発電による効果の増加に伴い、全体として2013年
度を上回りました。これは固定価格買取制度（FIT）による新エネの購入量の大幅な増加や出水率の上昇による水力発電電力量
の増加等によるものです。

3. 環境会計
　当社では、より効率的かつ効果的な環境活動の展開を図るため、環境活動に関するコスト（投資額、費用額）及びそれに伴
う効果を定量的に把握・分析するツールである環境会計を活用しています。 詳細は九州電力ホームページ

関連・詳細情報（P2参照）　 当社環境会計の概要WEB

環境効率性 ＝
製品・サービス価値【販売電力量】（kWh）

環境負荷量（トン）

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 環境に配慮した投融資の状況WEB

社外ステークホルダーのご意見

環境活動に必要な費用が
かなり大きいことに驚きを感じた。

Ｐ36　環境活動コスト
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この環境用語集は、
「2015 九州電力環境アクションレポート」で
使用した用語を解説したものです。


用 語 集
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あ
赤潮
プランクトンの異常増殖により水の色が赤褐色、
茶褐色等に変色する現象。大量発生したプラン
クトンが水中の酸素を大量に消費するため、酸
素欠乏により魚介類の大量死などを引き起こ
す。窒素、りん等の栄養塩類の流入等による富
栄養化の進行が原因とされている。


アンモニア
アンモニアは分子式NH3で表される無機化合
物。常温常圧では無色の気体で、特有の強い刺
激臭を持つ。水に良く溶けるため、水溶液（アン
モニア水）として使用されることも多い。石炭火
力発電所等における排煙中のＮＯｘ（窒素酸化
物）を除去するための還元剤として用いられる。


い
維持流量（発電）
ダム下流の景観の保全等、河川環境の維持の
ために放流する必要流量（河川維持流量）を利
用した水力発電。


石綿（アスベスト）
天然の極めて細い繊維状の鉱物。耐熱性、耐摩
耗性、耐薬品性、絶縁性に優れているため、建材
や車両のブレーキなど3,000種以上の製品に
使用されている。多量に吸引すると肺がんや中
皮腫等の危険がある。


一般廃棄物
「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」で定め
られた「産業廃棄物」以外の廃棄物。一般家庭か
ら排出される家庭ごみのほか、事業所などから
排出される産業廃棄物以外の廃棄物も事業系
一般廃棄物として含まれる。


う
ウラン
放射性元素であり、３種の同位体（ウラン234、
ウラン235及びウラン238）から成る。元素記
号U、原子番号92の金属元素で、天然にも存在
する。原子力発電では、ウランの同位元素のう
ち、核分裂を起こしやすいウラン235を使用す
るが、天然ウランの大部分は、核分裂を起こしに
くいウラン238である。天然ウランには、ウラン
235は0.7％程度しか含まれていない。


え
エコアクション21
中小事業者における環境への取組みを促進す
るために、環境省が策定した環境経営システム
のこと。一般財団法人 持続性推進機構（IPSuS）
による認証取得制度であり、中小事業者でも取
り組みやすい環境経営システムのあり方をガイ
ドラインとして規定している。


エコドライブ
やさしい発進を心がけたり、無駄なアイドリング
をやめる等して燃料の節約に努め、地球温暖化
に大きな影響を与えるCO2の排出量を減らす
運転のこと。


エチルベンゼン
揮発性化学物質の1つ。主に塗料・溶剤として用
いられる。新築・改築直後の住居の室内空気汚
染により、めまい、頭痛などの症状があらわれる


「シックハウス症候群」の原因物質であると言
われている。


エネルギー・環境教育
当社では、エネルギー・環境問題に対する意識
高揚を目的とした次世代層の育成支援活動
全般を「エネルギー・環境教育」と位置付け、積
極的に活動を展開している。具体的には、社員
が学校を訪問し、小中学生を対象に授業を行う


「出前授業」や、保育園・幼稚園などで環境問題
への気づきとなる紙芝居の読み聞かせ等を行う


「エコ・マザー活動」を実施している。


エネルギー管理員
一般財団法人 省エネルギーセンターが実施す
るエネルギー管理員講習を受講し修了すること
で、取得できる資格。エネルギーを消費する設
備の維持、エネルギーの使用方法の改善及び
監視などの業務を行う。


エネルギー管理士
「エネルギーの使用の合理化に関する法律」に
基づき、エネルギー管理に対する学識・経験を
有するものとして、同法の試験に合格した者、ま
たは、同等以上の学識及び経験を有していると
経済産業大臣が認定した者。


エネルギーセキュリティ
国民の安定した生活に資することを目的として、
国際情勢等に過度に左右されることなくエネル
ギーを安定的に確保すること。


エネルギーミックス
様々な種類の発電設備の特性を踏まえ、経済
性、環境性、供給安定性などの観点から、電源構
成を最適化すること。


塩化第二鉄
無水物は黒から茶褐色の吸湿性のある結晶で、
水和物は黄褐色の結晶であり、いずれも非常に
強い酸化力を示す。水溶液も酸化力を示し、多
くの金属を腐食させ、特に銅や軽金属を著しく
腐食させる。有毒で、皮膚に付着すると薬傷・熱
傷を起こす。金属の表面加工や、排水等の凝集
沈殿剤としての用途がある。


お
応援融通
電力供給量が低下し、需要を賄う発電量が確保
できない場合に、供給力に余裕のある他の電力
会社から電力を融通してもらうこと。


汚染負荷量賦課金
事業活動に伴って生ずる著しい大気汚染の影
響による健康被害について補償を行い、被害者
の迅速かつ公正な保護を図るため、補償給付等
に必要な費用の相当分をばい煙発生施設設置
者等から徴収するもので、「公害健康被害の補
償等に関する法律」で規定されている。
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オゾン層
地上から10〜50kmの成層圏にあるオゾン濃
度の比較的高い層のことで、大気中のオゾンの
約90％が集まっていることから、通称「オゾン
層」と呼ばれている。オゾン層は、太陽光に含ま
れる有害な紫外線の大部分を吸収している。


オゾン層破壊係数
成層圏においてオゾン層を破壊する物質には
多様なものがあり、これらの物質のオゾン層破
壊の強度を比較する際に、CFC−11（トリクロロ
フルオロメタン）のオゾン層破壊係数を「1」とし
て他の物質の強度を相対的に示す係数。


オゾン層破壊物質
オゾン層保護法に基づく物質であり、具体的に
は、特定フロン、四塩化炭素、特定ハロンなどが
ある。


汚泥
工場排水や下水等の処理後及び各種製造業の
製造過程等において生じる泥状のもので、有機
汚泥と無機汚泥とがある。


温室効果ガス
大気中のCO2やメタンなどのガスは太陽から
の熱を地球に封じ込め、地表を温める働きがあ
る。これらのガスを温室効果ガスという。温室
効果ガスにより地球の平均気温は約15度に保
たれているが、仮にこのガスがないと−18度に
なってしまう。産業革命以降、温室効果ガスの大
気中の濃度が人間活動により上昇し、「温室効
果」が加速していると言われている。京都議定
書では、地球温暖化防止のため、CO2、CH4（メ
タン）、N2O（一酸化二窒素）、HFC（ハイドロフ
ルオロカーボン）、PFC（パーフルオロカーボン）、
SF6（六フッ化硫黄）が削減対象の温室効果ガス
と定められている。


温室効果ガスインベントリ
気候変動枠組条約の締約国は、定期的に温室
効果ガスの排出・吸収量等に関する情報を条約
事務局へ提出することとされており、それに基
づき、独立行政法人 国立環境研究所内の温室
効果ガスインベントリオフィス（GIO）が毎年作
成している温室効果ガスの排出・吸収量をまと
めた報告書のこと。効果的な温室効果ガス排出
量削減のための政策や対策を打ち出すための
情報源となる。


温暖化係数
各温室効果ガスの温暖化をもたらす効果の程
度を表すために、CO2の放出による温室効果を
1とした場合の比で表した係数。「地球温暖化
対策の推進に関する法律」施行令に定められて
いる。具体的には、CH4（メタン）：21、N2O（一
酸化二窒素）：310、HFC−23（トリフルオロメタ
ン）：11,700、PFC−14（パーフルオロメタン）：
6,500、SF6（六フッ化硫黄）：23,900など。


か
碍
がいし
子


碍子は、電線とその支持物である電柱・鉄塔な
どとの間を絶縁するために用いる器具であり、
支持物から吊り下げるように設置し、下端に電
線を支持する構造のものを懸垂碍子という。こ
の碍子は傘状の磁器（絶縁体）の上下にセメン
トで連結用金具が接着されたもので、1〜数十
個を連結して使用される。


ガラス固化体
再処理の工程において使用済燃料から分離され
る高レベル放射性廃液に、ガラス原料を添加し、
高温で加熱することにより溶かし合わせ、キャニ
スタと呼ばれるステンレス製の容器に閉じ込め
た物理的・化学的に安定な廃棄物形態。高レベ
ル放射性廃棄物と同義に用いられることもある。
放射性物質を化学的に安定な形態に保持し、地
下水に対する耐浸出性に優れることが特徴。


環境アセスメント（環境影響評価）
環境に大きな影響を及ぼすおそれがある事業
について、その事業の実施にあたりあらかじめ
その事業の環境への影響を調査、予測、評価し、
その結果に基づき、その事業について適正な環
境配慮を行うこと。わが国においては、環境影
響評価法等に基づき、道路やダム、鉄道、発電
所などの事業者が行う対象事業について、地域
住民や専門家、環境担当行政機関が関与する
手続きが実施されている。環境汚染を未然に防
止するための重要な手段の一つ。


環境影響評価法
道路、ダム、鉄道、飛行場、発電所等、規模が大き
く、環境に著しい影響を及ぼすおそれのある事
業等に対して行われる環境影響評価が適切か
つ円滑に行われるための手続等を定めた法律。


環境会計
企業等が持続可能な発展を目指して、社会との
良好な関係を保ちつつ、環境保全への取組み
を効率的かつ効果的に推進していくことを目的
として、事業活動における環境保全のためのコ
ストとその活動により得られた効果を可能な限
り定量的（貨幣単位または物量単位で表示）に
把握（測定）・分析し、環境情報の開示や活動の
管理に役立てる仕組み。


環境家計簿
電気や水道、ガソリンなど、日常の生活で消費す
るエネルギーの量をCO2の重さに換算して算出
するもの。具体的なエネルギー消費量を明示する
ことで、CO2の排出量を減らし、環境保全を意識
したライフスタイルへの転換を促すことが目的。


環境活動コスト
環境会計の構成要素の一つ。環境負荷の発生
の防止、抑制または回避、影響の除去、発生した
被害の回復またはこれらに資する取組みのた
めの投資額及び費用額のこと。


環境経営
環境に配慮しつつ企業の持続的な発展を目指
す経営を意味する。環境対策は企業にとってコ
ストばかりかさむマイナス要因、という従来の
考え方を改め、環境とうまく付き合うことによっ
て、企業の持続的発展につなげていこうとする
新しい経営の考え方。


環境月間
環境省が提唱し、環境の日（6月5日）を設定して
いる6月を環境月間と定めており、環境保全に
関する国民の認識と行動を促すため様々な活
動が行われている。


環境効率性
環境活動の評価に環境保全における効率性の
視点を導入する上での指標となるもの。生産さ
れた物やサービスの価値を、それに伴う環境負
荷量で除することにより算出される。持続可能
な社会の実現には、環境効率性の向上が重要と
されている。


環境コミュニケーション
持続可能な社会の構築に向けて、個人、行政、
企業、民間非営利団体といった各主体間のパー
トナーシップを確立するために、環境負荷や環
境保全活動等に関する情報を一方的に提供す
るだけでなく、利害関係者の意見を聴き、討議
することにより、互いの理解と納得を深めてい
くこと。


環境配慮（型）製品
製造から廃棄に至る製品のライフサイクル全体
において、環境負荷の低減を考慮した製品。


環境保全協定
自治体と一定規模以上の工場・事業場が、公害
の防止等に関する取組みの内容について結ぶ
協定。


環境マネジメントシステム（EMS）
EMSは、Environmental Management 
Systemの略。企業などの組織が自主的・継続
的に環境への負荷を低減するための環境管
理を、環境方針・計画の策定（Plan）、実施・運用


（Do）、評価・分析（Check）、対策（Action）と
いったPDCAサイクルを通じて行う仕組み。


環境モニタリング
環境モニタリングとは、「監視」、「影響の把握」
の意味で使われ、発電所の新設、増設に伴い、
発電所からのばい煙、騒音・振動、温排水等が周
辺環境に及ぼす影響を把握するため、工事中や
発電所運転開始後に大気質、水質、騒音・振動
等の調査を行うこと。原子力発電所においては、
放射線及び放射性物質を対象とした管理に関
連する測定監視及び被ばくの評価などを一般
的に表現しており、対象によって、環境モニタリ
ング、個人モニタリング、また目的によって、日
常モニタリング、作業モニタリング等に分類さ
れることがある。


き
希少野生動植物種
生息・生育状況が、人為の影響により存続に支
障をきたす事情が生じていると判断される種。


キシレン
沸点約140度で常温では無色透明の芳香臭の
ある液体であり、塗料の中に含まれる。新築・改
築直後の住居の室内空気汚染により、めまい、
頭痛などの症状があらわれる「シックハウス症
候群」の原因物質であると言われている。


規制対象フロン
フロンのうち、オゾン層を破壊する物質として、
生産全廃や使用抑制の規制対象となっているフ
ロン。1987年に「オゾン層を破壊する物質に関
するモントリオール議定書」が採択され、日本で
も1988年に「特定物質の規制等によるオゾン
層の保護に関する法律」を制定し、規制している。


吸収固定
植物は光合成によりCO2を吸収し酸素を排出
する一方、常時、呼吸によってCO2を排出してい
る。炭素に注目してみると、吸収量と排出量の
差が植物体の形成に使われており、結果として、
植物体内に炭素が固定されることになる。
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京都メカニズム
京都議定書において、国際的に協調して温
室効果ガスの削減目標を達成するための制
度として導入された仕組み。①クリーン開発
メカニズム（CDM：Clean Development 
Mechanism）：先進国が途上国の排出削減プ
ロジェクトに協力し、先進国がその削減量を譲
受、②共同実施（JI：Joint Implementation）：
先進国が、共同で排出削減プロジェクトを実
施。貢献度に応じて削減量を配分、③排出量取
引（ET：Emissions Trading）：先進国間で、排出
枠を権利として売買、の3つの仕組みがある。


く
グリーン製品
当社では、お取引先から応募いただいた製品等
の情報・提案について、環境や品質等の観点か
ら総合的な評価を実施し、特に良好と認められ
るものを、当社の「グリーン製品」として指定し、
積極的な調達を行っている。


グリーン調達
市場に供給される製品・サービスの中から環境
への負荷ができるだけ少ないものを優先的に
購入・調達すること。


け
（電力）系統
発電所からお客さまの受電設備に至る電気の
ネットワークの総称。火力発電所、水力発電所、
原子力発電所などの発電設備で発電された電
気は、18.7万V（沖縄電力は（13.2万V）以上の
高い電圧の送電ネットワーク（基幹系統）によっ
て送電され、変電設備で降圧されて、より低い
電圧の送電ネットワーク（地域供給系統や二次
系統）・配電ネットワーク（配電系統）を経て、お
客さまの受電設備へと届けられる。


原子燃料
燃えやすいウラン235と燃えにくいウラン238
からなるウラン燃料のこと。また、プルサーマル
を実施する場合に使用するMOX燃料もある。


こ
公害健康被害補償制度
広範囲の大気汚染による気管支喘息等が多発
している地域と、水俣病・イタイイタイ病・慢性
ヒ素中毒症など環境汚染が原因で特異的疾患
が多発している地域を対象として、汚染物質の
排出原因者による被認定者の療養費や補償費
用の負担を定めた制度。


公害防止管理者（公害防止主任管理者）
「特定工場における公害防止組織の整備に関す
る法律」に基づいて、一定規模の工場に選任が
義務付けられている国家資格。工場から排出さ
れるばい煙、汚水、騒音・振動などを原因とする
公害を防止するための技術的業務を行う。


高レベル放射性廃棄物
使用済燃料を再処理する過程で発生する、核分
裂生成物を含んだ放射線レベルの高い廃棄物。
使用済燃料の成分のほとんどは再利用可能な
ウランやプルトニウムであり、リサイクル（再処
理）の過程で資源として回収されるが、再利用
できない成分は廃液として残る。我が国は、こ
れをガラス原料と溶かし合わせてステンレス製
の容器（キャニスタ）に注入して安定な形態に固
化処理しており、これをガラス固化体と呼ぶ。


高レベル放射性廃棄物貯蔵管理センター
高レベル放射性廃棄物を30〜50年間冷却貯
蔵管理する施設。1995年から青森県六ヶ所村
で操業を開始した。


国際協力機構（JICA）
JICAは、Japan International Cooperation 
Agencyの略。独立行政法人国際協力機構法
に基づき2003年に設立された独立行政法人
で、開発途上地域等の経済及び社会の開発もし
くは復興、または経済の安定に寄与することを
通じて、国際協力の促進並びに我が国及び国際
経済社会の健全な発展に資することを目的とし
た組織。


固定価格買取制度（FIT）
再生可能エネルギー源（太陽光・風力・水力・地
熱・バイオマス）を用いて発電された電気を、一
定の期間・価格で電気事業者が買い取ることを
義務付ける制度。「電気事業者による再生可能
エネルギー電気の調達に関する特別措置法（再
生可能エネルギー特別措置法）」に基づいて
2012年７月から施行された。


固体廃棄物
原子炉施設等の運転、点検、保守に伴い発生す
る固体状の放射性廃棄物のこと。放射性固体
廃棄物は、原子力発電所の運転などに伴い発
生する放射性レベルの低い「低レベル放射性廃
棄物」と再処理施設から発生する放射性レベル
の高いガラス固化体などの「高レベル放射性廃
棄物」に大別される。


コンバインド（サイクル）
複数の熱サイクルを結合させたもので、一般的
にはガスタービンと蒸気タービンを組み合わせ
た発電方式をいう。LNGコンバインドサイクル
発電は、熱効率が高く、運転・停止が容易で、負
荷変化の応答が速いなどの特徴がある。また、
高い熱効率によりCO2の発生が他の火力発電
より少ない。


コンプライアンス
「法令遵守」と直訳されるが、法令や規則だけに
とどまらず、社会的規範や企業倫理（モラル）を
守ることも「コンプライアンス」に含まれる。


さ
最終処分
一般廃棄物や産業廃棄物の埋立処分を行う場
所で、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に
よる設置の許可が必要。産業廃棄物最終処分
場には、安定型、管理型、遮断型がある。


再処理
使用済燃料中に含まれているウランとプルトニ
ウムとを化学的にそれぞれ回収し、更に分離さ
れた残りの核分裂生成物を安全に処理すること。


再生可能エネルギー
石油や石炭、天然ガスなどの限りある化石燃料
と異なり、太陽光、水力、風力、バイオマス、地熱、
波力、海洋温度差など繰り返し再生が可能な自
然界のエネルギーのこと。


産業廃棄物
事業活動に伴って生じた廃棄物のうち、燃えが
ら、汚泥、廃油、廃酸、廃アルカリ、廃プラスチッ
クなど20種類の廃棄物と、輸入された廃棄物
をいう。産業廃棄物の運搬や処理は、その適正
な処理基準等が設定されている。


算定・報告・公表制度
地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法）
に基づき、温室効果ガスを多量に排出する者


（特定排出者）に、自らの温室効果ガスの排出
量を算定し、国に報告することを義務付けた制
度。国は報告された情報を集計し、公表する。


し
シーベルト
放射線が人体に与える影響を表す単位（Sv）。体
の外から放射線を受けたり、食物などを通じて
体内に入った放射性物質によって内部被ばくし
たときの人体への影響の度合いを表す。


自家消費電力
自社のオフィスのほか、発電所建設や工事用な
どで使用する電力。


自家物流輸送
自社で所有している社用車で、人・物を運ぶ（移
動）作業のこと。


事業者別（二酸化炭素）排出係数
「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づ
く温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度に
より、CO2等の温室効果ガスを一定量以上排出
する事業者（特定排出者）は、毎年、年度ごとの
排出量を国に報告することが義務付けられてお
り、そのうち電気の使用に伴うCO2排出量の算
定に用いる電気事業者ごとの排出係数のこと。


資源循環
限りある資源を効率良く利用し、廃棄物の発生
を極力抑え、発生した廃棄物は環境に負荷を与
えないように再使用や再生利用すること。


持続可能な社会
現代の世代が、将来の世代の利益や要求を充
足する能力を損なわない範囲内で環境を利用
し、協働することで、お互いの要求を満たしてい
こうとする社会のこと。


指定化学物質
PRTR法で定められた、人の健康や生態系に
有害な化学物質であり、環境中に広く存在する


（暴露可能性がある）と認められる物質を第1
種指定化学物質といい462種類が指定されて
いる。また、第1種指定化学物質のうち発がん性
クラス１のものを特定第1種指定化学物質とし
て15種類が指定されている。
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指定電気事業者
年間30日を越えて出力の抑制を行わなければ
経済産業大臣が指定する種類の再生可能エネ
ルギー発電設備により発電された電気を追加
的に受け入れることができなくなることが見込
まれる電気事業者として経済産業大臣が指定
する電気事業者。


社有林
企業が所有している森林。当社では、水力発電
の安定した水源確保を目的として、阿蘇・くじゅ
う国立公園区域内を中心に4,447haの社有林
を維持管理している。


重原油灰
重油や原油などを燃焼した際に発生するすすな
どの燃焼生成物や燃え残り。灰中に含まれてい
る希少金属であるバナジウムを回収し、合金製
造に使用するなどのリサイクルを行っている。


循環型社会
有限な資源の永続性を確保するため、大量生
産・大量消費・大量廃棄型の経済社会を見直し、
あらゆるものを資源として循環し、または様々
なかたちで繰り返し利用するとともに、廃棄物と
して処分するものを最少限とすることで、環境
への負担をできる限り少なくした社会のこと。


（環境影響評価）準備書
事業の実施が周辺地域の環境に及ぼす影響に
ついて、環境影響評価（調査・予測・評価）の結果
や環境保全のための措置などについて記載し、
評価書（案）としてまとめたもの。


上水
飲料などとして管や溝を通して供給されるきれ
いな水。


使用済燃料
原子力発電所の燃料として一定期間使用し取
り出した燃料。この取り出した燃料は、放射能が
高く、また核分裂生成物からの崩壊熱も大きい
ので、使用済燃料貯蔵プールで放射能の減衰
と崩壊熱の冷却のため数年間貯蔵される。


所内電力（量）
発電所において、発電所を運転するために必要
な設備（ポンプ、ファン、照明など）で消費する電
力のこと。


新エネルギー（新エネ）
太陽光、風力、バイオマス、地熱、水力などから
生成される「再生可能エネルギー」のうち、その
普及のために国等による支援を必要とするも
のをいう。温暖化対策など地球環境保全や、エ
ネルギー自給率向上の面から普及が期待され
ている。「新エネルギー利用等の促進に関する
特別措置法」では、太陽光発電、風力発電、太陽
熱利用、バイオマス発電、地熱発電（バイナリー
方式）、中小水力発電（1,000kW以下）などが
該当する。なお、経済的に成り立っており、普及
拡大の余地に乏しい大規模水力発電や地熱発
電（バイナリー方式を除く）は、再生可能エネル
ギーであっても新エネルギーとは位置付けられ
ていない。


森林管理認証
環境、社会、経済の面から評価し、適正に管理さ
れている森林を認証する制度のこと。


す
水源涵養
森林の土壌が、降水を貯留し、河川へ流れ込む
水の量を平準化して洪水を緩和するとともに、川
の流量を安定させること。また、雨水が森林土壌
を通過することにより、水質が浄化されること。


水質汚濁
海や河川、湖沼などの水が人為的な原因によっ
て、本来の状態でなく、質的に変わった結果不
都合を生じること。生物に悪影響を与える有害
な物質の流入によるものや、人の日常生活に起
因する有機物の流入によるものなどがある。


スチレン
沸点145℃の無色〜黄色の液体で塗料に用い
られる。


ステークホルダー
企業の事業活動に関わりを有するすべての人
や組織のことで、お客さま、株主・投資家、地域
社会、ビジネスパートナー（取引先・関係会社）、
社員などをいう。当社では、環境経営を推進す
るために全社員が取組む活動計画である「環境
アクションプラン」について、ステークホルダー
のニーズ（要求）も踏まえ策定している。


スマートグリット
定義は明確ではないが、一般的には、一層の供
給信頼度、効率性を確保するために、IT 技術を
活用し、更には太陽光等の分散型電源を安定的
に受け入れることを可能とする先進的送配電
ネットワークを指す。


スマートメーター
電力会社と消費者間で、電力使用量データ等を
やり取りしたり、消費先の家電製品などと接続
し制御したりすることができる通信機能を備え
た電力メーターのこと。


せ
生態系
食物連鎖などの生物間の相互関係と、生物とそ
れを取り巻く環境の間の相互関係を総合的に
捉えた、生物社会のまとまりを示す概念。


生物多様性
生物の間に見られる違い（変異性）を総合的に
指す概念であり、現在の生物が見せる空間的な
広がりや変化のみならず、生命の進化、絶滅と
いう時間軸上のダイナミックな変化を含有する
幅広い概念。一般には、「生態系の多様性」、「種
の多様性」、「遺伝子の多様性」という3つの階層
で捉えられる。


石炭灰
火力発電所等で石炭を燃焼した後に発生する
燃焼灰。集じん装置で集められるフライアッシュ
とボイラー底部で回収される溶結状の石炭灰
を砕いたクリンカアッシュとに大別される。


石灰石
CaCO3（炭酸カルシウム）を主成分とした鉱物。
石炭火力発電所等における排煙中のSOx（硫黄
酸化物）を除去するために用いられる。


石こう
CaSO4（硫酸カルシウム）を主成分とする鉱物。
火力発電所に設置している排煙脱硫装置では、
排煙中のSOx（硫黄酸化物）を取り除くため、石
灰石（炭酸カルシウム）と排煙を接触させ、石こ
うとして回収を行っている。


〔吸収工程〕
SO2＋CaCO3＋1/2H20→CaSO3･1/2H2O＋CO2


（亜硫酸ガス）（石灰石スラリー）（亜硫酸カルシウム）（炭酸ガス）
〔酸化工程〕
CaSO3･1/2H2O＋1/2O2＋3/2H2O→CaSO4･2H2O


（亜硫酸カルシウム）　　　 　　　  （石こう）


絶滅危惧種
環境省や都道府県発行のレッドデータブックに
記載されている、個体数が極端に減少し、絶滅
の恐れのある動植物種のこと。


ゼロエミッション
エミッションとは英語で「排出」の意味。ゼロエ
ミッションとは、企業（産業）活動から出るCO2や
廃棄物の排出量ゼロを目指す構想をいう。


選択取水
ダムにおいて洪水期の濁水長期化防止対策、
あるいは下流かんがい用水の水温低下防止対
策として、必要に応じて、表層や低層などの層か
ら、自由に取水する方法。


線量（率）
被ばくした時の放射線の量（Gy：グレイ）のこと
で、人体にどれだけ吸収されたかという、吸収
線量に対して使われる単位を示す。なお、単位
時間あたりの放射線量（nGy/時（ナノグレイ毎
時））を線量率という。


線量評価値
環境中に放出された放射性物質によって、発電
所周辺公衆の受ける線量を評価した値。国内
の原子力発電所では、原子力安全委員会の指
針に基づく線量目標値0.05mSv（ミリシーベル
ト）/年を十分に下回るように管理されている。


そ
送配電ロス（率）
電気がお客さまに届くまでの過程で、送電線・
配電線の抵抗により、一部の電気エネルギーが
熱などとして失われること。また、送配電ロス率
とは、発電所から送電した電力に対して、送電
線・配電線で失われる電力が占める割合。


た
大気汚染
人間の経済・社会活動に伴う化石燃料の燃焼な
どによって大気が汚染されること。汚染物質と
して硫黄酸化物、窒素酸化物、一酸化炭素、浮
遊粒子状物質、光化学オキシダントなどがある。


脱硝処理
排ガス中のNOx（窒素酸化物）を除去すること。


脱硫処理
排ガスの中のSOx（硫黄酸化物）を除去すること。
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ち
地球温暖化
大気中のCO2など、太陽からの熱を地球に封じ
込め、地表を温める働きがある「温室効果ガス」
が、人間の経済活動などに伴って増加する一方、
森林の破壊などによってCO2の吸収量が減少
することにより、地球全体の気温が上昇する現
象のこと。


地球温暖化対策の推進に関する法律
京都議定書の採択を受け、国、地方公共団体、
事業者、国民が一体となって地球温暖化対策
に取り組むための枠組みを定めた法律で「温対
法」とも略される。京都議定書目標達成計画の
策定や、地域協議会の設置等の国民の取組み
を強化するための措置等について規定されて
いる。


地球環境問題
地球温暖化、オゾン層の破壊、酸性雨など、そ
の被害・影響が国境を越えて地球規模にまで広
がっている問題と、開発途上国における熱帯林
の減少や野生動物種の減少など、その解決の
ために先進国等による国際的な取組みが必要
とされる問題のことであり、地球的視野に立っ
て取り組まれるべき環境問題。


蓄電池
いったん外部回路を通して放電した後、充電す
ることにより再び元の状態に復し、繰り返して使
用することができる電池。二次電池、バッテリー
とも呼ばれる。


柱上ガス開閉器
電柱の上部に設置されたガス式の開閉器。開閉
器は、電力回路・電力機器の電路を開閉する電力
機器であり、真空式、油入式、ガス式などがある。


柱上変圧器
6,000ボルトの配電線から100〜200ボルトの
一般家庭用電圧に降圧するための変圧器のこ
とで、変圧器が電柱上に設置されるため、この
ように呼ばれる。


中水
生活用水として使った水をトイレや散水等にも
う一度利用する水のこと。上水と下水の中間に
位置することから中水と呼ばれる。


て
低硫黄燃料
SOx（硫黄酸化物）を低減させるために使用す
る、硫黄分の低い燃料油のこと。


低公害車
既存のガソリン車やディーゼル車に比べ、NOx


（窒素酸化物）やCO2などの排出量が少ない
自動車。地球温暖化、地域大気汚染防止の観点
から、世界各国で技術開発、普及が進められて
いる。


低炭素社会
最小限のCO2排出で実現する「持続可能な社
会」を指す。化石燃料を燃やして大量のCO2を
排出する社会構造から、「脱」化石燃料型の社会
システムへの転換を目指す考え方。


低燃費車
「エネルギーの使用の合理化に関する法律」（省
エネ法）に基づき定められた燃費基準（トップラ
ンナー基準）を早期達成している自動車のこと。
現在商品化されている自動車のうち、最も燃費
性能が優れている自動車をベースに、技術開発
の見通しなどを踏まえて策定されている。


低レベル放射性廃棄物
原子力発電所の運転に伴い発生する放射線の
レベルが低い廃棄物。低レベル放射性廃棄物
はセメントなどで固化されており、均質・均一固
化体と充てん固化体がある。
・均質・均一固化体：原子力発電所の運転に伴


い発生した廃液等を処理した後、セメントまた
はアスファルトとともにドラム缶内に充てんし、
均質・均一に固型化したもの。


・充てん固化体：金属類、プラスチック等の固体
状廃棄物を直接または溶融処理後にドラム缶
に収納し、セメント系充てん材（モルタル）を充
てんし固型化したもの。


低レベル放射性廃棄物埋設センター
原子力発電所の運転などに伴い発生する放射
能レベルが低い放射性廃棄物（低レベル放射性
廃棄物）を処分するための施設。廃棄物に含ま
れる放射能レベルが時間の経過に伴い減衰し、
安全上支障のないレベル以下になるまでの間、
管理される。1992年12月から青森県六ヶ所村
で操業を開始している。


デマンドコントロール装置
工場やビル、量販店等で使用する需要化電力の
利用状況を把握し、負荷の平準化を図り、電力
ピークを抑え、使用量の自動計測・記録をする
装置。


電気自動車（EV）
EVは、Electric Vehicle の略。バッテリー（蓄
電池）に蓄えた電気でモーターを回転させて
走る自動車。自動車からの排出ガスは一切なく、
また、走行騒音も大幅に減少する。


天然ガス
地中より噴出するガスの総称。通常メタンガス・
エタンガスなどより成る可燃性ガスをいう。燃
料や化学工業用原料に利用。


と
特別管理産業廃棄物管理責任者
特別管理産業廃棄物が発生する事業場を設置
している事業者に対し、事業場ごとに配置が義
務付けられている。特別管理産業廃棄物の排出
状況の把握、処理計画の立案、適正な処理の確
保等を役割とする。


土壌汚染
一般的には、重金属や揮発性有機化合物などの
有害汚染物質が、何らかの理由で曝露し、土壌
表層やその地下土壌、場合によっては地下水に
まで浸透した状態を指す。土壌汚染対策法では、
その対象となる物質名や基準値、調査内容等が
定められている。


トルエン
沸点110度で常温では無色透明の芳香臭のあ
る液体。揮発性が高く、接着剤や塗料などの溶
剤に用いられる。喉や目に刺激があり、頭痛、疲
労、脱力感などの神経症状を起こすことがある。


ね
熱効率
火力発電所における熱効率は、燃料の燃焼に
よって得られた熱エネルギーのうち、有効に電
気となった割合を表すときに用いる数値で、発
電端熱効率と送電端熱効率がある。発電端熱
効率は、発電機で発生した電力量と電力発生の
ために供給された熱エネルギーの比。送電端熱
効率は、発電機で発生した電力量から発電所を
運転するために必要な設備（ポンプ、ファン、照
明等）で消費する電力量を差し引いたものと電
力発生のために供給された熱エネルギーの比。


の
ノルマルーヘキサン
無色透明な揮発性の液体で、水溶性は低い。食
用油脂抽出溶剤及び接着剤溶剤、塗料、インキ
等の各種溶剤に使用される。


は
ばい煙
一般的に、燃料の燃焼などで発生・排出する「す
す」「煙」という意味合いであるが、大気汚染防
止法では「硫黄酸化物」「ばいじん」「有害物質」
と定義。詳しくは、
①燃料その他の物の燃焼に伴い発生する硫黄


酸化物
②燃料その他の物の燃焼または熱源としての


電気の使用に伴い発生するばいじん
③物の燃焼、合成、分解その他の処理に伴い発


生する物質のうち、カドミウム、塩素等、人の
健康または生活環境に係わる被害を生ずる
おそれがある物質で政令で定めるもの


バイオマス
バイオマスは、バイオ（生物）とマス（量）を組み
合わせた造語で、大量にある生物資源のこと。
畜産廃棄物、生ゴミ、間伐材などの林地残材、製
材や家屋解体などで発生する木屑など様々な
ものがある。


廃棄物処理施設技術管理者
廃棄物処理施設に設置が義務付けられている。
一般廃棄物または産業廃棄物処理施設の維持
管理に関する技術上の業務を担当する。


ばいじん
燃焼によって生じた「すす」と固体粒子（灰など）
の総称。また、煙突から出た後は他の種々の煙霧
質と混じり合ってしまうが、大気中にあるこのよう
な混合物についてもばいじんと言われ、降下ばい
じん、浮遊ばいじんという言葉で呼ばれている。


バイナリー
加熱源系統と媒体系統の2つ（バイナリー）の熱
サイクルを利用して発電するもので、地熱発電
などに使われている。加熱源より沸点の低い液
体（媒体）を加熱・蒸発させてその蒸気でタービ
ンを回す方式。


（計画段階環境）配慮書
第一種事業に対して計画段階で環境配慮の検
討事項をまとめたもの。これにより、住民や知事
は計画段階から事業の概要を知り、意見提出が
可能になった。
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発熱量
一定の単位の燃料が完全燃焼するときに発生す
る熱量のこと。燃焼過程で放出される水蒸気の
蒸気潜熱を含めた発熱量を高位発熱量といい、
蒸気潜熱を含まない発熱量を低位発熱量という。


バナジウム
銀灰色の金属であり、重原油灰などに含まれる。
耐食性が強く、鉄に混ぜると機械的強度が増すた
め機械工作用の工具等の原料として利用される。


ハロン
二フッ化臭素メタン、三フッ化臭素メタン等の
臭素を含む含フッ素炭化水素の総称。現在ハロ
ンは、主として小型消火器や自動消火器に用い
られている。


ひ
ヒートポンプ
空気や水などの熱（ヒート）をくみ上げて（ポン
プ）、その熱のエネルギーを高くしたり、低くした
りする技術のこと。空気を圧縮すると温度が高
くなり、急に膨張すると温度が低くなる原理を
用いている。冷却と加熱を行うことができ、エア
コンなどに取り入れられている。


（環境影響）評価書
環境影響評価準備書に対する住民や行政の意
見を踏まえ、必要に応じて検討を加え、とりまと
めたもの。


ビル・エネルギー管理システム（ＢＥＭＳ）
BEMSは、Building and Energy Management 
Systemの略。ビルの機器・設備等の運転管理に
よってエネルギー消費量の削減を図るための
システム。


ふ
フィルター・スラッジ
原子力発電所において、冷却水の浄化のために
用いられるろ過器のろ過材が、冷却水中の鉄さ
び等の吸着によりろ過性能が低下するため定
期的にろ過器から洗い落とされてできる固体廃
棄物。


風況
風の状態、性質のこと。具体的には、風向・風速
の出現率・状況や、平均風速・瞬間風速の状況、
風の乱れなどのこと。


富栄養化
工場排水や生活排水の流入などにより、海や湖
沼などの水域の栄養塩類（窒素化合物、りん酸
塩等）の濃度が高くなること。富栄養化すると藻
類等が異常増殖繁茂し、水中の酸素消費量が高
くなって貧酸素化し、また藻類が生産する有害
物質により水生生物が死滅する。


プラグインハイブリッド車
家庭用コンセントからの充電に対応した自動車。
従来のハイブリッド車に比べ、バッテリーのみで
の走行距離が長くなる。充電に夜間電力を利用
することによりランニングコストの負担を軽く
することができ、また、環境への負荷も減らすこ
とができる。


プルサーマル
原子力発電所で使用された使用済燃料を再処
理して取り出されたプルトニウムとウランを酸
化物の形で混合した燃料をＭＯＸ燃料といい、
これを現在稼動している原子力発電所で燃料
として利用すること。


プルトニウム
天然に微量に存在する放射性元素。ウラン238
が中性子を吸収してウラン239になり、それが
放射線（β線）を出してネプツニウム239に、再
び放射線（β線）を出してプルトニウム239にな
る。このプルトニウム239は核分裂をする性質
を持っており、MOX燃料に用いられている。


フロン
正式名称をフルオロカーボン（炭素とフッ素の
化合物）という。このうちCFC（クロロフルオロ
カーボン）、HCFC（ハイドロクロロフルオロカー
ボン）などがオゾン層破壊物質であることが分
かり、1987年に採択された「モントリオール議
定書」により生産・消費規制が取られてきた。さ
らに、京都議定書ではHFC（ハイドロフルオロ
カーボン）、PFC（パーフルオロカーボン）が、削
減の対象となる温室効果ガスとされた。


フロン排出抑制法
地球温暖化とオゾン層破壊の原因となるフロン
類（CFC、HCFC、HFC）の排出抑制のため、冷
媒として使用している業務用エアコン、業務用
冷凍冷蔵庫の点検、記録、報告等について規制
している法律。


ブロモトリフルオロメタン（ハロン-1301）
オゾン層破壊係数10、地球温暖化係数6900
の物質で、オゾン層保護法によって規制されて
おり、消火設備で用いられる。


へ
ベンゼン
沸点80度で常温では無色透明の芳香臭の液体
であり、原油等の中に含まれ、有毒で引火性が
ある。


ほ
放射性物質
放射線を放出する物質のこと。放射線を放出し
ながら安定した物質に変わっていく。


放射性廃棄物
原子炉施設、核燃料サイクル施設、ラジオアイ
ソトープ使用施設などから発生する放射性物質
を含む廃棄物の総称。


放射線
放射性元素が崩壊する際放出される粒子線（α
線、β線など）や電磁波（γ線）の総称。放射性元
素から出たものでない粒子線（陽子線、中性子
線、重陽子線など）や電磁波（X線など）、宇宙線
等を含む。


放射能
放射性元素の原子核が自然に崩壊して放射線
を出す性質。また、その現象。


（環境影響評価）方法書
事業の実施が周辺地域の環境に及ぼす影響に
ついて評価を行うため、環境影響評価の項目、
調査、予測及び評価の手法などをとりまとめた
もの。


ホームアドバイザー
当社において、「省エネ快適ライフ」のPRを主な
業務とするスタッフ。フェア、イベントで電気の上
手な使い方などを紹介する講座を開いている。


む
無害化処理認定制度
高度な技術を用いて廃棄物を無害化する処理
を行う者を直接、環境大臣が処理業者の認定
を行い、認定を受けた者は廃棄物処理業及び
施設設置に係る許可を不要とする制度であり、
2006年8月に施行された。当初は、アスベスト


（石綿）廃棄物の無害化処理を促進するための
制度であったが、2009年11月、微量のPCBに
汚染された絶縁油を使用する電気機器等の廃
棄物が対象に追加された。


無電柱化
道路空間を有効に利用できるようにするととも
に、景観の向上を図るため、これまで電柱に架
かっていた電力ケーブルや電話通信線などの
電線類をまとめて地下に入れること。


め
メガソーラー


「メガ」とは、「100万の」という意味で、「ソー
ラー」は「太陽の（光や熱を利用した）」の意味。
メガソーラーとは、出力1,000kW（＝1MW（メ
ガワット）＝100万W）以上の規模を有する太陽
光発電に対する総称を指す。


メチルナフタレン
1−メチルナフタレン、２−メチルナフタレンの２
種があり、１−メチルナフタレンは常温において
無色から微黄色の液体で、沸点は245℃である。
一方、２−メチルナフタレンは常温において白色
の固体で、35℃で融解し、沸点は241℃である。
有毒で、重油（A重油）に含まれている。


も
木質（バイオマス）
主に、樹木の伐採や造材のときに発生した枝、
葉などの林地残材、製材工場などから発生する
樹皮やのこ屑などのほか、住宅解体材や街路樹
の剪定枝などがある。


よ
揚水（発電）
発電所の上部と下部に貯水池を設置し、夜間の
電気を利用して水を汲み上げ、最も電気が必要
な昼間や他の発電所の事故時等の緊急時に水
を落として発電する方式。貯蔵できない電気を
水に代えて貯めておくことができる。
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余剰買取（制度）
2009年11月より国の法令に基づき開始され
た、「太陽光発電の余剰電力買取制度」のこと。
太陽光発電によって発電した電力のうち、自家
消費せずに余った電力を電力会社が買い取り、
その買い取りコストを、電気を使用するすべて
の方々で負担をするというもの。2012年7月か
ら再生可能エネルギーの固定価格買取制度が
開始されるのに伴い、新制度に移行した。


ら
ライフサイクル
製品の製造から運搬、使用する段階を経て廃棄
されるまでの過程のこと。


り
リサイクル率
廃棄物をリサイクルした量を廃棄物の発生量
で除して、割合（%）で表したもの。


リスクマネジメント
企業活動を脅かす恐れのあるリスクを事前に把
握し、リスクが顕在化した場合の損失を回避、減
少させる経営管理方法のこと。


利用率
一定期間における実際の発電電力量と、その期
間常に定格電気出力で発電したと仮定した場合
の発電電力量の比をいい、設備がどのくらい有
効に使われているかを見る指標。


B
ＢＷＲ（沸騰水型）
原子炉で水を沸騰させ蒸気を作り、直接タービ
ンを回して発電する方式。


C
ＣＦＣ（クロロフルオロカーボン）
フロンの一種。冷媒、発泡剤、洗浄剤等として
使用される。オゾン層破壊物質でありモントリ
オール議定書の規制対象物質。また、強力な温
室効果ガスでもある。


ＣＦＣ−11（トリクロロフルオロメタン）
オゾン層を破壊する物質の1つであり、モントリ
オール議定書に基づき1995年末で生産が全
廃された。


ＣＨ４（メタン）
温室効果ガスの一つで、温室効果の強さは
CO2の21倍。沼、稲田や土中での腐敗など嫌気
性条件下での微生物による有機物分解や草食
動物の腸内発酵により、また天然ガスや石炭の
採掘などでも発生する。


ＣＯ2排出クレジット
温室効果ガス排出抑制のためのプロジェクトで、
実際に削減できたとして国連が認証した削減量


（排出枠）ならびに、国連が先進国に割り当て
た排出枠のこと。排出量取引などにより、排出
枠が不足する国へ移転できる。


ＣＯＤ（化学的酸素要求量）
Chemical Oxygen Demandの略。水中の
有機物を酸化剤で酸化するのに消費される酸
素の量。有機物が多いほど酸化のために必要
な酸素量も多く、水の汚染度を示す数値となる。
単位はmg/ℓで、1mg/ℓは1ℓの水の中に1mg
の酸素が必要なことを表す。


ＣＳＲ（企業の社会的責任）
Corporate Social Responsibility（企業の社
会的責任）の略。「経済（財務）」はもとより、「環
境」、「社会」の3つの側面（トリプルボトムライ
ン）から、総合的に取り組み、社会の持続的な発
展に貢献すること。


F
ＦＳＣ（森林管理協議会）
Forest Stewardship Councilの略。環境保全
の観点から見て適切で、社会的な利益にかない、
経済的にも持続可能な森林管理を推進すること
を目的として、環境団体、林業家、木材会社、先
住民団体などにより1993年に設立された民間
組織であり、本部をボン（ドイツ）に置いている。


H
ＨＣＦＣ（ハイドロクロロフルオロカーボン）
フロンの一種。オゾン層破壊物質であり、モント
リオール議定書の規制対象物質である。オゾン
層破壊係数はCFCよりも小さい。また、強力な
温室効果ガスでもある。


ＨＦＣ（ハイドロフルオロカーボン）
フロンの一種。京都議定書で削減対象となって
いる温室効果ガスの一つ。スプレー製品の噴射
剤、冷媒、クッション心材などとして使用される。


I
ＩＰＰ（独立系発電事業者）
Independent Power Producerの略。発電か
ら小売までを行う電力会社と異なり、発電だけ
を行って電力会社に卸売り販売をする独立系
の事業者。日本の電力会社も海外企業などと共
同で発展途上国などでIPP事業を積極的に進め
ている。


ＩＳＯ簡易システム
ISO14001より要求事項が簡易な当社独自の
システムで、独自に作成したチェックリストをも
とに適合評価を行っている。


ＩＳＯ14001
環境マネジメントに関する規格。生産、販売、リ
サイクルなど企業活動がもたらす環境影響を
把握、評価、改善していくことを体系的に管理す
る仕組み（システム）が第三者機関（審査登録機
関）によって評価され、規格に適合したと認定さ
れた事業所に登録証を発行するもの。


ＩＳＯ（14001）準拠（システム）
ISO14001の認証取得は行わないが、その要
求事項に準拠して構築された当社独自の環境
管理システムのこと。


L
ＬＮＧ（液化天然ガス）
Liquefied Natural Gasの略。ＣＨ４（メタン）、
Ｃ２Ｈ６（エタン）を主成分とする天然ガスを、極
低温（約ー160度）まで冷却して液体にしたも
の。天然ガスは液化することで体積が気体の約
600分の1になる。ＬＮＧ船と呼ばれる特殊な船
舶で輸送され、荷揚げ後に再度気化して発電用
燃料などとして使用する。


ＬＰＧ（液化石油ガス）
LPGはLiquefied Petroleum Gasの略。原油
採掘や石油精製時に発するガスの主成分であ
るC3H8（プロパン）やC4H10（ブタン）を液化した
もの。


M
ＭＥＭＳ（マンション・エネルギー・マネジ
メント・システム）
マンションの建物内で使用する電力消費量等を
計測蓄積し、導入拠点や遠隔での「見える化」を
図り、空調・照明設備等の制御やデマンドピーク
を抑制・制御する機器等を有するエネルギー管
理システム。


N
Ｎ２Ｏ（一酸化二窒素）
京都議定書での削減対象の温室効果ガスの一
つ。温室効果の強さはCO2の310倍である。物
の燃焼や窒素肥料の施肥などが発生源。


NOx（窒素酸化物）
NO（一酸化窒素）、NO2（二酸化窒素）などの窒
素の酸化物の総称。窒素を含む燃料の燃焼の
ほか、燃焼時に空気中の窒素が酸化されること
により発生する。有害物質として、大気汚染防
止法の規制対象物質となっている。


P
ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）
有機塩素化合物の一つであり、ビフェニルとい
う炭化水素化合物の2個以上の水素を塩素で
置換した化合物の総称で、油状の物質。化学的
安定性、耐熱性、絶縁性に優れることから、電
気絶縁材や熱媒体、感圧複写紙などの様々な
用途に用いられたが、日本では1968年のカ
ネミ油症事件などでその有害性が問題となり、
1972年に旧通商産業省の通達でPCBの製造
は中止され、1974年に法律で製造・輸入・新規
使用が禁止された。


ＰＤＣＡサイクル
①方針・計画の策定（Plan） ②実施・運用（Do） 
③評価・分析（Check） ④対策（Action） という
手順を繰り返し、サイクルを重ねるごとに、より
高い目的や目標を達成していくシステムのこと。


ＰＦＣ（パーフルオロカーボン）
京都議定書での削減対象の温室効果ガスの一
つ。電子部品や電子装置の気密性テスト、半導
体エッチング等に使用される。
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ＰＲＴＲ（制度）
国が指定する化学物質について、環境中への排
出量及び廃棄物に含まれた状態での事業所外
への移動量を事業者が自ら把握して、都道府県
経由で国に届出を行い、更に国は事業者からの
届出データや推計に基づき排出量・移動量を集
計し、公表する制度。


ＰＷＲ（加圧水型）
原子炉で作った熱水（一次系）を蒸気発生器伝
熱管の中に送り込み、伝熱管の外側を流れる水


（二次系）にその熱を伝えて蒸気を作り、ター
ビンを回して発電する方式。


R
RPS法
RPSは、Renewable Portfolio Standardの略。
新エネルギーの普及促進を目的として、一般電
気事業者、特定電気事業者及び特定規模電気事
業者に対し、その販売電力量に応じた新エネル
ギー等電気の利用を義務づける法律で、2003
年4月に施行された。2012年7月から再生可能
エネルギーの固定価格買取制度が開始される
のに伴い廃止されたが、経過措置として既存設
備を対象に当分の間仕組みを残置している。


S
ＳＦ６（六フッ化硫黄）
京都議定書での削減対象ガスであり、CO2の
23,900倍の温室効果を持つ。フッ素と硫黄の
化合物で、天然には存在せず工業的に生産され
る。化学的に安定で、絶縁性に優れているため、
電気事業では、遮断器の絶縁ガスなどに使用し
ている。


SOx（硫黄酸化物）
硫黄酸化物の総称で、SO2（二酸化硫黄）、SO3


（無水硫酸）などがある。石油や石炭などの化石
燃料の燃焼時に、燃料中の硫黄分が酸化され
て発生する。人の健康に悪影響を与えたり生活
環境に被害を及ぼすため、大気汚染防止法の規
制対象物質となっている。


数字
2,2-ジクロロ-1,1,1-トリフルオロエタン
（HCFC-123）
オゾン層破壊係数0.02、地球温暖化係数77の
常温で液体の物質で、オゾン層保護法によって
規制されており、空調機器の冷媒として用いら
れる。


３Ｒ
発生抑制（Reduce）、再使用（Reuse）、再生利
用（Recycle）のことを意味し、廃棄物処理とリ
サイクルにおける優先順位で表す言葉の略を
取った造語で3R（スリーアール）と読む。また、
不要なものをもらわない、買わない（Refuse）、
修理して使う（Repair）を加えて、4Rや5Rと呼
ぶこともある。







